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〔本稿の目的〕
給与所得控除制度の発端は、明治２０年に所得税法が創設された後、大正２年の所得税
法の改正において勤労控除が創設されたことにある。大正２年の所得税法の改正では、勤
労所得（給与所得）について、収入予算額の１０分の１を控除することとし、勤労控除が
創設された。この勤労控除は、大正２年、給与所得が資産所得、事業所得と比べて担税力
が弱いこと等を理由として設けられたもので、その後、控除の考え方にもその内容にも幾
多の変遷があり、給与所得者の負担軽減を目的として急ピッチで控除の引き上げが行われ
てきた。そして、昭和２８年には、給与所得控除制度として制度化された。
その後、大島訴訟では、給与所得控除制度の額が少なく給与所得者が所得税法上不平等
で扱われているということで、憲法１４条違反が争われたが、最高裁判所は、合憲である
と判断した。しかし、その訴訟を契機として、「総評サラリーマン訴訟」をはじめ同制度の
改善を求める声が強まったこと等もあって、その後の給与所得控除の額は、逐次引き上げ
られることとなった。大島訴訟では、給与所得控除の意義やあり方が注目され、サラリー
マンの多くが抱いている所得税の不公平の問題、特に、給与所得控除制度のあり方、業種
間の所得捕捉率の格差などの問題について法廷で議論された。
また、給与所得控除の性質論が盛んになり、給与所得控除は、①概算経費控除、②担税
力の相対的低さの調整、③把握率の高さの調整、④源泉徴収税額に対する利息相当分の調
整、の４つの性格を併せ持っているという見解が一般的に承認されるようになった。
更に、大島訴訟の上告審判決を経て、昭和６２年の所得税法改正において、特定支出控
除の制度が導入された。
給与所得控除の金額を引き上げる際は、理論的というよりは、給与所得者優遇という租
税政策上なものを根拠として、金額を引き上げてきたようでもある。そのため、給与所得
控除の額の変遷や諸外国との比較から、果たして、給与所得控除の額は妥当であるのか、
あまりに寛大に設定され過ぎているのではないかという問題点がしばしば指摘される。そ
して、平成２３年度及び同２４年度税制改正案においても、重要なテーマとして取りあげ
られている。しかし、問題点を指摘する際に議論に挙がる内容は、給与所得控除の性格や
根拠が明確になっていないことの指摘から、給与所得控除のサラリーマン経費の概算控除
だけという性格論を根拠に給与所得控除の額を縮小するべきといった、安易な議論が多い
ようでもある。そこで、従来の税制調査会等の議論をも整理した上で、以上の論点のほか、
大島訴訟で議論された、９・６・４（クロヨン）といった捕捉率の格差や租税優遇措置の
問題点などを踏まえながら、給与所得控除の額のあり方を検討していきたい。
本稿では、給与所得控除制度に関連する必要経費性、捕捉率、租税特別措置の差異、毎
月の源泉徴収など、様々な観点から考察し、給与所得控除の概算控除の是非、給与所得控
除の額、特定支出控除といった給与所得控除制度のあり方について検討する。
〔本稿の内容〕
本稿の論文構成と各章における論旨は、次のとおりである。
第１章 給与所得控除制度の沿革
給与所得控除制度の沿革について論じる。給与所得控除にはその性格について様々な考
え方があるため、明治２０年の所得税法の創設から、勤労控除の創設、給与所得控除の創
設の背景や根拠を追いながら、現在に至るまでの給与所得控除の変遷を概説する。また、
給与所得控除に実額控除制度を併用する契機となった大島訴訟や、関連事案として、総評
サラリーマン訴訟などの内容を検討した。
第２章 給与所得控除制度に関する所得税制の現状
給与所得の概念、給与所得控除の仕組み、特定支出控除、源泉徴収制度、年末調整、申
告納税制度といった、給与所得控除制度に関連する現行規定の概要について論じる。また、
平成２３年度税制改正大綱の論点についても論じる。
第３章 諸外国における給与所得課税
アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスといった諸外国における給与所得控除の制度設
計を検討する。給与所得の金額の計算ないしその前提となる給与所得の必要経費について
の考え方は、各国の税法によって差異があり、大島訴訟においても外国の税制との比較が
問題となっており、我が国の給与所得控除の制度設計を検討するうえで参考になる制度設
計を考察した。
第４章 給与所得控除制度の問題整理
今までの章で論じてきた内容を踏まえて、給与所得控除の問題整理を行った。第１節にお
いては、給与所得控除の現行規定に対する問題提起を、主に、従来の税制審議会や税制調
査会、平成２３年度の税制改正大綱で議論に挙がった内容を纏めることで論じていった。
第２節においては、第１節において論じた給与所得控除の現行規定に対する問題提起の内
容も踏まえた上で、給与所得控除の概算控除の是非、給与所得控除制度に関連する必要経
費性、捕捉率、租税特別措置の差異、毎月の源泉徴収、給与所得控除の額、特定支出控除
といった様々な論点を検討した。
第５章 給与所得控除制度のあり方
最後に、第５章において、主に、第４章第２節において整理した問題点を検討し、給与
所得控除制度のあり方を検討し、あるべき解決方法を提案した。
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本稿において引用している法令等の略語は、次による。
憲法・・・・・・・・・・日本国憲法
所法・・・・・・・・・・所得税法
所基通・・・・・・・・・所得税基本通達
措法・・・・・・・・・・租税特別措置法
行集・・・・・・・・・・行政事件裁判例集
訟月・・・・・・・・・・訟務月報
判時・・・・・・・・・・判例時報
民集・・・・・・・・・・最高裁判所民事判例集
本稿において引用している法令の条文番号等の記載は、次の例による。
所得税法２８条３項１号・・・・・・所２８③一
1序文
給与所得控除制度の発端は、明治２０年に所得税法が創設された後、大正２年の所得税
法の改正において勤労控除が創設されたことにある。大正２年の所得税法の改正では、勤
労所得（給与所得）について、収入予算額の１０分の１を控除することとし、勤労控除が
創設された。この勤労控除は、大正２年、給与所得が資産所得、事業所得と比べて担税力
が弱いこと等を理由として設けられたもので、その後、控除の考え方にもその内容にも幾
多の変遷があり、給与所得者の負担軽減を目的として急ピッチで控除の引き上げが行われ
てきた。そして、昭和２８年には、給与所得控除制度として制度化された。
その後、大島訴訟では、給与所得控除制度の額が少なく給与所得者が所得税法上不平等
で扱われているということで、憲法１４条違反が争われたが、最高裁判所は、合憲である
と判断した。しかし、その訴訟を契機として、「総評サラリーマン訴訟」をはじめ同制度の
改善を求める声が強まったこと等もあって、その後の給与所得控除の額は、逐次引き上げ
られることとなった。大島訴訟では、給与所得控除の意義やあり方が注目され、サラリー
マンの多くが抱いている所得税の不公平の問題、特に、給与所得控除制度のあり方、業種
間の所得捕捉率の格差などの問題について法廷で議論された。
また、給与所得控除の性質論が盛んになり、給与所得控除は、①概算経費控除、②担税
力の相対的低さの調整、③把握率の高さの調整、④源泉徴収税額に対する利息相当分の調
整、の４つの性格を併せ持っているという見解が一般的に承認されるようになった。
更に、大島訴訟の上告審判決を経て、昭和６２年の所得税法改正において、特定支出控
除の制度が導入された。
給与所得控除の金額を引き上げる際は、理論的というよりは、給与所得者優遇という租
税政策上なものを根拠として、金額を引き上げてきたようでもある。そのため、給与所得
控除の額の変遷や諸外国との比較から、果たして、給与所得控除の額は妥当であるのか、
あまりに寛大に設定され過ぎているのではないかという問題点がしばしば指摘される。そ
して、平成２３年度及び同２４年度税制改正案においても、重要なテーマとして取りあげ
られている。しかし、問題点を指摘する際に議論に挙がる内容は、給与所得控除の性格や
根拠が明確になっていないことの指摘から、給与所得控除のサラリーマン経費の概算控除
だけという性格論を根拠に給与所得控除の額を縮小するべきといった、安易な議論が多い
ようでもある。そこで、従来の税制調査会等の議論をも整理した上で、以上の論点のほか、
2大島訴訟で議論された、９・６・４（クロヨン）といった捕捉率の格差や租税優遇措置の
問題点などを踏まえながら、給与所得控除の額のあり方を検討していきたい。
そこで、本稿では、給与所得控除制度に関連する必要経費性、捕捉率、租税特別措置の
差異、毎月の源泉徴収など、様々な観点から考察し、給与所得控除の概算控除の是非、給
与所得控除の額、特定支出控除といった給与所得控除制度のあり方について検討する。
本稿の構成は、まず、第１章において、給与所得控除制度の沿革について論じる。給与
所得控除にはその性格について様々な考え方があるため、明治２０年の所得税法の創設か
ら、勤労控除の創設、給与所得控除の創設の背景や根拠を追いながら、現在に至るまでの
給与所得控除の変遷を概説する。また、給与所得控除に実額控除制度を併用する契機とな
った大島訴訟や、関連事案として、総評サラリーマン訴訟などの内容を検討した。
第２章において、給与所得の概念、給与所得控除の仕組み、特定支出控除、源泉徴収制
度、年末調整、申告納税制度といった、給与所得控除制度に関連する現行規定の概要につ
いて論じる。また、平成２３年度税制改正大綱の論点についても論じる。
第３章において、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスといった諸外国における給与
所得控除の制度設計を検討する。給与所得の金額の計算ないしその前提となる給与所得の
必要経費についての考え方は、各国の税法によって差異があり、大島訴訟においても外国
の税制との比較が問題となっており、我が国の給与所得控除の制度設計を検討するうえで
参考になる制度設計を考察した。
第４章において、今までの章で論じてきた内容を踏まえて、給与所得控除の問題整理を
行った。第１節においては、給与所得控除の現行規定に対する問題提起を、主に、従来の
税制審議会や税制調査会、平成２３年度の税制改正大綱で議論に挙がった内容を纏めるこ
とで論じていった。第２節においては、第１節において論じた給与所得控除の現行規定に
対する問題提起の内容も踏まえた上で、給与所得控除の概算控除の是非、給与所得控除制
度に関連する必要経費性、捕捉率、租税特別措置の差異、毎月の源泉徴収、給与所得控除
の額、特定支出控除といった様々な論点を検討した。
最後に、第５章において、主に、第４章第２節において整理した問題点を検討し、給与
所得控除制度のあり方を検討し、あるべき解決方法を提案した。
3第１章 給与所得控除制度の沿革
第１節 所得税の創設と収入課税
１．明治２０年の所得税法創設
明治２０年に創設された、所得税法は、まず、「凡そ人民の資産又は営業其他より生ずる
所得金高１箇年３百円以上なる者はこの税法に依て所得税を納むべし」（同法１）と規定し
ていた。他方で、軍事従軍中に係る俸給、営利の事業に属せざる一時の所得などには、「所
得税を課せず」（同法３）と規定していた。これは、特別の非課税所得を除き、所得には広
く課税するという趣があると言える。
課税の対象となる所得は、第１と第２の２種類に分け、第１については、「公債証書其他
政府より発し若しくは政府の特許を得て発する証券の利子営業にあらざる賃金預金の利子
株式の利益配当金官私より受くる俸給手当年金恩給金及び割賦賞与金は直ちにその金額を
以て所得とす」（同法２）と規定していた。なお、同法は、所得を次の５等級に分け、次の
税率で課税することとしていた（同法４）。等級第１等所得金高３万円以上は税率１００分
の３、等級第２等所得金高２万円以上は税率１００分の２半、等級第３等所得金高１万円
以上は税率１００分の２、等級第４等所得金高１千円以上は税率１００分の１半、等級第
５等所得金高３百円以上は税率１００分の１の課税を行っていた。また、第２については、
「＜第１＞を除くの外資産又は営業其他より生ずるものは其種類に応じ収入金高若しくは
収入物品代価中より国税地方税区町村費備蓄金製造品の原質物代価販売品の原価種代肥料
代営利事業に属する場所物件の借入料修繕料雇人給料負債の利子及び雑費を除きたるもの
を所得とす」（同法２）と規定していた。
したがって、今日の給与所得に当たる所得は、利子・配当所得と同じく、必要経費の控
除を認めず、受取金額を直ちに所得として課税することとしていたことになる1。
２．明治３２年の所得税法改正
明治２０年の所得税法は、明治３２年まで改正されることなく続いたが、同年限りで廃
止された。明治３２年に制定された所得税法は、所得を第１種（法人の所得）、第２種（こ
の施行地において支払いをなす公債社債の利子）、及び、第３種（それ以外の所得）に分け、
1 金子宏「租税法理論の形成と解明 上巻」（有斐閣 平成２２年）５９１頁
4第３種の所得に対しては、３００円以上の所得に対して、１０万円以上の所得に対する１
０００分の５５から３００円以上の所得に対する１０００分の１０までの１２段階の単純
累進税率で課税することとしていた（同法３①）。
第３種の所得は、「総収入金額ヨリ必要ノ経費ヲ控除シタル予算年額ニ依ル」（同法４①
３本文）と規定されていたが、例外として「俸給、給料、手当金、歳費、年金、恩給金ハ
其収入額ノ予算金額ニ依ル」（同但し書）ことと規定されていた。すなわち、この場合にも、
給与所得については、なんら控除は認められず、収入金額が所得とされた。この点につい
ては、「単純ニ資産又ハ労力ノ結果タル収入ハ純収入タルヘキモノニシテ之ヲ得ルカ為ニ経
費ヲ要スルコトナシ（多少之ヲ要スルコトアルモ直接ニ必要ナルモノニアラサルカ又ハ其
ノ額ノ極メテ微小ナルモノトス）故ニ税法ハ経費ヲ控除スルノ法ニ依ラス其ノ収入ノ予算
年額ヲ以テ直ニ所得金額トシテ之ヲ算定ス2」と指摘されていた点が注目される。
３．明治３９年税法審査委員会・明治４０年税法整理案審査会
明治３９年に大蔵省内に税法審査委員会（以下「委員会」という。）が設置され、税法の
全般にわたって改正の検討を行うことになった。そして、度重なる検討が行われた結果が、
「税法審査委員会審査報告」（以下「審査報告」という。）として提出された。審査報告の
所得税に関する部分は、わが国の給与所得課税のあり方に多大な影響を与えている。委員
会は、所得税に関する重要問題の１つとして、「所得ノ種類に依リ負担ニ差等ヲ設クルノ可
否」をとりあげ検討を加えた。この点については、「資産ヨリ生スル所得ト勤労ヨリ生スル
所得トノ間ニ担税力ニ差異アルハ多言ヲ要セサル所ニシテ前者ハ所得者ノ人的事情ノ外ニ
独立存在スルカ故ニ其ノ収入確実ニシテ生存中間断クナ所得ヲ生スルノミナラス死後之ヲ
子孫ニ継承スルコトヲ得ルニ反シ後者ハ所得者ノ一身ニ随従スルカ故ニ其ノ収入不確実ニ
シテ疾病死亡ニ因リ直ニ其ノ所得ヲ減損若ハ消失スルノ差アリ加フルニ前者ハ資産所得ト
同時ニ勤労所得ヲ享受スルノ便アリト雖後者ハ勤労所得ノ外他ノ所得ヲ享受スルノ途ナシ
故ニ欧州諸国ニ於テハ夙ニ此ノ理論ヲ認メ勤労所得ニ対シテ資産所得ニ比シテ軽税ヲ課シ
以テ負担ノ公平ヲ計レリ3」と指摘した。このように、この審査報告において初めて勤労所
得に対して軽減措置が採られるべきことが指摘された点が注目される。
なお、審査報告は、欧州諸国の立法例として、イタリア、オランダ等の制度を挙げてい
2 上林敬次郎「所得税法講義」（松江税務調査会 明治３４年）７２頁
3 大蔵省「税法審査委員会審査報告」（明治３９年）１１０～１１１頁
5る。
この委員会は、基本的考え方として、明治３２年の所得税法の第３種所得を、「甲 資
産より生ずる所得、乙 勤労より生ずる所得及び丙 資産勤労の共同により生ずる所得」
の３つに区分して、税金の負担に差等を設けるという方針を全会一致で可決した。
この３種類の所得の間に税負担の差を設ける方法として、委員会は、３つの方法を検討
した。すなわち、①所得の種類により税率を異にする方法、②所得の種類により控除額を
異にする方法及び③所得の種類により課税価格を異にする方法、の３つの方法を挙げ、検
討の結果、第３の方法が採用された。採用の根拠として、第３の方法については、所得の
種類に従い各異なる乗率を乗じた金額をもって課税価格（課税標準）とし、各種の課税価
格を合算して一様の累進税率を適用するものであるため、公平にして且つ便利であるとい
った事柄を挙げている。
その結果を受け、委員会は、課税価格を次のとおりとした。
甲種所得 資産所得 課税価格は全額。
乙種所得 勤労所得 課税価格は１０分の６。
丙種所得 資産・勤労共同所得 課税価格は１０分の８。
ただし、委員会は、この課税価格では税収減が多すぎるという理由から、第２次審議で、
乙種所得の課税価格を１０分の７、丙種所得の課税価格を１０分の８．５とすることとし
た。なお、従来の単純累進税率の代りに超過累進税率を採用することとした（５００円以
下の所得に対する１０００分の１７の最低税率から１０万円を超える所得に対する１００
０分の３００の最高税率からなる２２段階の超過累進税率4）。
この審査報告を受けて、明治４０年に大蔵省に「税法整理案審査会」（以下「審査会」
という。）が設置され、審査報告を原案として、税法改正の内容について検討を重ねた。そ
の内容は、「税法整理案審査会審査要録」（以下「審査要録」という。）として公表されてい
る。
審査会では、所得の種類により税負担に差等を設ける事について異論はなかった。しか
し、①３種類分類ではなく、勤労所得とその他の所得の２分類とすべきという意見、②第
３種所得の課税最低限を引き上げれば３種分類は必要ないという意見及び③３種分類を一
定の制限以内の所得金額に限り適用すべきという意見があり、これらの意見をめぐって議
論が行われた。これらの点について、審査会は、大多数をもって原案どおり３種類案を採
4 金子・前掲注１、５９５頁
6用することを決定した。ただし、基礎控除（審査要録では課税最低限という言葉が使われ
ている）を４００円に引き上げること、乗率適用のため基礎控除以下に減じた所得にも課
税すること等の修正が加えられた。
以上のような審査会の審議を経て、「所得税法中改正法律案」が立案され、他の各種租
税整理法律案を合せた「租税整理法律案」が明治４１年に国会に提出された5。
所得税法中改正法律案において、第３種所得は、審査要録のとおり、甲種所得（地代、
小作料、家賃、配当金其ノ他資産ヨリ生スル所得）、乙種所得（俸給、給料、手当金、歳費、
年金、恩給金其ノ他勤労ヨリ生スル所得）、丙種所得（農業、商業、工業、鉱業、林業、水
産業其ノ他資産及勤労ノ共働ヨリ生スル所得）の３所得に区分されており、甲種所得はそ
の全額を、乙種所得はその１００分の７０を、そして丙種所得は１００分の８５をそれぞ
れ課税標準とすることと規定されている（同法４三）。そして、第３種所得の基礎控除は、
４００円に引き上げられている（同法６）。前述のように、税率は５００円以下の所得に対
する１０００分の１７の最低税率から１０万円を超える所得に対する１０００分の３００
の最高税率からなる２２段階の超過累進税率であった。
しかし、租税整理法律案は全体として税収中立的で負担の軽減になっていないという理
由で否決され、その一部である所得税法中改正法律案も法律として成立しなかった。
そこで、政府は、第２次租税整理法律案の作成を進めていき、明治４３年に国会に提出
した。この租税整理法律案の修正点は、税率を各種の所得を通じて軽減したこと、第３種
所得を勤労所得とその他の所得に２分し、前者に対してはその８割、後者に対してはその
全額を課税の対象とすること及び基礎控除額を３００円に戻したこと等であった。
しかし、第２次租税整理法律案が国会に提出された時期に米価が大幅に下落するといっ
た事態等から地租の減税の必要が生じたため、それを補う財源が必要となり、所得税の減
税は不可能となった。そのため、政府は第２次租税整理法律案を撤回し、その結果として、
第２次所得税改正法律案も法律として成立しなかった。
しかし、この法律案の基礎となった審査報告及び審査要録の考え方は、給与所得につい
て初めて控除制度を設けるべきこととしたなど、その後の税制の改正に大きな影響を及ぼ
した。
5 金子・前掲注１、５９５頁
7第２節 勤労控除の創設
１．大正２年の所得税法改正
前述のように、第１次・第２次租税整理法律案が否決又は撤回されたのち、明治４４年
１２月に、内閣に「臨時制度整理局」（以下「整理局」という。）が設置された。整理局案
では、第２次所得税改正法律案と同様に、第３種所得を、俸給・給料等の勤労所得（年金・
恩給・退隠料は除かれた）とその他の所得に２分し、勤労所得について１０分の２を控除
することとした（控除方式）6。そして、大正２年にこの整理局案を基礎として所得税法改
正法律案が作られ、勤労所得の控除割合は１０分の２ではなく１０分の１とされた（同法
４の４）。また、基礎控除額は４００円に引き上げられた（同法６）。
このように、給与所得控除という名称ではないが、これに相当する制度である勤労控除
が導入されたのが大正２年である7。大正２年創設当時の勤労控除は、収入を得るための必
要経費はあまりないが、担税力が弱いので、賞与を除く勤労所得に対して、一律１０分の
１の額が限度なしに認められていた8。なお、勤労控除が導入された点については、所得税
制度にようやく社会政策的な要素が加味されるようになったことを意味するとの理解が示
されている。
このような、大正２年法における勤労所得控除の意義と根拠については、次のように説
明されている。
「本条（４条の４）は、勤労所得中俸給、給料、手当、歳費に付ては、特にその１０分の
１を控除して、其の残額を所有とすることを規定せるものなり。元来所得税を課するに当
りては所得の種類に依り納税力の大小を斟酌するを要す。而して勤労より生する所得は資
産より生する所得に比し納税力の差異あるは明にして、後者は所得者の人的事情の外に独
立して存在するか故に其の収入確実にして生存中間断なく所得を生するのみならず、死後
之を子孫に承継することを得るに反し、前者は所得者の一身に随従するか故に其の収入不
確実にして疾病死亡に因り直に其の所得を減損若は消失するの差あり、故に外国の立法例
に於ても夙に此の理論を認め勤労所得に対し資産所得に比して特に軽税を課し負担の権衡
6 金子・前掲注１、５９６頁～５９７頁
7 小池和彰「給与所得控除の性格（１）－税法最大のブラック・ボックスの隠れた意味－」（税
経通信第６３巻 平成２０年１１月）１９４頁
8 泉美之松「給与所得控除の沿革」（税務弘報３３巻６号 昭和６０年）２８４頁
8を計れり。此の理由に依り本法に於ても勤労所得に対する負担寛和の規定を設けたり。而
して勤労所得中単に本条所定の所得のみに対して軽減を行ひ年金、恩給、退隠料を除外し
たるは是等の所得は勤労の結果として得たるものに外ならざるも、所得者の健康と関係な
く確定不動の点に於て資産所得に類するを以てなり。又医師、弁護士、其の他の勤労の所
得に及ばざるは一見公平を失せざるなきやの感あるべしと雖、是等の所得は何れも総収入
金額より必要の経費を控除して収入予算年額と為すものなれば俸給、給料の如き之を得る
に多少の経費を要するに係らず直に収入金額を以て所得とし而も明確にして隠蔽の余地な
きものと同一視するを得ざるべし。而して本条に依れば其の１０分の１を控除したる残額
を所得とするものなれば、其の残額を以て所得金額として決定すべきものなり、例えば、
本年の俸給収入予算額２千円なるときは其の１０分の１即ち２百円を控除し、残額１８百
円を以て所得とするが如し9」
なお、この勤労所得控除の意義と根拠は、前述の明治３９年の審査報告に出てくる考え
方と殆ど同じである。
２．大正９年・大正１５年の所得税法改正
大正２年の所得税法については、大正７年に第１次世界大戦が勃発し増税が行われたが、
小所得者の負担軽減のため基礎控除が５００円に引き上げられた。その後、大戦の終結と
ともに国防の充実のため、所得税を増税することとなった。そして、その結果として、大
正９年の所得税法改正に至る。
勤労所得の控除の割合については、所得の多寡にかかわらず、一律に勤労所得の１０分
の１の控除を認めるのは高額所得者を利することになり妥当ではないという批判が強かっ
た。そこで、第３種所得の合計額が６０００円以下の場合には勤労所得の１０分の２、第
３種所得の合計額が１万２千円以下の場合には１０分の１を控除することとした。なお、
勤労所得控除の根拠については、前述と同じである。また、第３種所得の基礎控除額は８
００円に引き上げられた。
大正時代において、大正９年の後の改正法として大正１５年の改正が挙げられる。すな
わち、大正１５年の改正法で、勤労所得控除は、①第３種所得総額が１万２千円未満の場
合において、所得総額が６０００円未満の場合には勤労所得の１０分の２、②第３種所得
総額中勤労所得以外の所得が６０００円以上である場合には勤労所得の１０分の１、③第
9 武本宗重郎「改正所得税法釈義」（同文館 大正２年）１５６～１５８頁
9３種所得総額が６０００円を越え、勤労所得以外の所得が６０００円未満のときは、勤労
所得中勤労所得以外の所得と合算して６０００円に達するまでの金額の１０分の２、その
他の金額の１０分の１とされた（同法１５）10。また、第３種所得の基礎控除額は１２０
０円に引き上げられた。
３．昭和１５年の所得税法改正
昭和１５年に膨張する戦費調達のために、大幅な税制改正が行われた。その主要な狙い
としては、戦費調達を容易にするため、税制に弾力性をもたせることで将来の増収に備え
ることであった。
この時期の改正のうち、最も重要なのは所得税法の改正であった。そして、この改正で
注目される点は、所得税法を全面的に改組して国税体系の中心においたことであった。所
得税法の大幅な改正によって、第１種所得に対する所得税は法人税として独立し、第２種
及び第３種の所得に対する所得税は、従来の制度に代えて、分類所得税と総合所得税を併
用する制度に改変された。
分類所得税というのは、所得をその性質に応じていくつかの種類に分け、各種類の所得
ごとに別々に課税する制度である。分類所得税の根拠とされたのは、各所得にその担税力
に応じて課税するという考え方であり、資産性の強い所得ほど税率が高くかつ免税点が低
く、勤労性の強い所得ほど税率が低く基礎控除額が大きくなっているのはそのためである
11。この改正では、所得を、①不動産所得、②配当利子所得、③事業所得、④勤労所得、
⑤山林所得及び⑥退職所得の６つの種類に分け（不動産所得および山林所得以外の所得に
ついては、さらに甲類・乙類に分けられている）、それぞれ所得の種類ごとに一定の免税点
ないし基礎控除を設けて（同法１２条～１８条）、原則として、比例税率で課税する制度で
ある（ただし、山林所得と退職所得は累進税率）。勤労所得は、甲種と乙種に区分された。
その甲種とは、「本法施行地ニ於テ支払ヲ受クル俸給、給料、歳費、費用弁償、年金、恩給
（一時金タル恩給ヲ除ク）及賞与並ニ此等ノ性質ヲ有スル給与」のことであり、乙種とは、
「甲種ニ属セザル俸給、給料」等のことである。勤労所得（甲種）の基礎控除額は、昭和
１３年に改正された基礎控除額１０００円よりかなり低い７２０円に引き下げられ、税率
は６％であった。勤労所得（甲種）の基礎控除額が従来の金額よりも低いため、低所得者
10 金子・前掲注１、５９９頁
11 金子宏「租税法（第十五版）」（弘文堂 平成２２年）５１頁
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層にも税負担が及ぶようになっている。
なお、この時初めて勤労所得についても、源泉徴収制度が導入された。
これに対して、総合所得税というのは、各種の所得を総合して課税する制度である。こ
の改正では、各種の所得の合計額が５０００円を超える部分に対し、１０％（５０００円
を超える金額）から６５％（８０万円を超える金額）の１２段階の累進税率で課税するこ
ととした（同法３３。この改正の結果、分類・総合の両方を合わせた勤労所得に対する最
高税率は７１％となった）。また、総所得１万円以下の者の勤労所得は、その１割の控除を
認められることとされた。
以上の改正は、各種所得の担税力に即して課税を図った点では従来の制度よりもすぐれ
ているが、分類所得税において勤労所得の課税範囲を拡大し、総合所得税においては勤労
所得控除の比率を引き下げている点で、大衆課税への途を開くものであった12。
４．昭和２２年の所得税法改正
昭和２２年の所得税法改正には、戦後、第１回目の本格的な税制改正が行われた。分類
所得税と総合所得税という２本建の制度が廃止され、総合所得税に１本化された。そこで
採用された所得税は、所得の範囲を包括的にとらえた総合累進所得税であり、それは真の
意味における近代所得税であった13。このような所得税制度の改革と総合所得税の成立の
経緯は、次のとおりである。
所得税制度の抜本的改正については、昭和２１年７月に作成されたと推定される帝国議
会用の「一般想定問答」において、「直接税においては所得税がその大宗であり、根幹であ
るべきことはもちろんであるが、分類所得税と総合所得税２本建によって所得の質と量と
の両側面より担税力を捕捉する場合における具体的内容については、今後の新事態に応じ
て研究を要するものがあると考える。なお、勤労所得に比し、資産所得に対し重課するこ
とに重点を指向することは、従前通りである14。」と述べている。一般論としてではあるが
勤労所得軽課・資産所得重課の考え方が表明されていることが、注目される15。
所得税制度の抜本的改正については、占領軍総司令部においても、昭和２１年からヘン
12 金子・前掲注１１、５１頁
13 金子・前掲注１、６０４頁
14 大蔵省昭和財政史編纂室編「昭和財政史―終戦から講和まで第七巻―租税（１）」（東洋経
済新報社 昭和３９年）１８８頁
15 金子・前掲注１、６０５頁
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リー・シャベル財政課長を軸にして、積極的な検討が行われていた。同年に、同課長の「日
本における所得税」と題するメモによると、池田勇人主税局長に、「所得の大小にかかわら
ず勤労所得に課税される一律２０％の税が中低所得者層に特に抑圧的であり、普通税率は
大幅に軽減されねばならない。」との指摘がなされたという経緯がある。この「日本におけ
る所得税」と題するメモは、「税制改正のための基本原則」を含んでおり、「日本個人所得
税改正に対する原則と勧告」の基礎をなすものである。
占領軍総司令部における検討の結果は、同年、１１月１６日に「日本個人所得税改正に
対する原則と勧告」（以下「原則と勧告」という。）としてヘンリー・シャベル財政課長か
ら池田勇人主税局長に伝達された。この「原則と勧告」は、所得税改正に関する包括的勧
告であるが、その中で勤労所得課税に関連のある部分は、次のとおりである。
第１に、「原則と勧告」は、日本の所得税制の問題点として、「現行日本所得税法は、日
本における民主的な組織及び制度の確立を目指す占領目的に合致しないことが明らかにさ
れた。特に、現行日本所得税法は、納税義務者の担税力に応じて公正に賦課されるべき民
主的な課税原則に十分基礎を置いていないため、基本的占領の中に述べられている所得の
広範囲な配分政策に合致しない。」と述べた。また、勤労所得が源泉徴収の方法により、即
時に課税されるのに対して、それ以外の所得は原則として前年課税主義をとっているため、
課税が遅れ、物価騰貴の時代にあってはインフレ所得が生ずることへの批判があった。ヘ
ンリー・シャベル財政課長は重要な改革方針の１つとして、「所得税の課税はすべての所得
を包括し、適用すべきである。」ことを勧告している。
第２に、「原則と勧告」は、所得税は普通税と付加税の２つの要素からなるものとしてい
る。普通税は当時の分類所得税に代わるものであり、「所得の分類を廃止し、税率は同一[１
０％の比例税率]とし、一定の控除額を超える全ての純所得に対して適用されるとしたうえ
で、例外として、勤労所得については１５％の控除を認める。」ことを勧告している。次に、
付加税については、「一定の控除額を超えるすべての純所得に対して課税される。」ことを
勧告している。
大蔵省主税局では、ヘンリー・シャベル財政課長の「原則と勧告」を基にして、昭和２
１年１２月５日に「改正所得税試案[第１次試案]」発表した。この試案は、分類所得税を
廃止し、普通所得税と超過所得税の２本建ての制度を採用する点では、ヘンリー・シャベ
ル財政課長の案と同じであったが、普通所得税の税率は２５％の高率の比例税率であった。
基礎控除は、納税者１人について年額３６００円であり、まず勤労所得についてこれを適
12
用し、残額があるときに不動産所得および事業所得についてこれを適用し、他方で、配当
利子所得からの控除は認めないこととした。また、勤労所得については、所得金額５万円
までの金額について２０％の控除を認めることとした。
超過所得税は、総所得金額（一時の所得を除く）２万円超の部分に対して、１０％（２
万円超）から７５％（１００万円超）までの超過累進税率で課税することとしたが、勤労
所得については、５万円以下の金額につき２０％を控除することとされた16。
大蔵省は、昭和２１年１２月１８日に、上述の改正試案に修正を加え、超過所得税の代
りに総合所得税という名称を用いたほか、総合所得税率の見直し等を行った。
昭和２２年２月４日に、ヘンリー・シャベル財政課長から主税局宛に「一般税制改正に
ついての勧告」と題するメモが渡され、占領軍総司令部の最終的意向として、総合課税の
１本建案が勧告されている。その要点として、①すべての所得を（甲）退職、森林両所得
及び資産所得と（乙）それ以外の所得に分け、そのうち前者は１回限りの所得であるから
税負担を軽くする。②１回限りでない（①の（乙））に対しては勤労所得基礎控除として４
８００円、その他の所得の基礎控除として１２００円、総ての所得を通ずる扶養家族控除
として１人当り１２００円の控除を行ったのちの残額に対して、３６００円以下１５％か
ら３０万円超７５％の累進税率で課税する17。
これに対する回答として、主税局長は、「一般税制改正に関する暫定案」をヘンリー・シ
ャベル財政課長に提出している。その内容として、①納税上の便宜を図るため普通所得税
と総合所得税の２本建とすること、②勤労所得について、普通所得税と総合所得税を通じ
て、基礎控除と扶養控除前の所得金額３万円程度までの金額について３０％の控除を認め
ること、③配当利子所得に対する普通所得税ならびに勤労所得に対する普通所得税と総合
所得税はそれぞれ源泉において徴収すること、等の内容からなっていた。
日本側の暫定案は、依然として、普通所得税と総合所得税の２本建の維持を主張してい
るが、回答は、暫定案の末尾に、総合所得税１本建の改正第２案を付記し、勧告に対する
日本側の実行案、最終案であるとしている。この結果、改正の動きは一挙に総合所得税１
本建の方向に傾いていった。
他方、昭和２２年に入って、昭和２１年１２月に大蔵大臣の諮問機関として発足した税
制調査会は、第３回答申を提出したが、第３回答申は、恒久的税制改正に対する調査会の
16 金子・前掲注１、６０７頁
17 金子・前掲注１、６０８頁
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立場を明らかにし、所得税についても、「所得税改正要綱」として、注目すべき提案を行っ
ている。
以上のような経緯を経て、所得税を含む税制改正の骨子は、昭和２２年２月１８日の「税
制改正要綱（改）」によって固まったが、最終的に成案としてまとまったのは、同月２２日
の「税制改正に関する法律案要綱」によってであった18。
その後、占領軍総司令部との間で折衝があり、占領軍総司令部側からの最終的承認が得
られたのは、３月１５日であった。これを受けて、所得税改正法案が、昭和２２年法律２
７号として、３月３１日に公布され、４月１日に施行された。
この所得税法は、次項で述べるシャウプ税制とともに、その後のわが国の所得税制度の
基本構造を形作ったという点でも、また、現行制度上の諸措置の原型を作ったという点で
も重要である19。給与所得については、次の２点が特に注目される。
①勤労控除は、その年分の給与所得の収入金額からその２０％、控除限度額６０００円
が認められた。②源泉徴収制度の整備が、昭和１５年の分類所得税について一応整備され
ていたが、昭和２２年の所得税制度において、超過累進税率の下における源泉徴収制度と
して一層精密なものとなった。その後の改正で、給与所得に対する源泉徴収制度について
は様々な改正が加えられてはいるが、昭和２２年の所得税法で採用された制度は、現在も
基本的に維持されており、現行制度の原型となっている。また、源泉徴収表がどんなに精
密なものであっても、徴収税額に過不足が生ずることは避けられないため、給与所得の金
額が一定額（当時は５万円）以下であるものについては年末調整を行うこととした。
その後の改正で、インフレ進行に対応するため、勤労控除は引き上げられた。昭和２２
年１１月の改正で、その年分の給与所得の収入金額からその２５％、控除限度額１万２５
００円に引き上げられ、さらに昭和２３年７月の改正で控除限度額３万７５００円に引き
上げられた。
昭和２２年の勤労控除の根拠は、主税局において所得税の立案を担当していた田口卯一
氏が「この所得は他の所得に比し担税力の低い点を鑑み、その年中の収入金額からその２
５％に相当する金額を控除した金額が所得となる20。」と述べている。これは、勤労控除の
根拠として、戦後においても明治３９年の「税法審査委員会審査報告」及び明治４０年の
18 金子・前掲注１、６０９頁
19 金子・前掲注１、６１２頁
20 田口卯一「最新所得税法詳解」（双珠社 昭和２３年）６４頁
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「税法整理案審査会審査要録」と同じ考え方である担税力の低さに求められていることは、
大変興味深い内容である。
５．昭和２４年シャウプ税制
いわゆるシャウプ勧告は、租税史における最も重要な文書の１つである。勧告は、勤労
所得について１つの「節」を設けて検討をしている。その勧告の内容を要約する。
勧告は、始めに、「日本の現行所得税法は、勤労所得１５万円までについて２５％の勤労
控除を認めている。」と述べたのち、勤労控除の根拠として、次の４つの理由が挙げられて
きたとしている。
①勤労控除は、個人の勤労年数の消耗に対する一種の減価償却の承認であること。
②勤労控除は、稼得に含まれる努力および余暇の犠牲に対する承認であること。
③勤労のために生ずる追加的な経費は、多くの場合通常の生活費と殆んど区別できない
ため、行政上の理由から特別な控除を認める事が出来ない。勤労控除は、この追加経費の
概算的な控除であること。
④給与所得は、その他の所得に比較して相対的により正確に把握されるので、勤労控除
は、それを相殺する機能を有すること。
前述してきたように、勤労控除の根拠としてもっぱら担税力が低いことに求められてき
たことと比較して、勧告のこの部分は、勤労控除の根拠に関する新しい説明として、注目
に値する。
これらの理由のうちで、④の理由は、税法を立法するに当たって厳格に除外されなけれ
ばならないと述べている。いわく、「Ｂがその税金の一部を脱税することを予想して、Ａの
税負担がＢの名目税額よりも故意に軽くなることが一旦認められれば、Ｂの連中は、Ａと
同じ立場を維持するためには脱税することは当然であるとの理由で、この脱税を正当なも
のとみなすようになるだろう。税務官吏も、またこれを黙認する傾向を有することとなり、
この脱税が増加し、やがては租税の全機能が崩壊するに至るであろう。このような不公平
を是正するには、税率を恣意的に調整するという方法よりも税務行政を改善し、課税をよ
り良きものとする方法がとられなければならない21。」
次に、①及び②の理由については、「所得の大部分が財産の所有に基因するのではなく、
21 シャウプ使節団「日本税制報告書（復元版）」（日本税理士会連合会出版局 昭和５４年）
５０頁
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むしろ個人の努力に基因する範囲内で、農業所得および中小商工業所得にも、同様に適用
されるべきである。」と述べて、勤労所得についてのみ妥当する理由ではないとしている。
また、③の理由については、「どの程度まで営業および農業に適用されるかは、他の算定
所得や控除といった項目がどのように取扱われているか、に依存するところが大きい。農
家の現物出資が現行の日本法の下におけるように、少なくとも法律上は、ほぼ完全に所得
に含まれる限り、農家は給与所得者と同様に、勤労控除を要求する権利を持っている。い
ずれにしても、③の理由に基づいて正当化できる勤労控除を要求するにしてもそれは現行
の勤労控除よりも少額になるのは免れないでだろう。」と述べている。
以上のように、勧告では、④の理由は勤労控除の根拠とはなりえないとしており、①及
び②の理由も勤労所得についてのみ妥当するものではないとしている。③の理由も、給与
所得のうち勤労に基因する部分については、独自の根拠とはなりえないとしているから、
勤労控除は、給与を得るために必要な追加的経費の控除としてのみ根拠づけできると考え
られている。これは、従来の観点からする勤労控除の根拠づけと全く異なる根拠づけを提
示するものであり、ここに、勤労控除の根拠と性質は基本的に変化したことになる（ただ
し、シャウプ税制の立案過程において、担税力の低いことも１つの根拠とされており、そ
の後、この根拠づけが復活している。）。
なお、勧告は、当時の勤労控除の重大な難点として、次の３点を挙げている。
①勤労控除は、税額を算出する場合に、特に勤労所得と不労所得が同一人にある場合に
は、余計な計算を必要とすることである。
②勤労控除が打ちきられる点で税率の累進度の跳躍が生ずることである。すなわち、１
５万円以下の勤労所得においては、所得が増加する部分に対しては、税率は３０％に過ぎ
ない。（所得の４分の３に対し４０％）。しかし、１５万円を超える部分に対しては４０％、
１６万５千円を超える部分に対しては４５％と税率がはね上がる22。
③勤労控除は、実際の控除における不均衡を生じさせ、正確に課税することが容易な納
税者に比して、正確に課税することが困難な納税者の数を相対的に増加させることである。
22 前述のように、当時の所得税法（昭和２３年改正）では、勤労控除は収入金額の２５％に
相当する金額（控除限度額が３万７５００円）とされていた。この点につき、政府の提案理由
説明では次のように述べられている。「給与所得の計算についてその収入金額から控除する金
額を現行の５万円までの金額の２５％から１５万円までの金額の２５％に引き上げることと
したのであります。従いまして控除額の最高限度は、１万２５００円から３万７５００円に引
き上げられたのであります。」なお、昭和２３年改正法における税率は、１０万円超の金額は
４０％であり、１５万円超の金額は４５％であった。金子・前掲注１、６２３頁
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従って、現行法においては、給与所得者で２人の扶養親族を有する者は、所得金額が４万
４千円に達しない限り課税されないのに対し、農業者や営業者で２人の扶養親族を有する
者は、所得金額が３万３千円に達すると課税される。このことは、もし、控除額が双方と
も３万８千円である場合に比較して、農業所得や営業所得の納税者が相対的に多くなり、
給与所得者の数が相対的に少なくなることを意味する。農業者及び個人業者の申告を処理
するのは比較的困難であるのに対して、給与所得者の税金については税務署の仕事は少な
くてすむ。このことは、勤労控除は税務署に大きい負担を新たに加えることを引き起こす
ことを意味する。
以上のように、勧告では、勤労控除のネガティブな側面を指摘しつつも、当面の歳入上
の必要から、給与所得者への負担を増加させない程度にまで税率表を引下げる事は不可能
であるから、勤労控除を全面的に撤廃することは困難であるとしている。
これらの重大な難点を勘案して、勧告は、勤労控除は廃止されるべきではないが、最初
の２０万円までに対しては１０％まで引下げるべきであるとしている。しかし、これは、
給与所得者に対するネットの増税を意味しているのではなく、勧告は、他の個所で、すべ
ての給与所得者を含むすべての所得税の納税者に、現在の納税額より少なくてすむ程度に
まで所得税率の引下げと所得控除の引上げを行うことを勧告している。その結果、現在の
勤労控除２５％のうち、１５％分の利益を、個別の項目としてではなく税率と控除に吸収
する形ですべての納税者に及ぼすことになる。
勧告は、勤労控除が農業所得その他の申告所得に対する不当な差別であるというネガテ
ィブな評価をしているが、農業所得者に対しても正確な課税を行うべきであるという勧告
の基本的な立場からすれば、それは首尾一貫しているということになるのであろう。その
ことは、次の１節によく現れている。
「納税者及び税務行政官が妥当と考える水準まで、税率の引下げによって租税の賦課徴収
の能率を改善する最大の余地があるのは、主として農業所得および営業所得の分野におい
てである。勤労控除が今のように不当に高い水準に止まっている限り、源泉で徴収される
納税者に比べて、申告納税者に高い負担がかかるのを軽減するために、その申告書に所得
をいく分過少に申告することは当然であると納税者及び税務行政官が考える傾向が依然と
して存在する。」
シャウプ勧告は、昭和２５年の税制改正によって大筋においてはそのまま採用され、実
定租税制度となった。この改革による税制がシャウプ税制と呼ばれる由縁である。勤労控
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除については、シャウプ使節団が勧告したその年分の給与所得の収入金額からその１０％
ではなく、１５％に相当する金額が控除されることになり、控除限度額は３万円となった。
なぜ、１０％ではなく、１５％とされたのかという点を含め、勤労控除の改正についての
成立の経緯は、次のとおりである。
給与所得については収入金額から必要経費を控除しないで、一定率の控除が認められる。
すなわち、新所得税法によれば、給与所得については収入金額からその１５％に相当する
金額が控除されることになり、控除限度額は３万円となった。この制度は、いわゆる勤労
所得の控除と称せられている。
今回の税制改正においても、勤労所得の控除をいかにするかは最も大きな問題の１つに
なった。すなわち、改正前の所得税法によれば、給与所得については２５％に相当する金
額が控除されることになり、控除限度額は３万７５００円という制度の下で課税すること
になっていたが、以上に説明したように改正された。この勤労所得について、控除を１５％
に変更したことの理由は、次の諸点にある23。
①給与所得について、他の所得に比較し若干の控除を認めることは所得の性質上正しい。
つまり、給与所得は他の所得と異なり、所有者が生存する限りにおいて生ずるのであって、
その継続性が極めて乏しいのみならず、必要経費の控除も全然行われないからである。
②しかし、勤労所得的性質を有する所得が担税力において弱いという性質は、単に給与
所得だけに当てはまる性質ではない。農業者、小営業者、自由業者の所得も、そのなかに
は所有者の自家労賃に相当する部分が相当多くを占めている。従って、勤労所得的な見地
から担税力の問題を考える場合においては、これらの小事業等所得者の場合においても、
その担税力は給与所得に次いで薄弱であるといわざるを得ない。給与所得について、２５％
程度の控除を認めるとするならば、これらの小事業所得についても１０％又は１５％程度
の控除を認めるのは所得税の理論上妥当である。
③しかるに、わが国の所得税の納税者の大部分は、給与所得か小事業所得者である。従
って、給与所得者に対し１０％又は１５％の控除を認める場合においては、大部分の納税
者に対し控除を認めることになるから、むしろ小事業所得者と勤労所得者との間において
理論上認めるべき控除額の差額のみを勤労所得者に認め、事業所得者については特別の控
除を行わないのが簡便である。所得税の負担の適正化は基礎控除、税率等によって考慮す
べきである。
23 平田敬一郎「新税法」（時事通信社 昭和２５年）１０８～１０９頁
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④事業所得は、その性質上適正な所得の捕捉が困難であり、勤労所得は適正な捕捉が比
較的容易に行われるから、両者の間における実際上の負担の均衡を図るために、勤労所得
に対しより多くの控除を認めるべきであるという議論は理論的に正しくない。所得税は、
あくまでも所得税法の定めるところによって正しい所得を計算し、それに基づいて税法通
り所得を申告し、査定するのでなければ、公正な所得税の実現は望まれない。かくのごと
き課税の方法を実現するのが所得税の適正な実行のためにどうしても必要なことである。
またそれは可能なことである。従って、かくのごとき徴税上の把握の差異を理由にして、
勤労所得の控除を多くするということは理論上妥当ではない。
以上のような見地から考えて、シャウプ勧告は勤労所得についてのみ１０％の控除を認
め、その他の所得については控除しないのが正しいという結論を下した。これは、理論的
には確かに１つの有力な見解である。今回、勤労所得の控除が従来の２５％から１５％に
圧縮されることになったのも、主としてこのような見解に従ったからである。
しかし、小事業所得者との間の差額が１０％程度で果たして妥当であるかということも
問題である。また、実際上所得の把握が直ちに理想的に行われるものと前提して、すべて
を考えることも行過ぎである。従って、差し当たりとしては、従来２５％の控除を認めて
いた経緯から、その圧縮の程度を少なくして１５％程度の控除にすることが妥当と認めら
れた24。諸外国の立法例等からみても、必ずしも１５％の控除は勤労所得者に対して甘過
ぎるとは言えない。
このような勤労控除については、次のように説明されている。「給与所得についてはこ
れを得るために通勤費その他の費用を必要とする場合もあるのであるが、これらの費用は
所得税法では控除を認められない。その反面いま説明したように収入金額から１５％に相
当する金額を控除することになっているのであるが、この控除は勤労所得に対する特別の
控除たる性質を有すると共に、かくのごとき必要経費の控除を認めないことによる１つの
救済的な控除の意味も多分にあわせ有するのである25。」
これは、給与所得控除は給与所得の担税力が低いことに対する特別の配慮と、概算経費
の控除の２つの要素の結合した控除である、という考え方の表明であると見てよいであろ
う。また、このような給与所得控除に関する２要素結合説とも呼ぶべき考え方は、税制上、
24 平田・前掲注２３、１０９頁
25 平田・前掲注２３、１２５頁
19
現在に至るまで大きな影響力を持っている26。
第３節 給与所得控除の創設
１．昭和２８年の所得税制改正
シャウプ税制は、昭和２８年の改正までは、その基本構造を維持していたが、昭和２８
年以降、それは様々な基本的修正を受け、それに伴って、わが国の税制は、シャウプ税制
とは相当に違ったものになっていった。
昭和２８年の税制改正で、勤労控除は、給与所得控除という名称に変更されている。勤
労所得控除から給与所得控除に改称された理由は、給与所得に対してだけ認める控除なの
に、「勤労控除」と称するのは、他の勤労所得的要素の濃い農業所得や小規模の事業所得（大
工、とび、左官等の所得）についても勤労控除を認めよという議論を誘発するのを防止す
るためであったと言われる27。この年も、所得税負担を軽減するために減税が行われてお
り、給与所得控除の限度額は、４万５千円に引き上げられ、昭和３０年の改正では、６万
円に引き上げられている。
昭和３１年の税制改正は、昭和３０年の臨時税制調査会の中間答申に沿った暫定的な小
幅改正であった。昭和２５年以来据えおかれていた給与所得控除率が、２０％に引き上げ
られ、給与所得控除の限度額も８万円に引き上げられた。昭和２０年代後半期には基礎控
除と扶養控除の引き上げに重点がおかれ、給与所得控除の引き上げは、必ずしも十分なも
のではなかった。その上、源泉徴収制度が採用され、給与所得の捕捉率が高まり、また、
青色申告専従者控除の新設・拡充などにより、他の納税者（特に事業所得者）に比較した
給与所得者の実質税負担が過重であるとの主張が強まり、この不均衡を是正するため給与
所得控除の引き上げが行われるようになった。
ここで、昭和３１年１２月の臨時税制調査会における、給与所得控除制度の根拠に関す
る説明は、次のとおりである。特に、①の勤務費用の概算控除の考え方及び②の他の所得
との負担調整の考え方は、現在の給与所得控除の機能の中でも、最も重要な考え方である
26 なお、金子宏教授は、次のように述べている。「シャウプ使節団の控除率を１０％に引き下
げるという勧告に対して、大蔵省が敢えて控除率の引き下げを１５％に止めたのは、勤労所得
は資産所得および資産勤労結合所得に比して担税力が低い、という「税法審査委員会審査報告」
（明治３９年）及び「税法整理案審査会審査要録」（明治４０年）以来の伝統的な考え方の影
響によるものであると考えておきたい。」金子・前掲注１、６２１頁
27 泉・前掲注８、２８５頁
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と言える。
「①勤務に伴い必要となる経費の概算的な控除であるとする考え方（勤務費用の概算控除）。
②給与所得は、本人の死亡等の場合には直ちにとだえるが、一方、資産所得及び事業所
得は、資産所有者又は企業主が死亡しても、遺族等が引き継ぐことが出来る性質のもので
あり、これらの所得に比べて給与所得は特に担税力に乏しいから、これを調整するための
ものであるとする考え方（他の所得との負担調整のための特別控除）。
③給与所得は、他の所得に比べて相対的に正確に把握され易いから、これを相殺するた
めの控除であるという考え方（所得捕捉率（把握率）格差の調整）。
④給与所得については、所得税の源泉徴収が行われるが、その結果、申告納税の場合に
比べ平均して約５カ月程度早期に納税することとなるから、その間の金利を調整する必要
があるとする考え方（早期納税の金利調整）。
これらの考え方は、いずれも１つだけでは現行の給与所得控除制度を完全に説明するこ
とはできないにしても、それぞれ相当の根拠を持ち、これらを総合して現行給与所得控除
の趣旨とすることが妥当であると思われる28。」
昭和３２年の税制改正は、減税の利益が年収４０万円以上の者に厚くなりすぎるのを避
ける趣旨から給与所得控除の程度を狭め、給与収入金額４０万円まで２０％、４０万円か
ら８０万円まで１０％の控除が認められるようになった。また、給与所得控除の限度額は、
１２万円に引き上げられた。このような、控除割合に階級を設けて控除する仕組みは、現
行の給与所得控除制度の骨格となっている。
２．昭和３６年の所得税法改正
昭和３６年の所得税法の改正でもっとも注目されたのは、各種納税者間の負担不均衡の
是正という課題であった。事業者所得の専従者控除が一般に拡充され、とりわけ事業と家
計とがまったく未分離な白色申告者にまで拡大されることになった。そこで、税負担が重
いとされる給与所得者に対する不均衡是正策と家族（特に配偶者）の家事労働に対する均
衡のとれた取扱いが求められた。
前者については、その他徴税上の把握差や独身者減税の必要性などが勘案され、給与所
得者の経費のうち固定費的な部分を概算控除するという考え方から、給与収入金額から１
28 臨時税制調査会「臨時税制調査会答申」（昭和３１年１２月）４９頁
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万円の定額控除を行い、その残額について４０万円まで２０％、４０万円から７０万円ま
で１０％の控除が認められるようになった。また、給与所得控除の限度額は、１２万円と
された。
後者については、課税単位の問題が同時に検討されたが、配偶者控除（基礎控除と同額
の９万円）の創設と扶養控除の引き上げが行われた。
このような、給与所得者の経費のうち固定費的な部分を概算控除するという考え方から、
給与収入の多寡にかかわらず一定額を控除する定額控除が導入され、定額控除と定率控除
の組み合わせによる控除となったのである29。
その後、控除率区分の金額の改正は頻繁に行われたが、定額控除、控除率表、及び、最
高限度額という基本構造は昭和４９年の税制改正まで、続くことになった。
３．昭和４９年の所得税法改正
昭和４８年の税制改正では、所得税・地方税を通じ、５０００億円の減税を行うという
自由民主党税制調査会の税制改正大綱が、昭和４７年１２月２９日に決定された。その大
綱の最初に、「サラリーマンなど勤労者に対する減税」という項目があげられており、給与
所得控除の引き上げもその一環であった。給与収入金額から１６万円の定額控除を行い、
その残額について１５０万円まで２０％、１５０万円から３００万円まで１０％、３００
万円から６００万円まで５％の控除が認められるようになった。また、給与所得控除の限
度額は、７６万円とされた。
昭和４９年の税制改正には、１兆４千億円に及ぶ所得税の大幅な減税が、当時の田中首
相のもとで行われている。その中心は、給与所得控除引き上げであった。給与所得控除に
関する改正は、継続して行われてはいるが、給与所得者の間における所得間の負担感は、
依然として解消したとは言えず、引き続き減税を行う必要があるとの観点から、給与所得
控除の仕組みを基本的に見直し、大幅な拡大が行われた。同年の税制改正により、給与所
得控除制度の現行制度の枠組みが作られた。
給与所得控除制度の整備として、給与所得者の勤務に伴う必要経費の概算控除という性
格を端的に示すとともに、制度全体の簡素化を図るという趣旨から、従来の給与所得者一
般に通ずる共通の固定費的な部分を概算控除するという考え方の定額控除を廃止し、収入
29 税制調査会「わが国税制の現状と課題―２１世紀に向けた国民の参加と選択―」（平成１２
年７月）１０２～１０３頁
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金額が増加するにつれて逓減的に増加する定率控除制度に一本化した。また、低所得階層
への配慮から、給与収入金額が少額であっても一定額の控除を保障するという考え方での
新しい定額控除が設けられた。つまり、最低控除額（５０万円）が設けられた。さらに、
給与所得控除は、勤務に伴う必要経費の概算控除と説明されているにもかかわらず、収入
の増加に応じてなにがしの経費が増加するという事実を反映した仕組みになっていないの
は理論的に整合性がないといった批判などがあったことから、給与所得控除の最高限度額
が撤廃された。
このような給与所得控除制度の整備の結果、給与収入金額１５０万円まで４０％、１５
０万円超から３００万円まで３０％、３００万円超から６００万円まで２０％、６００万
円超１０％の控除がなされるようになり、最低控除額が５０万円とされた。
しかし、この最高限度なしには批判があったので、昭和５５年の税法改正で給与収入金
額１０００万円超の部分には、控除率を１０％から５％に引き下げられた30。
昭和５９年の税制改正には、中曽根康弘内閣の時に、大幅減税の一環として、給与所得
控除の引き上げが行われている。給与収入金額１６５万円まで４０％、１６５万円超から
３３０万円まで３０％、３３０万円超から６００万円まで２０％、６００万円超から１０
００万円まで１０％、１０００万円超５％の控除がなされるようになり、最低控除額が５
７万円とされた。
第４節 大島訴訟とそれ以降の給与所得控除
１．事案の概要
大島訴訟とは、同志社大学教授であるＸこと大島正（原告・控訴人・上告人）が、昭和
３９年中に、１７０万７０９０円の給与収入と５万円余の雑所得があり確定申告義務があ
ったが、申告しなかったため、所轄税務署長（被告・被控訴人・被上告人）から所得税の
決定処分及び無申告加算税の賦課決定処分を受けたので、これらの処分（以下「本件処分」
という。）の取消しを求めて、本訴を提訴したものである。そして、各審の判決が、大島
判決と呼ばれている。
大島判決では、給与所得控除の意義やあり方が注目され、サラリーマンの多くが抱いて
いる所得税の不公平の問題、特に、給与所得控除制度のあり方、業種間の所得捕捉率の格
30 泉・前掲注８、２８５頁
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差などの問題について法廷で議論された。このことにより、所得税の不公平問題に対する
国民の関心が高まり、不公平税制是正のための税制改正が行われ、特定支出控除の議論の
きっかけともなった。
大島判決においてＸは、所得税法が給与所得者に対して必要経費の実額控除を認めず、
給与所得控除しか認めないのは、事業所得等の他の所得者と比べて給与所得者に対し著し
く不公平な所得税負担を課すものであり、憲法１４条１項に違反して無効であり、したが
って、本件処分も違法である旨を主張したもので、その理由について次の３点を掲げてい
る。
①給与所得控除額は、実際に要した経費額を著しく下回っており、他の事業者所得者、
農業所得者、医師に比べて明らかに不利となっている。Ｘの場合は、１７０万７０９０円
の給与収入に対して、給与所得控除は１３万５千円であるから、その控除率はわずか７．
９％であった。それに対して、自由職業者の標準的な経費率（収入金額に対する必要経費
の比率）は、一般に最低３０％であり、医師の場合は７２％である。給与所得者は、ある
事業年度の必要経費額が給与所得控除額を上回る場合にも、実額での控除は認められない
ため、給与所得控除額のその超過分は控除の対象とはならない。この場合において、実際
に要した経費額を控除することが制度上認められている事業所得者等の他の所得者に比べ、
所得税の負担の不均衡をもたらすものとなってしまい公平とはいえない。
②源泉徴収にかかる給与所得と、申告納税にかかる事業所得や農業所得等との実際の捕
捉率には著しい格差が存在している。具体的には、給与所得の捕捉率が最も高く、税務関
係者の間では９・６・４（クロヨン）、つまり、給与所得は９割、事業所得は６割、農業
所得は４割と呼ばれる捕捉率の格差がある。このように、給与所得の捕捉率は、申告納税
にかかる事業所得や農業所得等の捕捉率に比べて極めて高く、これらの所得間の捕捉率に
は著しい格差が存在する。これを考慮されずに課税がなされているため、給与所得者は、
著しい不利益な取り扱いを受けているとしている。
③事業所得や農業所得等については、合理的な理由のない各種の租税優遇措置が講じら
れているが、給与所得者には、これらの措置がなく、不公平な所得税の負担を被っている。
２．一審判決要旨
第一審の京都地裁昭和４９年５月３０日判決（行集２５巻５号５４８頁）は、所得税法
の給与所得に関する諸規定は、給与所得者に対し、その他の所得者に比べて著しく不合理
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な税負担を課しているとは言えないから、憲法１４条１項に違反しない旨を判示して、Ｘの
請求を棄却した。一審判決は、給与所得控除の趣旨について、次のように判示している。
「給与所得控除制度の趣旨は、次の４つの内容、すなわち、
①給与所得には、その給与収入を得るために必要な経費というものが存在するのでその
必要経費を概算的な控除する（必要経費の概算控除）。
②給与所得は、利子、配当所得、及び、事業所得に比べて、一般的に担税力に乏しいの
でこれを概算的に調整する（担税力の調整）。
③給与所得の捕捉率とその他の申告所得の捕捉率との間にはある程度の格差が存在す
るので、これを概算的に調整する（捕捉率の格差の調整）。
④給与所得は、その他の申告所得に比べて平均して約５カ月程度早期に所得税を納付し
ているので、この間の金利差を概算的に調整する（金利調整）。
という４つの内容を含み、これらが総合されてその趣旨をなしているものと認められる。」
「そして、給与所得控除の趣旨には、給与所得の必要経費の概算控除という内容が含まれ
ているものと認められているが、同制度の趣旨には、そのほか、給与所得の担税力の概算
的調整、捕捉率の格差の概算的調整及び金利差の概算的調整という３つの内容も含まれて
おり、以上の４つの内容が総合して給与所得控除制度を形づくっているため、必要経費の
概算控除分が給与所得控除制度の中にどのようにして織り込まれ、給与所得控除額のうち
のいかほどの割合（ないし金額）を占めているのかは必ずしも明確に画定されていない。
しかしながら、所得税の課税は、収入金額ではなく、それから必要経費を控除した純所
得を基礎にしてなされることが所得税の本質的要請であるので、所得税法上、給与所得に
ついてもこの点は最大限の考慮が払われているものと考えられる（なお、給与所得控除額
が収入金額の増加に伴い４段階で逓増しているのは、主に、給与収入の増加に応じて必要
経費も一般的に増加すると考えられるのを反映していたからである。）のに対し、給与所
得の担税力が利子、配当所得や事業所得等に比べて一般的に弱いというもののその計数的
格差は不分明であり、しかも、給与所得の担税力の弱さに対する考慮はわが国の給与所得
控除制度の沿革上は重要な意義を占めてきたものであったが、これはあくまで沿革的事実
にすぎなく、かえって、給与所得の担税力の弱さの主因が給与所得の勤労性性質ないし非
継続性のあるとすれば、農業所得や零細小規模の事業所得についてもほぼ同様の事情を窮
知できるのにこれらの所得の担税力の弱さを考慮している制度は所得税法上格別存在して
いないことなどを照らし考えると、一般的には、給与所得の担税力の弱さを立法上考慮す
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るのは極めて適切であるとしても、給与所得控除制度の中に織り込まれている給与所得の
担税力の調整分を余りに重要視するのは必ずしも相当ではないと考えられ、また、給与所
得と他の申告所得との間の捕捉率に格差が存在するとしても、その具体的、計数的度合は
不分明であるばかりでなく、所得の捕捉率の問題は、本来単なる税務行政執行上の事実上
の問題にすぎないと考えられるので、これまた所得時法上、この所得の捕捉率の格差の存
在を考慮するのが適切であるとしても、給与所得控除制度の中に織り込まれている捕捉率
の格差の調整分を余りに重要視するのは必ずしも相当ではないと考えられ、さらに、給与
所得者が源泉調整納税により被ることのあるべき金利上の損失は、かなり僅少な額にとど
まると認められるので、結局、給与所得控除制度の趣旨の中において、給与所得の必要経
費の概算控除分はその主要な地位ないし部分を占めているものと認めるのが相当である。」
３．控訴審判決要旨
控訴審の大阪高裁昭和５４年１１月０７日判決（行集３０巻１１号１８２７頁）は、次
の通り判示して、Ｘの控訴を棄却した。
「いわゆるサラリーマン（労働契約にもとづいて従属労働に従事する者。以下同じ。）が
その属する社会で、自己の地位の維持向上を図るためにはその地位に相応する各種の支出
が必要である。すなわちサラリーマンは、他の納税者と同様の通常の生活費のほかに、そ
の職務ないし職業のため、あるいはこれに関連して相当額の費用を負担するのが常である。
これがサラリーマンの必要経費と呼ばれるものであり、多種多様の支出を含んでいるが、
その支出目的からみて労働授受に関する立替金支出といわゆる職業費との全く異質のもの
に区分される。」
「サラリーマンは、将来長期的に亘りかつ継続して自己の労働を有利に提供できるよう常
に自己啓発に努め、そのための研修費等を負担しており、また自己の労働環境を快適なも
のにするための社内交際費等を負担するほか、従属労働者の地位向上のためにも若干の費
用を支出している。これらの職業費は、サラリーマンに特有の支出であり、本質的には一
種の生活費（家事費）すなわち職業生活費であるが、もとより全廃することは事実上不可
能なため、税法上で給与所得金額の算定方法を規定する場合には、他の所得者との負担を
図る方法として、すくなくともサラリーマンの職業費中の適正部分を下廻らないよう金額
を、給与収入から控除し、いわゆる適正職業費の非課税を図ることが必要である。」
「サラリーマンは、給与収入を収受するにつき、労働を給付する以外には何らの不利益も
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強いられないから、給与収入については、財産（資本）の増殖のため財貨の獲得を目的と
した生産的支出としての必要経費を考慮する余地はない。賃金等すなわち給与収入額はそ
の全額が直ちに講学上のいわゆる「所得（経済的利益の増加）」に該当する。」
「サラリーマンは、自己の源資をもって労働授受に関する経費を立替えて支払うことがあ
り、その場合は、立替金に対する費用償還金を収受する。これは、前述の給与所得ではな
く、一時所得に係る収入に該当すると解されるが、常に同額の必要経費を支出するため講
学上の所得（経済的利益の増加）を生ずる理由はなく、したがって同償還金収入は常に非
課税であり、これに対し所得課税をなすことは許されない。」
「給与所得控除制度は、単に機械的に所得額を算出するための経費控除制度ではなく、既
に算定されている講学上の所得から所得税法上において公平かつ妥当と評価し得る所得額
を算出するための極めて政策的な控除すなわち給与所得に特有の「一種の所得控除」に当
たるものと解される。」
「サラリーマンは、職業費実額の控除（実額非課税）を求めることはできないが、しかし、
他の所得税納税者との間に実質的に平等な所得税の負担を期するため、憲法１４条にもと
づき、国に対し、給与所得控除額を、適正職業費を下廻らない額に定めそれを実質的に維
持するよう求める権利すなわち常に適正職業費の非課税を求める権利を有すると解するの
が相当である。言い換えると、サラリーマンは、通常の場合、自己の職業費支出を給与所
得控除額（原則として適正職業費以上である）の範囲以内に縮減することができ、そのよ
うに支出削減をすることにより職業費実額控除制度を実施した場合と同一の利益が受けら
れるのであるが、仮に職業費支出の急激な増大を余儀なくされ、その結果、右職業費支出
を前記控除額の限度額に縮減することはもはや相当でないという事態を招いたような場合
には、サラリーマンとしては、まことに至難であるけれども、自己と同程度の給与収入を
有するサラリーマン一般の現実の職業費支出額や物価上昇率その他の資料によって、適正
職業費の額を調査し、それが給与所得控除額を明らかに超えているという場合には、憲法
１４条にもとづく不当な差別の廃止請求として右控除額に拘わらず、明らかな適正職業費
全額について、その非課税を求めることができるものと解される。」
４．上告審判決要旨
上告審の最高裁昭和６０年３月２７日大法廷判決（民集３９巻２号０２４７頁）は、次
の通り判示して、Ｘの上告を棄却した。
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「ところで、租税は、国家が、その課税権に基づき、特別の給付に対する反対給付として
ではなく、その経費に充てるための資金を調達する目的をもって、一定の要件に該当する
すべての者に課する金銭給付であるが、およそ民主主義国家にあっては、国家の維持及び
活動に必要な経費は、主権者たる国民が共同の費用として代表者を通じて定めるところに
より自ら負担すべきものであり、我が国の憲法も、かかる見地の下に、国民がその総意を
反映する租税立法に基づいて納税の義務を負うことを定め（３０条）、新たに租税を課し又
は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件によることを必要としている（８
４条）。それゆえ、課税要件及び租税の賦課徴収の手続は、法律で明確に定めることが必要
であるが、憲法自体は、その内容について特に定めることをせず、これを法律の定めると
ころにゆだねているのである。思うに、租税は、今日では、国家の財政需要を充足すると
いう本来の機能に加え、所得の再分配、資源の適正配分、景気の調整等の諸機能をも有し
ており、国民の租税負担を定めるについて、財政・経済・社会政策等の国政全般からの総
合的な政策判断を必要とするばかりでなく、課税要件等を定めるについて、極めて専門技
術的な判断を必要とすることも明らかである。したがって、租税法の定立については、国
家財政、社会経済、国民所得、国民生活等の実態についての正確な資料を基礎とする立法
府の政策的、技術的な判断にゆだねるほかはなく、裁判所は、基本的にはその裁量的判断
を尊重せざるを得ないものというべきである。そうであるとすれば、租税法の分野におけ
る所得の性質の違い等を理由とする取扱いの区別は、その立法目的が正当なものであり、
かつ、当該立法において具体的に採用された区別の態様が右目的との関連で著しく不合理
であることが明らかでない限り、その合理性を否定することができず、これを憲法１４条
１項の規定に違反するものということはできないものと解するのが相当である。」
「給与所得者は、事業所得者と異なり、自己の計算と危険とにおいて業務を遂行するもの
ではなく、使用者の定めるところに従って役務を提供し、提供した役務の対価として使用
者から受ける給付をその収入とするものであるところ、右の給付の額はあらかじめ定める
ところによりおおむね一定額に確定しており、職場における勤務上必要な施設、器具、備
品等に係る費用のたぐいは使用者において負担するのが通例であり、給与所得者が勤務に
関連して費用の支出をする場合であっても、各自の性格その他の主観的事情を反映して支
出形態、金額を異にし、収入金額との関連性が間接的かつ不明確とならざるを得ず、必要
経費と家事上の経費又はこれに関連する経費との明瞭な区分が困難であるのが一般である。
その上、給与所得者はその数が膨大であるため、各自の申告に基づき必要経費の額を個別
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的に認定して実額控除を行うこと、あるいは概算控除と選択的に右の実額控除を行うこと
は、技術的及び量的に相当の困難を招来し、ひいて租税徴収費用の増加を免れず、税務執
行上少なからざる混乱を生ずることが懸念される。また、各自の主観的事情や立証技術の
巧拙によってかえって租税負担の不公平をもたらすおそれもなしとしない。旧所得税法が
給与所得に係る必要経費につき実額控除を排し、代りに概算控除の制度を設けた目的は、
給与所得者と事業所得者等との租税負担の均衡に配意しつつ、右のような弊害を防止する
ことにあることが明らかであるところ、租税負担を国民の間に公平に配分するとともに、
租税の徴収を確実・的確かつ効率的に実現することは、租税法の基本原則であるから、右
の正当性を有するものというべきである。」
「所得の捕捉の不均衡の問題は、原則的には、税務行政の適正な執行により是正されるべ
き性質のものであって、捕捉率の較差が正義衡平の観念に反する程に著しく、かつ、それ
が長年にわたり恒常的に存在して租税法制自体に基因していると認められるような場合で
あれば格別（本件記録上の資料からかかる事情の存在を認めることはできない。）、そうで
ない限り、租税法制そのものを違憲ならしめるものとはいえないから、捕捉率の較差の存
在をもって本件課税規定が憲法１４条１項の規定に違反するということはできない。」
「所論は合理的のない租税優遇措置の存在をいうが、仮に所論の租税優遇措置が合理性を
欠くものであるとしても、そのことは、当該措置自体の有効性に影響を与えるものにすぎ
ず、本件課税規定を違憲無効ならしめるものということはできない。」
「給与所得控除は、給与所得に係る必要経費を概算的に控除しようとするものではあるが、
なおその外に、①給与所得は本人の死亡等によってその発生が途絶えるため資産所得や事
業所得に比べて担税力に乏しいことを調整する、②給与所得は源泉徴収の方法で所得税が
徴収されるため他の所得に比べて相対的により正確に捕捉されやすいことを調整する、③
給与所得においては申告納税の場合に比べ早期に所得税を納付することになることからそ
の間の金利の調整をする、との趣旨を含むものであるというのである。しかし、このよう
な調整は、税制調査会の答申及び立法の経過によっても、それがどの程度のものであるか
明らかでないばかりでなく、所詮、立法政策の問題であって、所得税の性格又は憲法１４
条１項の規定から何らかの調整を行うことが当然に要求されるものではない。したがって、
憲法１４条１項の規定の適用上、事業所得等に係る必要経費につき実額控除が認められて
いることの対比において、給与所得に係る必要経費の控除のあり方が均衡のとれたもので
あるか否かを判断するについては、給与所得控除を専ら給与所得に係る必要経費の控除と
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とらえて事を論ずるのが相当である。」
５．大島判決後の所得税制への影響
（１）関連事案への影響―総評サラリーマン訴訟―
イ．事案の概要
以上のように、大島訴訟では、最高裁判決が最終的にＸの上告を棄却し、給与所得控除
の違憲性を否定した。しかし、大島訴訟の提起に触発されて、総評は、昭和４５年頃から
何十万人という組合員を動員して、当該組合員に給与所得控除額を上回る必要経費がある
ということで、源泉徴収された所得税額の還付を求めさせ、それを否認する課税処分が違
法であるとする訴訟を、全国の各地に提起するに至った。その中で、代表的なものが、い
わゆる「総評サラリーマン訴訟」における最高裁判決である。
この事件におけるＸ₁及びＸ₂（原告・控訴人・上告人）は、共働きの夫婦であり、昭和
４６年当時その間に幼児１人がいた。Ｘ₁は、１月から同年末までの賃金として合計１４８
万１９４５円を、また、Ｘ₂は、同年１月から同年末までの賃金として合計１２３万４６７
１円を、それぞれ得た。そして、昭和４６年分の所得税として、Ｘ₁は８万１００円を、Ｘ
₂は７万２千円をそれぞれ源泉徴収により国に収納された。そこで、Ｘ₁らは、昭和４６年
分のＸ₁らに対する所得税課税は憲法２５条に違反する、源泉徴収制度は憲法１４条に違反
するなどを理由に、右所得税の収納は法律上の原因を欠くとして、その全額の返還を求め
て出訴した。
第一審の東京地裁昭和５５年３月２６日判決（行集３１巻３号６７３頁）及び第二審の
東京高裁昭和５７年１２月６日判決（判事１０６２号２５頁）は、いずれも、Ｘ₁らの請求
を棄却したので、Ｘ₁らは、①給与所得者の生活費を必要経費として控除しないのは憲法１
４条に違反する、②所得税法中の課税最低限の定めがＸ₁らの健康で文化的な最低限度の生
活を侵害しており憲法２５条に違反する、③仮に所得税徴収の規定が合憲であるとしても、
Ｘ₁らの生活状況から判断して、右諸条項をＸ₁らに適用して所得税を徴収した行為は、憲
法２５条に違反し、また、Ｘ₁らが共働きであることを考慮していないのは、憲法１４条に
違反する、④給与所得に対する源泉徴収制度は、給与所得者に不当な犠牲を強いるもので、
憲法１４条に違反する、などを主張して上告した。
ロ．最高裁平成元年２月７日判決の要旨
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上告審の最高裁平成元年２月７日第三小法廷判決（訟月３５巻６号１０２９頁）は、次
の通り判示して、Ｘの上告を棄却した。
「給与所得者の生計費は労働力再生産費用であるから必要経費に当たると主張するが、生
計費の中には必要経費が含まれているにしても、その中に家事費が含まれていることも明
らかであり、これらを判然と区別することのできる的確な証拠はなく、まして生計費それ
自体については、経済学上の観点からすれば、労働者の有する唯一の資本が労働力であり、
生計費がその再生産費用に当たるとしても、税法上直ちにこれを給与所得についての必要
経費と解しなければならないものではない。税法上の必要経費の概念では、給与所得者の
生計費は、生存それ自体のために必要な経費であって、ひとり給与所得者のみに必要な経
費ではない。従って給与等を得るために直接に要した費用又はこれらの所得を生ずべき職
務について生じた費用とはいえず、関連性も認められないから、生計費は、給与所得につ
いての必要経費に当たると解することはできない。もし生計費が必要経費であると解する
と、生計費の内容、金額は人により千差万別であるから、収入金額を生計費として費消し
さえすれば必要経費となるため同一収入金額を得ている場合でも多く費消することにより
税負担を免れるという不合理な結果を生ずるし、又給与所得者は生計費のみを必要経費と
すると、逆に事業所得者のうち特に勤労性の強い農業所得者あるいは零細事業所得者を不
利益に取り扱う結果となるなどの不合理を生ずるものであるから右主張は到底採用できな
い。」
「健康で文化的な最低限度の生活の意義について検討するに、生活が人間の生物的生存を
維持すれば足りるものでないことは明らかであるが、人間の文化的欲求はもちろんのこと
人間の生物的生存の維持についても時代の文化的、経済的水準と深く関連し、その発展の
状態に応じて規定されるものであるから、要するに生活とは不断に流動する社会に発展段
階において人間としての尊厳をそこなうことなく生活し得る最低限度の生活水準を意味す
ると解される。従って、何が健康で文化的生活であるかは当該社会の文化的水準、生活様
式、国民経済の動向及び国民の生活感情等の社会的諸条件を総合考量してはじめて決し得
るものであるから、ある特定時点における内容を算術的な正確さをもって一義的に決定す
ることはできない性質のものといわざるを得ない。
このような見地からすると、税負担を求める最下限を示す課税最低限を定めるにあたり、
何が健康で文化的な最低限度の生活であるかを認定判断するについては、社会的諸条件の
把握並びにこれに対する適切な評価及び判断をなし得る機能と適格を備えた立法府の合目
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的々な裁量判断に委ねられているものとみるべきであって、その判断の誤りは通常当不当
の問題として立法府の政治的責任を生ずることはあっても直ちに違憲違法の問題を生じな
いものといわねばならず、ただ現実の生活条件を無視して課税最低限を著しく低い額に定
める等裁量権の限界を超えた場合または裁量権を濫用した場合には違憲な行為として司法
審査の対象となることを免れないと解するのが相当である。」
「本件の場合、Ｘらは、もっぱら、そのいうところの昭和４６年分の課税最低限がいわゆ
る総評理論生計費を下回ることを主張するにすぎないが、右総評理論生計費は日本労働組
合総評議会（総評）にとっての望ましい生活水準ないしは将来の目標達成にほかならず、
これをもって健康で文化的な最低限度の生活を維持するための生計費の基準とすることが
できないことは原判決の判示するところであり、他にＸらは前記諸規定が立法府の裁量の
逸脱・濫用と見ざるを得ないゆえんを何ら具体的に主張していないから、Ｘらの憲法２５
条、８１条違反の主張は失当といわなければならない。」
「源泉徴収制度を定める国税通則法及び前記所得税法の規定は憲法１４条１項に違反しな
い。」
（２）給与所得控除の引上げ
前述したように、大島訴訟では、給与所得控除制度が合憲であると判断されたが、前述
の「総評サラリーマン訴訟」をはじめ同制度の改善を求める声が強まったこと等もあって、
その後の給与所得控除の額は、次のように、逐次引き上げられることとなった（最高額に
限定して、その傾向を示した）。
① 昭和３９年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が８１万７５００円を超
える場合に１３万５千円であった。
② 昭和４０年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が７５万２５００円を超
える場合に１４万７５００円になった。
③ 昭和４１年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が８３万７５００円を超
える場合に１７万２５００円になった。
④ 昭和４２年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が８７万円を超える場合
に２１万円になった。
⑤ 昭和４３年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が１０９万５千円を超え
る場合に２６万５千円になった。
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⑥ 昭和４４年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が３１０万円を超える場
合に３４万８千円になった。
⑦ 昭和４５年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が４１０万円を超える場
合に４６万８千円になった。
⑧ 昭和４６年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が４１２万２５００円を
超える場合に５２万２５００円になった。
⑨ 昭和４７年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が４１３万円を超える場
合に５３万円になった。
⑩ 昭和４８年の給与所得控除の最高限度額は、給与の収入金額が６１５万２５００円を
超える場合に７１万円になった。
⑪ 昭和４９年に、給与所得控除は、勤務に伴う必要経費の概算控除と説明されているに
もかかわらず、収入の増加に応じてなにがしの経費が増加するという事実を反映した仕
組みになっていないのは理論的に整合性がないといった批判などがあったことから、給
与所得控除の最高限度額が撤廃された。
昭和４９年の給与所得控除額は、給与の収入金額が６００万円を超える場合に、その
収入金額の７％相当額＋９６万円となった。
⑫ 昭和５０年～昭和５４年の給与所得控除額は、給与の収入金額が６００万円を超える
場合に、その収入金額の１０％相当額＋１０５万円となった。
⑬ 昭和５５年～昭和５８年の給与所得控除額は、給与の収入金額が１０００万円を超え
る場合に、その収入金額の５％相当額＋１５５万円となった。
⑭ 昭和５９年～平成６年の給与所得控除額は、給与の収入金額が１０００万円を超える
場合に、その収入金額の５％相当額＋１５９万５千円となった。
⑮ 平成７年以後の給与所得控除額は、給与の収入金額が１０００万円を超える場合に、
その収入金額の５％相当額＋１７０万円となった。
（３）特定支出控除の創設
大島訴訟の上告審判決を経て、昭和６２年の所得税法改正において、給与所得者が特定
の支出をした場合は、その合計額が給与所得控除の金額を超える金額を控除することがで
きることとされた（同法５７の２①）。これを特定支出控除という。つまり、給与所得は、
支払われる度に一定の税額が源泉徴収され、その年の給与所得の総額に対する税額と源泉
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徴収された税額との過不足については年末調整により精算されるが、給与所得者が勤務に
直接必要な特定支出をした場合に、その年中の特定支出の合計額が給与所得控除額を超え
るときは、確定申告により、その超える部分を特定支出控除として控除することが認めら
れている制度である31。
この給与所得者の特定支出控除制度は、特定の支出の負担を余儀なくされるサラリーマ
ンの負担を考慮するものとして創設されたものであるが、必要経費の実額控除を認めるも
のではない。この制度は、給与所得の必要経費の概念自体をどう把えるかは別として、サ
ラリーマンが負担を余儀なくされるような特有の支出の額が給与所得控除額を上回るとき
は、その上回る部分の金額を控除するものである趣旨の制度であり、従って、控除の対象
とされる支出の範囲もサラリーマン特有の支出として限定的なものとなっている32。
特定支出控除の内容は、所得税法５７条の２第２項に、次のように規定された。
「一 その者の通勤のために必要な交通機関の利用又は交通用具の使用のための支出で、
その通勤の経路及び方法がその者の通勤に係る運賃、時間、距離その他の事情に照らして
最も経済的かつ合理的であることにつき大蔵省令で定めるところにより給与等の支払者に
より証明がされたもののうち、一般の通勤者につき通常必要であると認められる部分とし
て政令で定める支出
二 転勤に伴うものであることにつき大蔵省令で定めるところにより給与等の支払者に
より証明がされた転居のために通常必要であると認められる支出として政令で定めるもの
三 職務の遂行に直接必要な技術又は知識を習得することを目的として受講する研修
（人の資格を取得するためのものを除く。）であることにつき大蔵省令で定めるところに
より給与等の支払者により証明がされたもののための支出
四 人の資格（弁護士、公認会計士、税理士その他の人の資格で、法令の規定に基づき
その資格を有する者に限り特定の業務を営むことができることとされるものの除く。）を
取得するための支出で、その支出がその者の職務の遂行に直接必要なものとして大蔵省令
で定めるところにより給与等の支払者により証明がされたもの
五 転任に伴い生計を一にする配偶者との別居を常況とすることとなった場合その他こ
れに類する場合として政令で定める場合に該当することにつき大蔵省令で定めるところに
より給与等の支払者により証明がされた場合におけるその者の勤務する場所又は居所とそ
31 税制調査会・前掲注２９、１０１～１０２頁
32 武田昌輔監修「コンメンタール所得税法」（第一法規）２０３２頁
34
の配偶者その他の親族が居住する場所との間のその者の旅行に通常要する支出で政令で定
めるもの」
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第２章 給与所得控除制度に関する所得税制の現状
第１節 給与所得控除制度
１．給与所得課税
（１）給与所得の意義
給与所得とは、俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給与に係
る所得をいう（所法２８①）。給与所得の金額は、その年中の給与等の収入金額から給与所
得控除額を控除した残額である（所法２８②）。所得税法２８条１項では、給与の種類を列
挙しているのみで、給与の意義については規定していない。また、「俸給、給料、賃金、歳
費及び賞与」以外を、「これらの性質を有する給与」としており、範囲が不明確であると考
えられる33。つまり、所得税法２８条１項の規定では、給与所得の意義を理解することが
出来ないし、給与所得に区分する判断基準は判然としていない。
給与所得の典型的なものは、雇用契約に基づいて被用者が雇用者から受ける報酬である
が、これに限らず、広く雇用契約又はそれに類する関係その他の一定の勤務関係に基づい
てうける報酬が給与所得に該当する。法人の役員が、法人から受ける給与も給与所得に含
まれる。また、給与所得は、定期に支払われる必要はなく、役員の事前確定届出給与及び
利益連動給与や従業員賞与も給与所得にあたる。超過勤務手当、役付手当、家族手当、住
宅手当などの各種の手当も勤務の対価としての性格を有するものは、給与所得に該当する。
また、後述するように、経済的利益とも言われる所定のフリンジ・ベネフィットも、給与
所得に含まれる。つまり、給与所得とは、一定の勤務関係に基づき、その勤務の対価とし
て使用者から受ける報酬をいうのである（ただし、退職に伴い一時に支払われるものは退
職所得に分類される）34。
このような給与所得の多様性に鑑み、最高裁昭和３７年８月１０日第三判決（民集１６
巻８号１７４９頁）は、「勤労者が勤労者たる地位に基づいて使用者から受ける給付は、す
べて給与所得を構成する。」と判示している。また、最高裁昭和５６年４月２４日判決（民
集３５巻３号６７２頁）は、「給与所得とは、雇用契約又はこれに類する原因に基づき使用
33 藤沼紀彦「所得区分における給与所得の問題点―雇用形態の多様化による給与所得の判断
基準の考察―」（第３７回日税連公開研究討論会 平成２１年１０月）５頁
34 池本雅男「所得税法 理論と計算（五訂版）」（税務経理協会 平成２１年）７０頁
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者の指揮命令に服して提供した労務の対価として使用者から受ける給付をいう。なお、給
与所得については、とりわけ、給与支給者との関係において何らかの空間的、時間的な拘
束を受け、継続的ないし断続的に労務又は役務の提供があり、その対価として支給される
ものであるかどうかが重視されなければならない。」と判示している。
（２）フリンジ・ベネフィットの意義
給与所得の収入すべき金額には、「金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもつて
収入する場合には、その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額」（所法３６①か
っこ書）も含まれる。つまり、給与等には、金銭の形をとる必要はなく、金銭以外の資産
ないし経済的利益も、勤務の対価としての性質をもっている限り、広く給与所得に含まれ
る35。これらの経済的利益は、フリンジ・ベネフィットと呼ばれる。
フリンジ・ベネフィット(fringe benefits)とは、「付加的給付」等と和訳され、我が
国の所得課税上では「現物給与」等と称する。一般的に、給与所得者が本来の金銭による
賃金・給与の他に、給与所得者の立場において受ける経済的利益を意味し、企業の有する
施設を利用したり、各種の費用を企業負担で受ける場合などの利益をいう。そして、これ
らの経済的な利益の給与は、福利厚生制度の充実など規模の大きい会社ほど、また、一般
従業員よりも役員の方が利益を享受する度合いが強いことから、大企業と中小企業の従業
員間、役員と従業員との間の課税上の不公平という問題が生ずる36。
フリンジ・ベネフィットに該当するものとして、所得税法基本通達３６－１５には、以
下のような項目が挙げられている。
① 物品その他の資産の譲渡を無償又は低い対価で受けた場合におけるその資産のその時
における価額又はその価額とその対価の額との差額に相当する利益
② 土地、家屋その他の資産（金銭を除く。）の貸与を無償又は低い対価で受けた場合にお
ける通常支払うべき対価の額又はその通常支払うべき対価の額と実際に支払う対価の
額との差額に相当する利益
③ 金銭の貸付け又は提供を無利息又は通常の利率よりも低い利率で受けた場合における
通常の利率により計算した利息の額又はその通常の利率により計算した利息の額と実
35 碓井光明「フリンジ・ベネフィットの課税問題」金子宏編『所得課税の研究』（有斐閣 平
成３年）１６５頁参照
36 池本・前掲注３４、７０頁
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際に支払う利息の額との差額に相当する利益
④ ②及び③以外の用役の提供を無償又は低い対価で受けた場合におけるその用役につい
て通常支払うべき対価の額又はその通常支払うべき対価の額と実際に支払う対価の額
との差額に相当する利益
⑤ 買掛金その他の債務の免除を受けた場合におけるその免除を受けた金額又は自己の債
務を他人が負担した場合における当該負担した金額に相当する利益
もっとも、雇用関係ないしそれに類する関係において支給される金銭又は経済的利益が
すべて給与所得となるわけではなく、出張旅費・赴任費・制服の支給等、職務の遂行に直
接に必要な給付は給与所得には含まれないと解すべきであり（所法９①六）、また、従業
員の外国慰安旅行費中の会社負担部分などは、福利厚生費であって給与所得にはあたらな
いと解すべきであろう（大阪高判昭和６３年３月３１日訟月３４巻１０号２０９６号参照）
37。
会社の役員・従業員に付与されたインセンティブ報酬としてのストック・オプション（新
株予約権等）を与えられ、これを権利行使することにより株式を取得した場合には、その
権利行使の日における株式の価格と行使価格との差額も給与所得として課税される38。
２．給与所得控除
給与所得の金額は、「その年中の給与等の収入金額から給与所得控除額を控除した残額」
（所法２８②）すなわち、「給与等の収入金額－給与所得控除」という計算式によって、計
算される。当該計算式に示されている「給与所得控除額」は、所得税法２８条第３項にお
いては「前項に規定する給与所得控除額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号
に定める金額とする。」と定められている。
当該条文に基づき、「給与等」の収入金額と「給与所得控除額」との関係を示せば、次
37 金子・前掲注１１、２０１頁
38 最高裁平成１７年１月２５日第三小法廷判決（民集５９巻１号６４頁）は、「本件ストック
オプション制度は、外国法人グループの一定の執行役員及び主要な従業員に対する精勤の動機
付けとすることなどを企図して設けられているものであり、外国法人は、上告人が職務を遂行
しているからこそ、本件ストックオプションを付与したものであって、本件権利行使益が上告
人が職務を遂行したことに対する対価としての性質を有する経済的利益であることは明らか
というべきである。そうであるとすれば、本件権利行使益は、雇用契約又はこれに類する原因
に基づき提供された非独立的な労務の対価として給付されたものとして、所得税法２８条１項
所定の給与所得に当たるというべきである。」と判示している。
38
のとおりである39。
給与所得控除額の計算
給与の収入金額（Ａ） 給与所得控除
１６２．５万円以下 ６５万円
１６２．５万円超～１８０万円以下 （Ａ）×４０％
１８０万円超～３６０万円以下 （Ａ）×３０％＋１８万円
３６０万円超～６６０万円以下 （Ａ）×２０％＋５４万円
６６０万円超～１０００万円以下 （Ａ）×１０％＋１２０万円
１０００万円超 （Ａ）×５％＋１７０万円
給与所得控除の最低控除額が６５万円とされているため、例えば、主婦のパートの人が
１０３万円稼いだ給与所得の場合、６５万円の給与所得控除が控除され、所得金額が３８
万円となり、夫の配偶者控除の対象となる。このことは、１０３万円を超えると夫の配偶
者控除が受けられなくなるということで、配偶者控除それ自体が批判されることになる。
なお、給与等の収入金額が６６０万円未満の場合には、月毎の源泉所得税額の算定や年
末調整を容易にするため、所得税法別表第５において、給与等の収入金額に応じて一律に
給与所得控除の額が定められている（所法２８④）。
第２節 特定支出控除
前章第４節で述べたように、大島訴訟の最高裁判決を経て、給与所得者に対して、特定
支出控除が設けられた。すなわち、給与所得者が特定支出をした場合は、その合計額が給
与所得控除の金額を超える金額を控除することができる（所法５７の２①）。これを特定
支出控除という。
所得税法５７条の２は、次のように規定している。
「第５７条の２ 居住者が、各年において特定支出をした場合において、その年中の特定
支出の額の合計額が第２８条第３項に規定する給与所得控除を越えるときは、その年分の
39 池本・前掲注３４、７７頁参照
39
同条第２項に規定する給与所得の金額は、同項及び同条第４項の規定にかかわらず、同条
第２項の残額からその超える部分の金額を控除した金額とすることができる。
２ 前項に規定する特定支出とは、居住者の次に掲げる支出（その支出につきその者に
係る第２８条第１項に規定する給与等の支払をする者（以下この項において「給与等の支
払者」という。）により補てんされる部分があり、かつ、その補てんされる部分につき所
得税が課されない部分における当該補てんされる部分を除く。）をいう。
一 その者の通勤のために必要な交通機関の利用又は交通用具の使用のための支出で、
その通勤の経路及び方法がその者の通勤に係る運賃、時間、距離その他の事情に照らして
最も経済的かつ合理的であることにつき財務省令で定めるところにより給与等の支払者に
より証明がされたもののうち、一般の通勤者につき通常必要であると認められる部分とし
て政令で定める支出
二 転勤に伴うものであることにつき財務省令で定めるところにより給与等の支払者に
より証明がされた転居のために通常必要であると認められる支出として政令で定めるもの
三 職務の遂行に直接必要な技術又は知識を習得することを目的として受講する研修
（人の資格を取得するためのものを除く。）であることにつき財務省令で定めるところに
より給与等の支払者により証明がされたもののための支出
四 人の資格（弁護士、公認会計士、税理士その他の人の資格で、法令の規定に基づき
その資格を有する者に限り特定の業務を営むことができることとされるものの除く。）を
取得するための支出で、その支出がその者の職務の遂行に直接必要なものとして財務省令
で定めるところにより給与等の支払者により証明がされたもの
五 転任に伴い生計を一にする配偶者との別居を常況とすることとなった場合その他こ
れに類する場合として政令で定める場合に該当することにつき財務省令で定めるところに
より給与等の支払者により証明がされた場合におけるその者の勤務する場所又は居所とそ
の配偶者その他の親族が居住する場所との間のその者の旅行に通常要する支出で政令で定
めるもの （３～５は省略）」
すなわち、特定支出の範囲は、以下の５種類である。
① 通勤費（経済的かつ合理的である方法で通勤のために通常必要である支出）
② 転任に伴う転居のための引越費用（転任に伴うもので通常必要である支出）
③ 研修費（職務の遂行に直接必要な技術又は知識を習得することを目的として受講する
研修に伴う支出）
40
④ 資格取得費（人の資格を取得するための支出でその支出が職務の遂行に直接必要なも
の）
⑤ 単身赴任者の往復旅費（転任に伴い、勤務場所と配偶者が居住する場所との間の旅行
に通常要する支出）
なお、現行制度で認められている実額控除の範囲は５種類のみであり、概算控除を使用
するほうが断然控除額が大きくなるため、特定支出額控除による実額控除制度はほとんど
利用されていないのが現状である。
第３節 給与所得に対する課税方法
１．源泉徴収制度
（１）制度の概要
源泉徴収制度は、給与、利子、配当などの特定の所得を支払う者（源泉徴収義務者）が、
その所得を支払う際に、所定の方法により所得税額を計算し、その支払金額から所得税額
を差し引いて国に納付する制度である。わが国の所得税制においては、同制度が申告納税
制度とともに極めて重要な役割を果たしている40。現在、所得税の税収１３兆４９００億
円中、その約８３％に当たる１１兆１７２０億円が源泉徴収の方法で徴収され（平成２３
年度当初予算）、源泉徴収に係る所得税のうち、その約７０％が給与に対する源泉徴収によ
るものである41。
給与所得に対する源泉徴収のシステムは、極めて精緻である。例えば、給与所得に係る
源泉徴収は、個々の給与所得者の人的控除と収入の大小に応じ、これらを織り込んで作成
された各種の税額表（月額表、日額表、賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表）に基づ
いて行われ、また、いわゆる「年末調整」手続によって、源泉徴収の機会を通じて年間給
与に対する税額が徴収される仕組みになっている42。この給与所得に対する源泉徴収に当
たっては、各種の人的控除を受けるための受給者の申告書が、原則として、すべての給与
の支払者（源泉徴収義務者）の手元に提出され、申告に応じた控除を斟酌した税額が徴収
40 注解所得税法研究会「注解所得税法（５訂版）」（大蔵財務協会 平成２３年）１２９５頁
41 平成２１年度６月３０日現在の源泉徴収義務者は、給与所得が約３７４万件、報酬・料金
等の所得が約２９９万件、配当所得が１３万件、利子所得が５万件である（国税庁「最近１０
年間の動き（平成１１年度７月～２１年６月）」参照）
42 前掲注４０、１２９５頁～１２９６頁
41
される。現在、給与所得者の大部分は、もっぱら源泉徴収の機会を通じてその納税を果た
している43。
（２）給与等の支払時
給与等の支払時に係る源泉徴収は、給与等の支払者が、給与等の支払の際に、源泉徴収
税額表により給与所得者ごとの税額を算出し、税務官庁に代わって天引き徴収し、原則と
して、徴収した日の属する月の翌月１０日までに国に納める制度であり、確実な徴収のた
めに必要な制度である。この場合の源泉徴収税額の算定は、給与所得控除が行われること
を前提としている。
給与等の支払時に係る源泉徴収は、その支払う給与等が賞与である場合と賞与以外であ
る場合とでは、税額の算定方法が異なっているので、それらを区分する必要がある。賞与
とは、定期の給与とは別に支払われる給与等で賞与、ボーナス、夏期手当、年末手当等の
名目で支給されるものその他これに類するものをいい、①純益を基準として支給されるも
の、②あらかじめ支給額（支給基準）又は支給期の定めのないもの（雇用契約そのものが
臨時である場合を除く）は賞与に該当する（所基通１８３－１の２）。
賞与以外の通常の給与等を支払う際に源泉徴収する税額は、給与の支給区分及び「給与
所得者の扶養控除等申告書」の提出の有無に応じ、「給与所得の源泉徴収税額表」（同法別
表第２、第３）によって算出する（所法１８５）。給与等の支払の際に社会保険料や小規模
企業共済等掛金が控除される場合には、その給与等の金額から社会保険料の金額と小規模
企業共済等掛金との合計額を控除して残額に相当する金額の給与等の支払があったものと
みなして、源泉徴収税額の計算をすることとされている（所法１８８）。
賞与を支払う際に源泉徴収する税額は、「給与所得者の扶養控除等申告書」の提出の有無、
前月中に支払を受けた賞与以外の通常の給与等の有無及び賞与の額等に応じ、「賞与に対す
る源泉徴収税額の算出率の表」（所法別表第四）及び「「給与所得の源泉徴収税額表」（所法
別表第二）によって算出する（所法１８６）。
（３）年末調整
43 平成２２年１２月３１日現在の民間給与所得者４５５２万人のうち年末調整が実施されて
いる者は４２４１万人（９３．２％）である（国税庁「平成２２年分税務統計から見た民間給
与の実態」参照）。
42
年末調整とは、給与等の支払者がその年の最後の給与等を支払う際に、給与等の支払の
都度源泉徴収した所得税の合計額と、その年中の給与等の総額について計算した納付すべ
き税額（年税額）とを比較し、その過不足額の精算を行うものである。給与所得の源泉徴
収は、給与の支払の都度、税額表によって所定の所得税額を徴収しており、その年間合計
額は、概算的にはその年中の給与等の総額について計算した納付すべき税額（年税額）に
近い金額となっているが、種々の要因から必ずしも年税額と一致しないので、年末調整を
行う必要が生ずるのである44。年末調整は、「給与所得者等の扶養控除等申告書」を提出し
た受給者のうち、その年中の給与等の総額が２０００万円以下の者を対象として行うから
（所法１９０）、給与所得以外の所得がない大部分の給与所得者にとっては、確定申告に代
わる役目を果たしているということができよう45。
年末調整は、原則として、その年最後の給与等を支払う際に行うが（所法１９０）、年末
の賞与を１２月分の通常の給与等より先に支払う場合には、賞与をその年最後に支払う給
与等とみなして、その賞与を支払う際に年末調整をすることができ（所基通１９０－６）、
また、年の中途で死亡退職した場合や非居住者になった場合などについても、その際に年
末調整をすることができることとされている（所基通１９０－１）。
年末調整の具体的な方法は、次のとおりである（所法１９０、措法４１の２の２）。
①「年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表」（同法別表第５）により、
その年中の給与等の総額について「給与所得控除後の給与等の金額」を求める。
②「給与所得控除後の給与等の金額」から、「給与所得者等の扶養控除等（異動）申告書」、
「給与所得者の配偶者特別控除申告書」及び「給与所得者の保険料控除申告書」の記載事
項等に基づいて算出した社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、地震保険料控
除額、障害者控除額、寡婦（寡夫）控除額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別
控除額、扶養控除額及び基礎控除額を差し引いて「課税給与所得金額」を求める。
③「課税給与所得金額」に税率を乗じて「算出年税額」を求める。「給与所得者の住宅借
44 国税庁「平成２２年６月源泉徴収のあらまし」１０３頁では、年末調整を行う理由につい
て、①その年の中途で扶養義務等の数に異動があること、②月額表などの税額表の作り方が簡
略化されていること（老人控除対象配偶者や老人扶養親族の割増控除などは考慮せず、また、
障害者、寡婦（夫）等の控除は、通常の扶養家族がそれぞれ１人多くいるものとして税額表を
適用することになっていることなど）、③配偶者特別控除や生命保険料控除、地震保険料控除
などは、年末調整の際に控除することになっていること、④賞与の源泉徴収税率は、１年間に
賞与が５か月分支払われるものとして算出されていること、⑤年末調整の際に税額控除（住宅
借入金等特別控除）を行うことを挙げている。
45 池本・前掲注３４、３７２頁
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入金等特別控除申告書」の提出がある場合には、「算出年税額」から住宅借入金等特別控除
額を差し引いて「年調年税額」を求める。
④上記の年税額と給与等の支払のつど徴収した税額の合計額とを比較し、過不足額を計
算する。この結果、（甲）過納額が生じたときは、その年の最後に給与等の支払をする際に
徴収すべき税額に過納額を充当し、なお過納額があるときはこれを還付する（所法１９１）。
また、（乙）不足額が生じたときは、その年の最後に支払う給与等から不足額を徴収し、な
お徴収しきれない不足額があるときは、その翌年において給与等の支払をする際に順次徴
収する（所法１９２）。
（４）問題点
イ．メリットとデメリット
所得税において、源泉徴収制度を採用することによるメリットとしては、以下の点が挙
げられる46。
①支払われる金額を課税対象とするから、課税標準等の把握が正確であること。
②徴税が確実であること。
③徴税費が少なくてすむこと。
④金額が支払われる段階で徴税されるので、納税に対する苦痛が比較的小さいこと。
つまり、微税確保の容易さ、能率のよさが正に源泉徴収制度の存立の基礎となる。そし
て、このようなメリットは単に税務官庁側に帰せられるものではなく、受給者にとっても
便利有用な制度として機能する。
受給者サイドからは、次の点を指摘することができる47。
受給者の負担すべき所得税に係る事務手続は、徴収義務者において、給与の支払の際こ
れを徴収して納付することによって完結する （もっとも、受給者は、申告納税の段階にお
いて右納付税額を表示することがあるが、申告納税の最終納税額を算定するプロセスにす
ぎない。）。従って、受給者は、申告納税方式の場合と比較して納税申告手続と税額の納
付手続とが不要となるから、手練が簡便である点がメリットといえる。
更に、徴収義務者サイドからは、次のようにみることができる48。
46 堺澤良「源泉徴収制度の基本的構造と関係当事者の救済」（税務大学校論叢１０号 昭和５
１年）７９頁
47 堺・前掲注４６、８１頁
48 堺・前掲注４６、８１頁
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所得税の源泉徴収は、典型的かつ一般的なものとして給与等の支払について言えば、徴
収義務者が給与の支払をなす際所得税を天引し、その翌月１０日までにこれを国に納付す
る建前であるから、徴収義務者は、右徴収した所得税額を国に納付するまでの間、手許に
その金員を留保しこれを利用できる立場にあるが、この利益は無視できない。また、徴収
義務者において一括納税の事務を処理することが受給者にとって、納税の手数をはぶく結
果となるところからプラスとなる訳であり、そのことが徴収義務者と受給者との密接な関
係からくる便益の供与に資するところ少なからぬものがあって、結局、徴収義務者の利益
を増進するゆえんでもある。
デメリットとしては、以下の点が挙げられる。
①源泉徴収制度は、その対象とされている所得とそうでない所得との間に、実際問題と
して、結果的に大きな把握水準の相違を生み出している。これは、典型的には給与所得と
事業所得との間の執行上の不公平の問題（いわゆる９：６：４問題）である49。そのため、
給与所得者（広くは勤労性の所得の所有者）の間に、源泉徴収に対する強い反感が生じて
いる。
②近年では、源泉徴収義務者と納税者の「結びつき」が希薄な場合が増えており、源泉
徴収自体にコストがかかる例が増えている50。その例として、親会社から子会社の従業員
等へ付与されたストックオプションや退職慰労金目的で付与されたストックオプションの
権利行使益が、給与所得ないし退職所得とされる場合、株式発行法人が既に結びつきのな
いオプション権利行使者から税金分の現金等を別途徴収することが、源泉徴収制度が本来
想定する方法とは言い難いことがある。また、就業形態の変化により、社内請負業の場合
の所得やいわゆる一人親方の所得のように、給与所得の概念からはみ出る所得が出現し、
これらが事業所得とされるならば源泉徴収もなくなる51。
更に、就業形態の多様化で、年末調整で課税関係が終了しない例が増え、確定申告を必
要とする納税者が増加しており、現行の源泉徴収制度におけるコストが増大している可能
性がある52。いったん支払者が年末調整を行った後に受給者が確定申告を行う場合には、
49 金子宏「わが国の所得税と源泉徴収制度―その意義と沿革―」（日税研論集第１５号 平成
３年３月）４８頁
50 この点について、渡辺教授は、現行の源泉徴収制度の行き詰まりの１つとして指摘してい
る。渡辺徹也「申告納税・源泉徴収・年末調整と給与所得」（日税研論集第５７号 平成１８
年１２月）１２２頁
51 渡辺徹也・前掲注５０、１２３頁
52 渡辺徹也・前掲注５０、１２７頁
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先に行われた年末調整は厳しく言えば意味を失うから、そのために要した支払者の労力は
無駄になってしまう53。
③源泉徴収制度において租税行政庁と受給者たる納税者の法律関係が完全に断ち切られ
ている点である54。すなわち、源泉徴収制度において納税者は、源泉徴収義務者の徴収を
受忍する義務を負うのみで、源泉徴収義務者が納付すべき源泉所得税額を納付しない場合、
租税行政庁は、源泉徴収義務者から徴収することとなる。そして、徴収納付が過少になさ
れ、源泉徴収義務者が差額を追加納付し又は徴収された場合、源泉徴収義務者は、その差
額について受給者たる納税者に対して求償権を行使しうる。また、徴収納付が過大になさ
れた場合、受給者たる納税者専ら租税行政庁ではなく源泉徴収義務者に対して差額の給付
を求めることとなる。
このような状況は、納税者が自らの税額を自らで確定することを原則とする申告納税制
度とは相容れないものであり、納税者に対して直接租税行政庁への確定申告により精算を
認めたり、納税者が直接租税行政庁に対して訴訟を起こすことを認めるなど、現行の源泉
徴収制度をより民主性を重視したものにしてゆく必要がある55。
ロ．給与所得控除制度との関係
① 一定の給与所得控除額のため、機械的（形式的）な徴収税額算定が可能である。し
かし、それゆえ、多数の給与所得者において全ての納税手続きが源泉徴収と年末調整で終
了しており、申告納税制度の根幹である申告の機会が奪われている現状に対しては批判が
強いところである56。
② その年の所得税額が毎月納付することとなり、かつ、１２月中に納付が終了するこ
とが原則となるので、申告納税制度よりも納付時期が早まる。よって、申告納税制度と比
較して所得税の前取りであり、納税面に不公平感をいだかせることになる。
53 佐藤英明「日本における源泉徴収制度」（税研１５３号 平成２２年９月）２７頁
54 源泉徴収制度の法律関係について扱われたものとして、例えば、畠山武道「源泉徴収制度
の法律関係・争訟手続」がある。（日税研論集第１５号 平成３年３月）２４５頁
55 今本啓介「申告納税制度と源泉徴収制度の関係―申告納税制度の下での源泉徴収制度のあ
り方を含めて」（税研１５３号 平成２２年９月）３６頁
56 多くの論者が指摘しているところであるが、例えば、金子宏「民主的税制と申告納税制度」
（税研７６号 平成９年１１月）２１頁、田中治「申告納税制度と租税行政手続」（租税法研
究２２号 平成６年９月）２９頁を参照。
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２．申告納税制度
所得税法に規定する確定申告には、①申告義務のある者が行う確定所得申告（所法１２
０）、②源泉徴収税額や予定納税の還付又は翌年分以後の外国税額の控除不足額の繰越等の
適用を受けるための申告（所法１２２）、③その年に純損失がある場合等の確定損失申告が
ある（所法１２３）ほか、納税者が死亡した場合や納税管理人を定めないで出国する場合
に行う確定所得申告等（準確定申告）がある（所法１２４～１２７）。
これらの申告における確定所得申告書は、その年分の総所得金額、退職金額及び山林所
得金額の合計額が雑損控除その他の所得控除の額の合計額をこえる場合で、算出税額が配
当控除額をこえるときに提出を義務付けられている。その申告時期は、準確定申告を除き、
翌年２月１６日から３月１５日までの間である（所法１２０①）。
全部の給与等について源泉徴収され、年末調整された給与所得者は、原則として、確定申
告をする必要がない。ただし、次のいずれかに該当する者は、確定申告をしなければなら
ない。
① 年間の給与収入が２０００万円を超える場合。
② 給与所得や退職所得以外の所得の合計額が２０万円を超える場合57。
③ 複数の会社などから給与を受けている場合。
④ 同族会社の役員やその親族などで、その会社から給与のほかに、貸付金の利子、不動
産の賃貸料などの支払をうけている場合。
⑤ 災害減免法の適用を受け、給与について源泉徴収の猶予や還付を受けた場合。
⑥ 家事使用人や在日の外国公館に勤務する者など、給与からの所得税を源泉徴収されて
いない場合。
⑦ 年末調整の対象とならない医療費控除といった所得控除等を適用し、所得税の還付を
受ける場合。
給与所得者の所得税の納付は、源泉徴収と年末調整で大多数が終わってしまうのが現状
である58。これも、一律に控除額を定めている給与所得控除制度に負うところが大きい。
57 給与や退職所得以外の所得には、①株式等の売買益、②利付債等の償還差益、③外貨預金
の為替差益、④生命保険の満期一時金や年金、⑤原稿料、講演料、⑥不動産の賃貸料、⑦貸付
金の利子等の所得などがある。池本・前掲注３４、３１１頁
58「民主的租税制度の観点から見て、給与所得者に自己のイニシアティブで租税を納付し、ま
たはその還付を求める機会を否定することは、健全なこととはいえないであろう。」といった
意見もある。金子宏「租税法理論の形成と解明 下巻」（有斐閣 平成２２年）５８５頁
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第４節 平成２３年税制改正大綱
１．平成２３年税制改正大綱の概案とその行方
平成２２年１２月１６日に発表された「平成２３年度税制改正大綱」（以下「大綱」と
もいう。）は、年末調整制度のあり方や、給与所得控除についての考え方に大きなインパ
クトを与えるものであった59。
平成２２年１２月６日に民主党（税制改正ＰＴ）が提出した「平成２３年度税制改正主
要事項にかかる提言」は、給与所得控除について、「所得に応じて青天井に増加していく
仕組みとなっているが、担税力や所得再分配機能などの観点から、一定所得を上限に青天
井を見直すべきである。水準については、負担増となる所得層の理解を得ることが大切で
あり、特に一般のサラリーマン層が負担増とならないよう留意すべきである。」とする。
また、同提言では、給与所得控除を、「サラリーマンの諸経費の概算控除、給与所得の担
税力が低いことに対する配慮」という２つの性格を持つものと位置付けた上で、「見直し
を行うにあたっては、特定支出控除について、例えば新聞購読費、交際費、被服費などに
対象範囲を拡大することなどにより、給与所得者にとって使いやすい制度にあらためるべ
きである。」とする。
なお、「給与に関し裁量権のある役員については、経営に関しリスクを負っていること
には留意しつつも、一般のサラリーマンとは異なる控除制度を導入すべきである。」とも
している。
大綱では、特定支出控除の拡大及び給与所得控除の縮減が提案されたが、その提案の前
提として、給与所得控除の性格付けを明確に示している。すなわち、同大綱は、給与所得
控除を、「勤務費用の概算控除」と「他の所得との負担調整のための特別控除」という２
つの性格を有するものと断じた上で、改正案を提案した。
「平成２３年度税制改正大綱」に基づき、平成２３年度税制改正法案（以下「当初法案」
という。）が１月に国会に提出されたが、与党が参議院の過半数の議席を確保できない「ね
じれ国会」であること等から、年度内の成立には至らなかった。そのため、３月３１日に
適用期限を迎える税制措置については、廃止が予定されていたものも含めて、いわゆる「つ
59 酒井克彦「給与所得控除の性格論を巡る議論と展開（上）」（税務弘報 平成２３年５月）
１３９頁
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なぎ法案」により、６月３０日まで適用期限を延長する措置が取られていた。
その後、議論はしばらく滞っていたが、６月１０日「当初法案」から一部切り出した項
目に、「つなぎ法案」により適用期限が延長された項目の一部を加えた法案（以下「新法
案」という。）が国会に提出された。そして、６月２２日、この「新法案」が可決・成立
し、６月３０日、改正法が公布・施行された。
また、「当初法案」は、６月１０日に法律名が変更された。この法案（以下「修正法案」
という。）は、引き続き審議されることが合意され、その成立はいったん見送られた。今
回、改正が見送られた「修正法案」には、給与所得控除の縮減についての項目も含まれて
おり、今後の行方としては、「平成２４年度税制改正大綱」において議論される予定であ
る60。
２．給与所得控除の改正案
（１）給与所得控除の上限設定
「平成２３年度税制改正大綱」において、「給与所得控除については、「勤務費用の概算控
除」と「他の所得との負担調整のための特別控除」（以下「他の所得との負担調整」という。）
の２つの性格を有しているものとされています。しかし、就業者に占める給与所得者の割
合が約９割となっている現状で、「他の所得との負担調整」を認める必要性は薄れてきてい
るのではないかと考えられます。」とある。
また、現在の給与所得控除は、「マクロ的に見ると、給与収入総額の３割程度が控除さ
れている一方、給与所得者の必要経費ではないかと指摘される支出は給与収入の約６％で
あるとの試算もあり、主要国との比較においても全体的に高い水準となっています。この
ため、給与所得控除の二つの性格について、各々２分の１であることを明確化した上で、
格差是正、所得再分配機能の回復の観点から、過大となっている控除を適正化するための
見直しを行います。」としている。
また、「現在の給与所得控除は、給与収入に応じて逓増的に控除が増加していく仕組み
となっており、上限はありません。しかし、給与所得者の必要経費が収入の増加に応じて
必ずしも増加するとは考えられないこと、また、主要国においても定額又は上限があるこ
60 なお、平成２３年１２月１０日に発表された「平成２４年度税制改正大綱」には、給与所
得控除の見直しとして、給与所得控除の上限設定を、その年中の給与等の収入金額が１５００
万円を超える場合の給与所得控除額については、２４５万円の上限を設けると記載されている。
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と等から、給与収入が１５００万円を超える場合の給与所得控除額については、２４５万
円の上限を設ける。」こととした。このような給与所得控除の改正案は、次のとおりである。
給与所得控除額の計算
給与の収入金額（Ａ） 給与所得控除
１６２．５万円以下 ６５万円
１６２．５万円超～１８０万円以下 （Ａ）×４０％
１８０万円超～３６０万円以下 （Ａ）×３０％＋１８万円
３６０万円超～６６０万円以下 （Ａ）×２０％＋５４万円
６６０万円超～１０００万円以下 （Ａ）×１０％＋１２０万円
１０００万円超～１５００万円以下 （Ａ）×５％＋１７０万円
１５００万円超 ２４５万円
出典：http://www.bizup.jp/biz_member/kigyo/report/repo_t32.pdf#search='平成２３年税
制改正 所得税・資産税'
（２）役員給与等に係る給与所得控除の見直し
「平成２３年度税制改正大綱」において、「法人役員については、一般従業員に比べ、
勤務態様が必ずしも従属的でないと考えられることや、給与の自己決定度合いが高いこと
等を踏まえると、特に、高額な役員給与については、給与所得控除の性格のうち「他の所
得との負担調整」部分が過大となっていると考えられる。このため、役員給与に係る給与
所得控除を見直し、特別に高額な役員給与については、「勤務費用の概算控除」部分である、
給与所得控除額の２分の１の額を上限とします。」とある。具体的には、次のような控除制
度にすることとしている。
役員の給与所得控除額の計算
給与の収入金額（Ａ） 給与所得控除
１６２．５万円以下 ６５万円
１６２．５万円超～１８０万円以下 （Ａ）×４０％
１８０万円超～３６０万円以下 （Ａ）×３０％＋１８万円
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３６０万円超～６６０万円以下 （Ａ）×２０％＋５４万円
６６０万円超～１０００万円以下 （Ａ）×１０％＋１２０万円
１０００万円超～１５００万円以下 （Ａ）×５％＋１７０万円
１５００万円超～２０００万円以下 ２４５万円
２０００万円超～２５００万円以下 ２４５万円－｛（Ａ）－２０００万円｝×１
２％
２５００万円超～３５００万円以下 １８５万円
３５００万円超～４０００万円以下 １８５万円－｛（Ａ）－３５００万円｝×１
２％
４０００万円超 １２５万円
出典：http://www.bizup.jp/biz_member/kigyo/report/repo_t32.pdf#search='平成２３年税
制改正 所得税・資産税'
なお、この場合の役員給与等にいう「役員等」は、次に掲げる者を予定している。
① 法人税法第２条第１５号に規定する役員
（取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれら以外の者で法
人の経営に従事している者のうち政令で定めるもの）
② 国会議員及び地方議会議員
③ 国家公務員（特別職に属する職員のうち一定の者又は一般職に属する職員のうち指定
職に該当する者に限る。）
④ 地方公務員（上記③に準ずる者に限る。）
３．特定支出控除の改正案
「平成２３年度税制改正大綱」において、「給与所得控除に上限を設けることに併せ、
特定支出控除を使いやすくする観点から、特定支出の範囲を拡大するとともに、特定支出
控除の適用判定の基準を見直すこととします。具体的には、就労の多様化等を踏まえ、現
在、特定支出の範囲から除外されている弁護士、公認会計士、税理士など、法令の規定に
基づいてその資格を有する者に限って特定の業務を営むことができる資格の取得費を、特
定支出の範囲に追加します。
また、図書費、衣服費、交際費及び職業上の団体の経費（以下「勤務必要経費」という。）
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も、特定支出の範囲に追加します。なお、「この勤務必要経費については、高額なものを購
入できる高額所得者を過度に優遇するといった不公平が生じないよう、上限を設けること
とします。
さらに、特定支出控除の適用判定の基準となる控除額については、「勤務費用の概算控
除」部分、すなわち給与所得控除額の２分の１の額とし、給与所得者の実額控除の機会を
拡大します。」とある。
①特定支出の範囲の拡大
（甲）職務の遂行に直接必要な弁護士、公認会計士、税理士、弁理士などの資格取得費用
（従来から、一定の資格取得費用は認められていたが、今回、これらの資格取得費用が新
たに追加された）。
（乙）職務と関係のある図書の購入費、職場で着用する衣服費、職務に通常必要な交際費
及び職業上の団体の経費（勤務必要経費）。従来、これらの支出は特定支出に含まれてい
なかったが、今回の改正で追加された。ただし、その年中に支出した勤務必要経費の金額
の合計額が６５万円を超える場合には、６５万円を限度とする。
②特定支出控除の適用判定・計算方法の見直し
従来は、給与所得控除額を超える部分の金額とされていた。しかし、改正により、その
年の特定支出の額の合計額が次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額を超
える場合は、その超える部分の金額を給与所得控除額に加算することができることとなっ
た。
（甲）給与収入が１５００万円以下の場合は、その給与所得控除額の２分の１に相当する
金額
（乙）給与収入が１５００万円を超える場合は、１２５万円
なお、「平成２３年度税制改正大綱」では成立しなかったため、今後の行方としては、
「平成２４年度税制改正大綱」において議論される予定である。
52
第３章 諸外国における給与所得課税
第１節 アメリカ
１．所得税制の概要
個人所得税は、いわゆる総合課税を基本としている。すべての所得をひとつの所得にま
とめ、所得が高くなるほど限界的な税率が高くなる超過累進税率を適用して税額を計算す
る。キャピタルゲイン課税を除き、原則として、個人所得をその種類別に分類したうえで
その分類された所得に応じて個別の税率を適用する方法は採っていない61。
課税所得の計算において、まず、総所得(gross income）を計算する際に、さまざまな
目的から税法上の優遇措置として非課税と定められた項目が総所得から除外される。これ
は、所得控除や税額控除等のように所得や税額から費用として控除するのではなく、納税
者の経済的な所得であっても、最初から税法上の所得には含めない項目である62。非課税
所得には、会社の福利厚生として従業員のために会社が支払う健康保険料などがある。
一方、税法で特別に非課税と定められていない限り、納税者が得る全ての所得は、総所
得に含まれる。総所得には、賃金、給与、賞与、自営業所得、チップ、預金、債券などか
らの利子、受取配当金、キャピタルゲイン（税法でキャピタル資産と定められた資産の売
却、交換から生じた利得）、賃貸所得、企業年金、退職金、社会保障受給金、離婚した元
配偶者への扶助料、奨学金、賞金などが含まれる63。
次に、総所得から所得調整控除と呼ばれる一定の控除を差し引いて、中間段階の所得で
ある調整総所得(adjusted gross income)を算出する。所得調整控除には、転居費用、個人
の退職年金口座への拠出金などがある。
次に、調整総所得から所得控除が差し引かれる。個人の納税者は、所得控除として、項
目別実額控除(itemized deduction)又は標準控除(standard deduction)のどちらかを選択
する。項目別実額控除とは、税法で定められた個人の所得から控除できる費用項目であり、
この控除の金額の合計額が一定の標準控除の金額に達しない場合に、標準金額が選択され
る。一般に、標準控除の選択は、低所得階層で多く、中所得、高所得階層では、項目別実
61 長岡和範「アメリカの連邦税入門（第２版）」（税務経理協会 平成１８年）７頁
62 長岡・前掲注６１、８頁
63 長岡・前掲注６１、９頁
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額控除の利用率が高くなっている。
次に、納税者本人、配偶者については、人的控除が差し引かれる。更に、税法上の扶養
家族については、扶養控除が差し引かれる。この人的控除、扶養控除の金額は、毎年のイ
ンフレにスライドする。
次に、調整総所得から前記の所得控除（項目別実額控除あるいは標準控除、及び人的控
除、扶養控除）を差し引いて算出した課税所得に対して、個人所得税の税率を適用して税
額を計算する。
最後に、計算した税額からそれぞれの納税者に適用される税額控除が差し引かれる。税
額控除には、稼得所得税額控除、扶養家族税額控除、生涯学習税額控除などがある。
申告方法として、夫婦の所得を合算して個人所得税を申告する夫婦合算申告と、夫婦が
別々に申告する夫婦個別申告のうちどちらかを選択することが認められている。一般的に
は、夫婦合算申告の方が夫婦個別申告より有利になるよう定められているため、多くのア
メリカの納税者は、夫婦の場合に夫婦合算申告を選択する。また、納税者に扶養されてい
る一定の者が、税法上の扶養家族として認められている。
また、社会保障番号を使った納税者番号制度が長い間国民の生活に定着しており、この
納税者番号により、匿名や不透明な取引を利用した租税の回避が難しくなっていることが
国民の自発的な納税を助けている。
２．給与所得に対する課税方法
アメリカにおいては、わが国の給与所得に対応するような特別な所得類型は存在しない。
また、給与所得者に対して、他と異なった特別な課税方式が採用されているわけでも必ず
しもない64。
給与所得者の被用者としての役務の提供は、「事業又は営業に従事」(engaged in trade
or business)する場合に当たり、必要経費の観念の上で給与所得と事業所得との間に相違
はないが、必要経費の控除の方法の点で差異が設けられている65。
すなわち、アメリカの税法では、総所得から事業経費(business expenses)を控除して調
整総所得を算出し、更に、非事業経費(non-business expenses)及び納税者・配偶者・被扶
64 中里実「アメリカにおける給与所得課税」（日税研論集第５７号 平成１８年１２月）１６
５頁
65 前掲注４０、５２６頁
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養者に係る人的控除(exemption)を差し引いて、課税所得(taxable income)を計算する方法
が採られている。
事業所得の場合は、その必要経費はすべて上記の事業経費として調整総所得計算の段階
で控除されるのに対し、給与所得については、課税所得算出の段階で、給与所得者がもし
非事業経費の控除について項目別実額控除の方法を選択するならば、その必要経費のうち、
業務遂行のための旅費、交通費、転勤費用、外交員の業務遂行上の費用及び被用者が雇用
に関連し雇用者との間の取決めに基づいて負担した立替費用に限り、事業経費としての控
除が認められる。
更に、項目別実額控除を選択した場合には、寄付金、支払利子、支払租税、災害損失、
医療費等の各種非事業経費のほかに、上述の事業経費の控除において控除された以外のす
べての必要経費の控除が認められる（ただし、その合計額が調整総所得金額の２％相当額
を越える部分に限られる。）66。
標準控除を選択した場合には、申告上の地位の区分ごとに一定の標準化された控除だけ
が認められ、事業経費の控除の際に認められた以外の必要経費の実額控除は認められない。
標準控除は、わが国の給与所得控除に該当する概算控除ではないが、給与に係る勤務活動
経費のほか、医療費、固定資産税等の諸税金、住宅ローンの利子、寄付金などを考慮した
標準（概算）控除があり、その金額は独身者の場合５８００ドル、夫婦合算申告の場合１
１６００ドル（９５．１万円）となっている。
個人の納税者は、所得がある金額以上になると、所得税を申告して納税する義務がある。
源泉徴収の対象となる「賃金」の定義は、歳入法典３４０１条にあり、「使用者のための
被用者によるあらゆる役務提供に対する報酬(remuneration)」とされている67。もちろん、
現金で支払われるかどうかを問わない。
アメリカでは、賃金に対する源泉徴収制度はあっても、年末調整がないために、各被用
者は申告を行わなければならない68。
第２節 イギリス
66 前掲注４０、５２６頁
67 渡辺徹也「アメリカの源泉徴収に関する制度」（税研１５３号 平成２２年９月）４６頁
68 渡辺・前掲注６７、５１頁
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１．所得税制の概要
イギリスの所得税は、基本的に、総合課税であり、給与所得、事業所得、不動産所得な
どの所得区分の金額を合算し、損益計算、所得控除（基礎控除、配偶者控除及び障害者控
除からなる人的控除(Personal allowances)と、社会保険料控除、私的年金等掛金控除、寄
付控除等の物的控除とがあるが、種類は日本ほど多くはない）をした後の課税総所得金額
に２段階の超過累進税率を適用した後、税額控除を行ったうえ、納付すべき税額が算出さ
れる。
そして、申告納税制度が原則とされている69。所得税の課税期間は、毎年４月６日から
翌年４月５日までとされているので、毎課税月というのは、毎月６日から翌月５日の間の
１ヶ月間である。
源泉徴収方式が採用されているのは、所得区分のうち、貯蓄所得、投資所得（これは、
わが国における利子所得、配当所得に相当する）のうちの、金融機関からの利子所得分（２
０％の税率による源泉徴収）と給与所得等だけである。
２．給与所得に対する課税方法
取締役または従業員として得たすべての所得は、給与所得として課税される。給与所得
には、基本給だけでなく、残業手当、休暇手当等の諸手当、ボーナス、契約一時金、フリ
ンジ・ベネフィット等、労働役務の対価として収受する所得が含まれる。
イギリスには、給与所得の必要経費についての概算控除はなく、その実額による控除だ
けが認められる70。ただし、その必要経費の要件はなかなか厳格なようにみられる。すな
わち、税法は「職務に従事する者が、その職務を遂行するに当たり、必要やむを得ず、自
己の報酬から支出し負担した旅費又は馬の飼育費及びその他完全に、もっぱらかつ不可避
的に(wholly, exclusively and necessarily)当該業務の遂行に当たり支出した費用は、課
税の対象となる報酬から控除することが認められる。」旨 (The Income and Corporation
Taxes Act 1988 §.198(1)) を定めている。
判例によると、給与所得者の支出が控除されるためには、当該経費は、職務の遂行に当
たり負担したものでなければならず、単にその者が職務に遂行できるようにするための費
69 岩崎政明「イギリスの源泉徴収制度」（税研１５３号 平成２２年９月）５６頁
70 前掲注４０、５２７頁
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用や、職務をより効果的に遂行し得るようにするための費用は控除できない71。また、当
該経費は、従事する職務の内容に照らし客観的に必要であることを要し、ただ単に個々の
被用者にとって必要であるというだけでは足りない。そのため、例えば、ある保険会社の
支店長が、目の不自由なために自宅を事務所とする必要があったが、その場合における家
事費の増加部分の控除を否認された。
なお、通勤費も通常は、必要経費と認められない。
更に、判例では、職務上必要とする定期刊行物の購入費を含む教養費、職を得るための
費用、夫婦の双方が職に就いているために家政婦を雇うための費用はもちろん、当該職務
の遂行上特定地域に居住しなければならない場合に、事務所の設備を整えるための追記経
費や、パイロットが勤務時間その他特別の連絡をなすための電話料金などの雇用条件にま
つわる負担金も控除を否定されている72。
なお、イギリス税法上、交際費は、一般に海外の顧客に係る場合を除き、まったく控除
を認められず、この原則は、給与所得の計算についても適用されるため、給与所得者に交
際費控除が認められる余地はほとんどない73。
給与所得に係る源泉徴収制度は、ＰＡＹＥ(Pay As You Earn)と呼ばれている。ＰＡＹＥ
と呼ばれる源泉徴収制度は、累進的源泉徴収制度(The cumulative withholding system)
という、イギリス独特の制度である74。具体的には、毎月６日から翌月５日までの給与所
得（賞与を含む）に係る源泉所得税について、当該翌月の１９日までに納付する（例；４
月６日から５月５日までの給与所得に係る源泉所得税は、５月１９日までに納付）75。
確定申告額と源泉徴収額との差額は、申告書提出期限までに納付しなければならない。
支払が遅れた場合、遅延利息に加えて遅延期間に応じ未納税額の５％（２８日超６カ月以
下の遅延）または１０％（６カ月超の遅延）のペナルティーが課される。
第３節 ドイツ
１．所得税制の概要
71 前掲注４０、５２８頁
72 前掲注４０、５２８頁
73 前掲注４０、５２８～５２９頁
74 岩崎・前掲注６９、５７頁
75 税理士法人トーマツ編「欧州主要国の税法（第２版）」（中央経済社 平成２０年）１４８
頁
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ドイツ国内に住所又は居所を有する個人は、ドイツ居住者となる。ドイツ居住者は、原
則として、全世界所得に対して納税義務を有する。しかし、租税条約締結国で生じた国外
源泉所得については、課税対象には含めず、累進税率の適用税率を決定する際の所得の算
定上のみ考慮することとされる。
課税所得は、農林業所得、事業所得、自由業所得、給与所得、金融資産所得、賃貸所得、
その他の所得、の７種類の所得に分類して算定される。所得の獲得のために発生した必要
経費は、各所得区分ごとに収入金額から控除される。また、給与所得、金融所得及びその
他の所得については、それぞれ一定額の控除が認められている。
必要経費控除後の各所得は合算され、更に、各種控除（特別支出控除、異常負担控除、
児童控除等）が行われた後に、課税所得が計算される。
課税方式として、既婚者の居住者は、夫婦それぞれの所得を個別課税方式または、夫婦
合算課税方式のいずれかの課税方式を選択することができる。夫婦合算課税のもとでは、
夫婦合算所得の半額について算定された税額を２倍した金額が年税額となる。非居住者は、
既婚か独身かを問わず個別課税が適用される。子供に所得があれば、その両親とは別個に
課税される。
２．給与所得に対する課税方法
給与所得とは、給料、賃金、給金、現物給与等、雇用により生ずる所得をいい、現物給
与（フリンジベネフィット）の範囲は、多岐に渡り個人所得税法で規定されている。なお、
食事、日当手当、社内パーティー費用等、一定のフリンジベネフィットについては、非課
税限度額が設けられている。
ドイツの給与所得税制で特徴的なことは、必要経費の控除について実額控除の方法と必
要経費の支払の証明なしに一定の概算額による控除を認める概算控除の方法との選択が認
められる点である76。
ドイツの所得税法は、必要経費を「収入を取得、保全及び維持するための支出」と定義
し、更に、次のような支出も給与所得に係る必要経費に含まれることを明示している
(Einkommensteuergesetz §.9Ⅰ)。
① 学会、労働組合その他営利事業を目的としない職業団体及びその他の職業連盟に対す
る会費その他の負担金
76 前掲注４０、５２９頁
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② 被用者が住宅と職場との間の通勤に要する経費（自家用自動車等による通勤の場合に
は、通勤１ｋｍ当たりで定められた概算額の範囲内で認められる。）
③ 二重の生計のために被用者に生ずる不可避的な増加経費（被用者が自己の家庭を有す
る地以外で勤務し、かつ、勤務地にも居住している場合には、二重に生計が行われてい
るものとして、自己の家庭の所在地と勤務地との間の往復に要する経費は、１週に１度
の帰省に限り、必要経費として控除できる。）
④ 労働手段（道具及び職業衣）に対する出費
⑤ 職務に関連して用いる用具の減価償却費
以上のように、②の一定の通勤費が必要経費とされる点は、アメリカ又はイギリスと異
なっており、また、③の二重の家計による超過支出の控除を認めるユニークな制度もあっ
て、ドイツの必要経費が広いことが認められる77。
なお、研修費、教育費については、現在の職業に必要な知識の獲得、技術の維持などに
必要なものは必要経費であるが、改めて職に就くため又は他の職に転ずるために必要なも
のは家計費とするのが判例である。その点、アメリカの場合と同様である。ドイツには、
後者に属する費用についても、自己又は配偶者が新しい職業に就き又は復職するための職
業訓練費は、一定の金額の範囲内で「特別支出控除」（必要経費としての性格をもたない
一定の支出の控除）として控除する制度がある78。
給与所得者は、その必要経費を個別に計算して控除するほか、選択により、税法に定め
る概算額により控除することも認められる。
概算控除の場合は、被用者概算控除として９２０ユーロ（１０．３万円）認められてい
る。その他、税理士費用などに対する特別支出概算控除として３６ユーロ（０．４万円）
が認められている。
実額控除の場合は、直接業務に関連して支出した費用のうち、雇用主により弁済された
部分以外は必要経費として控除できる。
77 わが国でも日本で勤務する外国人が休暇帰国（ホーム・リーブ）するための旅費を会社が
負担し、これを給与として源泉徴収所得税の納税告知が行われた事案について、休暇帰国が本
人の業績にかかわらず一定期間をこえる勤務の後に慣例的に認められ、その旅費の支給は報償
的性格をもたないこと、直行往復の航空券の現物給付であること等を理由として、役職員本人
の分のほか、家族分をも含めて会社の業務遂行上の費用であるとし、上記納税告知を取り消し
た国税不服審判所昭和４９年３月１７日裁決（裁決事例集８号１号）がある。上記ドイツの二
重の生計による増加経費を必要経費とする考え方に類似する事例として興味がある。このよう
な処理は、現在では税務執行上容認された取扱いとなっている。前掲注４０、５５６頁
78 前掲注４０、５３０頁
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被雇用者の給与所得に対しては、月次の給与の支払時において賃金税が源泉徴収される。
賃金税は、翌月１０日までに納付しなければならない。賃金税は、所得税の前払い分とし
ての性格を有し、年末調整あるいは所得税申告、査定によって所得税が確定すると、賃金
税納付額との差額が所得税の還付額または未納額として調整されることになる79。
戦後も賃金税の基本的な制度に変更はなく、賃金税票を用いた源泉徴収による納付及び
年末調整による納税額調整が継続されてきたが、租税制度の簡素化、現代化（電子化）の
要請から、２０１１年以降、賃金税票に代わって納税者番号を用いた申告に移行する80。
新制度は、翌年２０１２年から完全実施が予定されている。
第４節 フランス
１．所得税制の概要
フランスに居住する個人は、国籍を問わず、全世界所得に対して個人所得税が課税され
る。フランスが締結する租税条約では、特定の国外源泉所得についてフランスの個人所得
税の範囲から除外しているが、各個人の課税所得に対し適用される税率の決定に際しては、
当該免税所得にも考慮される81。また、個人所得税は、キャピタル・ゲインにも課税され
る。
個人所得税は、家族を単位として課税される。すなわち、既婚者もしくはＰＡＣＳ（市
民連帯協約）を３年以上結んでいるカップルは、個々の家族構成に基づいた係数により、
配偶者の所得も合算の上申告される（内縁関係（Union libre）など特殊なケースを除く）。
よって、夫婦及び扶養される子供の所得は合算の上、一括共同申告がなされる。ただし、
子供の所得の分離申告が有利な場合、当該方法を選択することができる。
人的所得控除の方法ではなく所得分割制ないし所得単位制を用いることにより、家族に
対する租税の軽減が図られている。すなわち、ある家族の総所得金額は、単位数によって
除され、さらに１単位が納付すべき税額に単位数を乗じたものが、全体の納税債務となる。
税率は累進的であるため、所得分割制により家族が負担する所得税額は、各家族単位によ
り低い税率が適用されるので、その総所得金額に適用される税率を乗じて計算された税額
79 税理士法人トーマツ編・前掲注７５、１７８～１７９頁
80 西山由美「ドイツにおける源泉徴収制度」（税研１５３号 平成２２年９月）５９頁
81 税理士法人トーマツ編・前掲注７５、２０８頁
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より少なくなる82。
課税所得は、個人の給与所得、役員報酬、事業所得、非営利活動から生じる所得、農業
所得、利子・配当所得、不動産所得ないし譲渡所得を通算し、税務上認められる様々な控
除を行った結果求められる。しかし、株式の譲渡から生じたキャピタル・ゲインは、分離
されて、特別の税率が課される。また、一定の場合、利子、配当に対しては、源泉税の納
付により課税関係が終了する。
２．給与所得に対する課税方法
給与所得には、賃金、給与（原則として現金主義で認識される）だけでなく、すべての
手当及び現物給与が含まれる。現物給与は、原則として、公正な時価により評価されるが、
納税者にとってより有利な他の方法を選択することも税務当局によって認められている。
フランスには、給与所得に対する独特の控除制度があり、その控除額はわが国の控除と
並んで大きい83。フランスの税法では、次のような支出は、給与所得の必要経費とされて
いる84。
① 自宅と事業者の間の通勤費。もっとも、個人的事由により特に遠隔地に居住するよう
な場合の通勤費の増加部分は除外される。
② 作業場の賃貸料及び造作費
③ 諸道具の購入費
④ 職場の都合上、自宅で食事をとることができない場合にレストラン等で食事をとった
ときの食費の増加額
⑤ 特殊な業務に必要とされる衣服費（芸人の衣装、ウエイターの制服等）
⑥ 自動車の費用（職務に必要とされる部分に限る。）
⑦ 職務上必要とされる専門的定期刊行物、書籍の購入費
⑧ 労働組合費
次に、給与所得には、次のような控除制度がある。
①必要経費の概算及び実額による控除
概算控除の場合は、給与収入金額（被用者の恩給、退職金に係る積立金、社会保険掛金
82 税理士法人トーマツ編・前掲注７５、２１０頁
83 前掲注４０、５３０頁
84 前掲注４０、５３１頁
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等を控除）に対し、１０％相当額の必要経費概算控除が認められる。なお、最低控除額は
４２１ユーロ（４．７万円）、最高控除額は１４１５７ユーロ（１５８．６万円）となっ
ている。さらに、給与所得中経費の支出が著しく多いと認められる特定の給与所得者につ
いては、この１０％の概算経費控除後の金額に対し所得の種類により一定割合の補充的概
算控除が認められる。
実額控除の場合は、これらの概算経費控除に代え、経費の実額控除を選択することも出
来る。納税者が、業務に直接関連する自らの必要経費が概算費用控除以上であることを証
明できる場合で、その経費が必要経費として正当なものであれば、実際額を控除すること
ができる。
②給与所得控除
①の控除後の所得に対し２０％の控除が認められる。この②の給与所得控除は、給与所
得が税務執行上他の所得と比べてより正確に把握される（もっとも、給与に対する源泉徴
収制度はない。）ことに対する調整を目的とした控除であり、「捕捉率調整控除」と説明
されている。
このフランスの控除制度は、わが国の給与所得控除と比べ、控除が①の必要経費概算控
除と、②の給与所得控除に区分してそれぞれの控除額が定められている点、①の必要経費
概算控除の内容が給与所得の種類に応じてきめの細かなものとなっている点などで、はな
はだユニークである85。
このようなフランスの給与所得控除制度は、その控除額が大きい点で、先進工業国中わ
が国の給与所得控除に匹敵する唯一の制度であるといってよい86。
フランスには、フランス居住者の給与所得に対する所得税の源泉徴収制度がないため、
すべての納税債務を負う個人は、暦年の所得に基づいた申告書を作成し、翌年の２月末日
（より遅い提出期限が設定される年度もある。）までに提出しなければならない87。近年
は、インターネットによる申告も可能となり、申告期日も若干の猶予が与えられる。また、
給与所得については、申告書に課税対象額が記載されて送付されるようになっている。
第５節 諸外国比較
85 前掲注４０、５３１頁
86 前掲注４０、５３２頁
87 税理士法人トーマツ編・前掲注７５、２１８頁
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１．所得税制の概要
わが国の所得税の課税制度と、主要諸外国としてアメリカ、イギリス、ドイツ及びフラ
ンスの所得税の課税制度について、下記の表において比較する88。
わが国と主要諸外国との比較表
日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス
課税単位 個人単位 夫婦共同申
告も選択可
個人単位 夫婦合算申
告も選択可
（２分２乗
方式）
世帯単位（Ｎ
分のＮ乗方
式）
所得区分 利子、配当、
不動産、山
林、給与、退
職、譲渡、一
時、雑の１０
種類の所得
に区分し、計
算。
所得区分は
なく、すべて
の所得を合
計して総所
得とする。
不動産関連、
一般事業、専
門的事業、営
業外金融、国
外での債券、
国外、その
他、雇用(給
与)、国内受
取配当金の
区分に応じ
て計算。
農林業、事
業、自由業、
給与、金融資
産、賃貸、そ
の他の７種
類の所得に
区分し、計
算。
給与、事業、
非営利活動
から生じる
所得、農業、
利子・配当、
不動産、譲渡
に区分し、計
算。
給与の範囲 俸給・給料・
賃金・歳費及
び賞与並び
にこれらの
性質を有す
る給与。
給料、賞与、
通金手当等
の諸手当及
び経済的利
益等従業員
の勤務用役
基本給、諸手
当、賞与、契
約一時金、経
済的利益等
の労働役務
の対価とし
給料、賃金、
賞与、各種手
当及び経済
的利益等の
労働の対価
として雇用
賃金、給与、
賞与、各種手
当及び経済
的利益等の
労働の対価
として雇用
88 水野学「外国との比較から見た給与所得課税の問題点」（第３７回日税連公開研究討論会
平成２１年１０月）２０頁参照
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経済的利益
を含む。
に対するす
べての報酬。
退職金も含
む。
て収受する
所得。
退職金も含
む(所得控除
あり)。
者から得ら
れるすべて
の所得。
退職金も含
む(所得控除
あり)。
者から得ら
れるすべて
の所得。
退職金も含
む(所得控除
あり)。
経済的利益 原則として
給与とみな
され課税。た
だし、非課税
規定あり。
原則として
給与とみな
され課税。た
だし、非課税
規定あり。
原則として
給与とみな
され課税。た
だし、非課税
規定あり。
原則として
給与とみな
され課税。た
だし、非課税
規定あり。
原則として
給与とみな
され課税。た
だし、非課税
規定あり。
（出所）財務省ホームページ「主要国における課税単位の概要」
２．給与所得に対する課税方法
わが国の所得税の制度は、主要諸外国の制度と、個人単位、夫婦合算及び家族単位とい
った課税単位こそ異にしているものの、給与に対する課税においては、その範囲及び経済
的利益（フリンジベネフィット）に対する課税についてはそれほど大きな差は認められな
い。しかし、下記の点において主要諸外国と異なっている89。
① わが国における概算控除である給与所得控除は、主要諸外国に比し高額であるうえ、
上限が設けられていない。このため、実額控除である特定支出控除を適用することが困
難であると思われる。
② 年末調整制度は、ドイツを除く主要諸外国では行われていない。
③ 給付つき税額控除は、内容の相違はあるものの、主要諸外国すべてで行われている。
わが国・アメリカ・イギリス・ドイツ・フランスについては概算控除と実額控除が認め
られているが、イギリスにおいては、必要経費の概算控除制度はなく、実額控除のみが認
められており、その実額控除は非常に限定されたものとなっている。
わが国・アメリカ・ドイツ・フランスについては、給与所得者について必要経費の概算
控除が認められており、これに代えて必要経費の実額控除も認められている。しかし、ア
89 水野・前掲注８８、２１頁
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メリカ・ドイツ・フランスが認めている必要経費の概算控除は、水準は低いものとなって
いる。実額控除に関しては、わが国も含め、どの国も勤務に直接必要となる経費に限られ
ている。つまり、わが国の給与所得控除は、概算控除としては非常に寛大な控除となって
いるため、実額控除を適用するよりも有利になっているのである。したがって、現状をみ
ても、実際に実額控除を利用している人々は数人程度しかいないのである。
なお、給与所得者の概算控除（給与所得控除）、実額経費（特定支出控除）、源泉徴収
制度、年末調整制度及び給付つき税額控除については、下記の表において比較される90。
わが国と主要諸外国との比較表
日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス
給与所得者
の概算控除
給与所得控
除（給与収入
金額に応じ、
控除率：４
０％～５％
の５段階、最
低控除額６
５万円）が認
められる。
なし。
ただし、医療
費、住宅ロー
ン利子等を
含め調整総
所得金額か
ら控除でき
る標準（概
算）控除があ
る。
夫婦共同申
告
１１６００
ドル（９５．
１ドル）
なし。 被用者概算控
除
９２０ユーロ
（１０．３万
円）
必要経費概算
控除
社会保険料控
除後の給与収
入 金 額 の １
０％
最低控除額
４２１ユーロ
（４．７万円）
最高控除額
１４１５７ユ
ーロ（１５８．
６万円）
実額経費 通勤費等勤
務に直接必
要な特定支
上記に代え
て、必要経費
については、
必要経費に
ついては、実
額控除が認
上記に代え
て、必要経費
については、
上記に代え
て、必要経費
については、
90 水野・前掲注８８、２０頁参照
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出の額が給
与所得控除
額を超える
場合は、その
超える部分
につき、特定
支出控除が
認められる。
実額控除が
認められる。
められる。 実額控除が認
められる。
実額控除が認
められる。
源泉徴収の
有無
あり。 あり。 あり。 あり。 なし。
年末調整等 あり（年間の
給与収入２
０００万円
以下の者に
ついて行わ
れる）。
なし。源泉徴
収を受ける
納税義務者
も確定申告
を行う。
年末調整制
度はないが、
支出の都度、
累計所得税
について過
不足を調整
する。
あり（翌年３
月末まで）。
なし。
給付つき税
額控除
なし。 勤労所得税
額控除及び
子女税額控
除。
税額から控
除し、控除し
きれない額
を給付する。
勤労税額控
除及び児童
税額控除。
税額から控
除するので
はなく、全額
給付する。
児童手当。
税額から控除
するのではな
く、全額給付
する。
雇用のための
手当。
税額から控除
し、控除しき
れない額を給
付する。
（備考）邦貨換算レートは、１ドル＝８２円、１ユーロ＝１１２円（基準外国為替相場及
び裁定外国為替相場：平成２２年(２０１０年)１１月中における実勢相場の平均値）
（出所）財務省ホームページ「給与所得者の必要経費等についての各国の制度の概要」
財務省ホームページ「主要国の給与に係る源泉徴収制度の概要」
税制調査会「第２回スタディ・グループ資料（給付付き税額控除）」
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第４章 給与所得控除制度の問題整理
第１節 現行規定に対する問題提起
１．問題の所在
明治２０年に所得税法が創設された後、大正２年の所得税法の改正において勤労控除
（給与所得控除）が創設された。大正２年の所得税法の改正では、勤労所得（給与所得）
について、収入予算額の１０分の１を控除することとし、勤労控除が創設された。この勤
労控除は、大正２年、給与所得が資産所得、事業所得と比べて担税力が弱いこと等を理由
として設けられたもので、その後、控除の考え方にもその内容にも幾多の変遷があり、給
与所得者の負担軽減を目的として急ピッチで控除の引き上げが行われてきた。
その後、第１章第４節で述べた大島判決では、給与所得控除制度が合憲であると判断さ
れたが、「総評サラリーマン訴訟」をはじめ同制度の改善を求める声が強まったこと等もあ
って、その後の給与所得控除の額は、逐次引き上げられることとなった。同判決では、給
与所得控除の意義やあり方が注目され、サラリーマンの多くが抱いている所得税の不公平
の問題、特に、給与所得控除制度のあり方、業種間の所得捕捉率の格差などの問題につい
て法廷で議論された。
また、大島訴訟の上告審判決を経て、昭和６２年の所得税法改正において、特定支出控
除の制度が導入された。
給与所得控除の金額を引き上げる際は、理論的というよりは、給与所得者優遇という租
税政策上なものを根拠として、金額を引き上げてきたようでもある。そのため、給与所得
控除の額の変遷や諸外国との比較から、果たして、給与所得控除の額は妥当であるのか、
あまりに寛大に設定され過ぎているのではないかという問題点がしばしば指摘される。し
かし、問題点を指摘する際に議論に挙がる内容は、給与所得控除の性格や根拠が明確にな
っていないことの指摘から、給与所得控除のサラリーマン経費の概算控除だけという性格
論を根拠に給与所得控除の額を縮小するべきといった、安易な議論が多いようでもある。
そこで、従来の税制調査会等の議論をも整理した上で、以上の論点のほか、大島訴訟で議
論された、９・６・４（クロヨン）といった捕捉率の格差や租税優遇措置の問題点などを
踏まえながら、給与所得控除の額のあり方がどのように検討されてきたかを整理して置き
たい。
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２．平成１３年度日本税理士会連合会税制審議会の意見
このような給与所得課税の問題点に関し、日本税理士会連合会の諮問機関である税制審
議会は、平成１３年６月８日付で日本税理士会連合会会長から諮問のあった「給与所得課
税のあり方について」という諮問に対し、現行の給与所得に対する税制が必ずしも現状の
経済実態に即応していないのではないかという問題意識の下に審議を行い、次のような答
申を行った91。
「戦後の我が国の経済成長は、多くの企業が採用した終身雇用制、企業別の社会保険制度、
年金制度、退職金制度などの整備・拡充によるところが大きい。とりわけ終身雇用制を前
提とした給与体系は、被用者の年齢と勤続年数に応じて賃金が逓増する仕組みであり、企
業の維持発展に不可欠となる安定的な労働力を供給する要因の一つであった。しかしなが
ら、近年の経済社会構造の急激な変革は、雇用形態の多様化と流動化を促し、次のような
事象を生じさせている。
① 従業員の会社や職場に対する帰属意識が希薄化し、よりよい労働環境を求めて転職す
ることが日常的となってきたこと。
② 人材派遣制度が普及し、企業が効率的な労働力の調達に積極的になったこと。
③ いわゆるフリーターなど定職にこだわらない短期の就労者が増加するとともに、企業
も人件費の負担を考慮して固定的な雇用関係を避けるようになりつつあること。
④ 企業がフレックスタイム制を導入したことにより効率的、機能的な就労が可能となり、
また、在宅勤務の採用により、いわゆる家内労働との差異がなくなってきたこと。
⑤ 役員及び従業員の労務に対するインセンティブとしてストックオプション制度などを
導入する企業が増加し、役務提供の対価が固定的な金銭支給に限られなくなったこと。
⑥ いわゆる能力給や年俸制を導入する企業が増加するなど、給与の支給形態が多様化す
るとともに、短期の就労者が増加し、退職金と給与の区分が不明確になりつつあること。
⑦ 役員が会社に損害を与えた場合の賠償責任を問う株主代表訴訟制度が整備され、給与
所得者である役員についても、事業所得者と同様の職務上の責任と危険負担が求められ
るようになったこと。
⑧ 給与所得者である公務員においても、不作為等により国民に不利益を与えた場合には、
会社の役員や事業所得者と同様に責任が追及されること。
91 日本税理士会連合会税制審議会「給与所得課税のあり方について―平成１３年度諮問に対
する答申―」（平成１４年２月）１頁
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これらの事象は、被用者の就労に対する意識の著しい変化を示しており、我が国特有の
終身雇用制も崩壊しつつある。また、給与所得者といえども自己の職務上の責任と危険負
担が求められるようになるなど、給与所得者をめぐる社会環境は大きく変化している。
このような状況からみると、人的役務の提供に係る対価について、所得税制上、現行の
所得区分が適切か否かという疑問が生ずる。被用者に対して職務上の責任と危険負担が求
められるとすれば、給与所得に区分される労務の対価であっても、その実質は事業所得に
類似すると考えられる。
また、終身雇用制に基づく退職金制度を採用する企業が減少していること、将来の退職
金を給与に上乗せして就労期間中に支給する企業があること、短期の就労者が増加してい
ることなどからみると、その労務の対価は、現行法上は給与所得であっても、その対価の
うちには退職金に相当する部分が含まれているという見方もできる。
所得税法が１０種類の所得区分を置いているのは、所得の源泉や性質等に応じた担税力
を測定し、的確な課税を行うためである。給与所得の金額は、収入金額から法定の給与所
得控除額を差し引いて算定することとされているが、これは給与所得がもっぱら個人の労
働に依存しているため、資産性所得や事業所得等と比べて担税力が低いと考えられてきた
ことによる。
しかしながら、上述したような近時における状況の変化をみると、給与所得は他の所得
と比べて担税力が低いという考え方は必ずしも適切とは言い難い。また、現行所得税法が
予定している給与所得の概念や範囲が整備された当時と、今日の経済社会状況は明らかに
異なってきており、税制が実態に即したものとはいえなくなっているのではないかという
見方もできる。
このような観点から、現行所得税法における給与所得の範囲や所得区分の見直しを検討
すべきであると考えられるが、仮に現行税制を維持するとしても、労務の提供を源泉とす
る所得について、給与所得と事業所得との間の課税上の均衡を図ることは、従来にも増し
て重要になりつつある。」
「所得税法は、各種所得の金額の計算に当たり、収入金額からその収入を得るための必要
経費を控除する方法を基本としている。
給与所得の金額は、原則として収入金額から法定の給与所得控除額を控除して算定する
こととされているが、このような仕組みからみると、給与所得控除額には、給与所得に係
る必要経費に相当する金額が含まれていることは明らかである。ただし、実際に支出した
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経費がない場合であっても給与所得控除が適用される反面、納税者が明らかに必要な経費
として支出したものであっても、特定支出控除制度が適用されない限り、その経費は控除
の対象にならない。こうした点からみると、給与所得控除制度は、必要経費を控除した所
得に課税するという所得税法の基本的考え方とは異なった観点から定められていると考え
られる。
給与所得控除の性格は、一般に、①勤務に伴う概算経費控除、②給与所得と他の所得と
の捕捉の違いを考慮した負担調整、③源泉徴収制度の適用により申告納税者に比べて早期
に納税することの利子相当額の調整、④給与所得の担税力が他の所得より低いことを考慮
した負担調整、といわれている。
しかしながら、現行の給与所得控除額にこれらの内容がどの程度の割合で含まれている
かの客観的基準はなく、また、これを実証することはほとんど不可能である。したがって、
その性格は極めて不明確であり、その結果、給与所得者からみると、必要経費の控除が認
められていないという誤った認識が生ずるとともに、事業所得者の所得の捕捉に不信感を
持っている。一方で、事業所得者等からみれば、実際に支出していない経費の控除が認め
られていることから、給与所得者は不当に優遇されているのではないかという不信を招き
かねない。
給与所得控除の性格とそのあり方を検討してみると、上記に示した内容のうち、③の申
告納税者との間の利子相当額の調整は、現行の金利水準等からみて、ほとんど必要ないと
考えられる。また、近時の就労状況の変化や給与の支給形態の多様化等からみて、上記④
の給与所得の担税力が他の所得より低いという考え方は、前述したとおり、必ずしも適切
ではない。したがって、給与所得控除の意義は、必要経費の概算控除と他の所得との捕捉
の違いを考慮した負担調整の２つにあるとみることができるが、このうち後者の所得間の
捕捉の違いは、税務執行上の問題であり、現実に捕捉の差異があるとしても、これを制度
面で調整することは適切ではないという見方もできる。
このような観点から給与所得控除制度をみると、仮に現行制度を存置するとしても、給
与所得に係る必要経費の概算控除と位置付けるべきである。」
「給与所得は、明治２０年に我が国に所得税法が制定された当初から課税の対象とされて
きたが、その課税標準の算定に当たり、実額による必要経費を控除する制度は未だかつて
制定されたことはない。これは、給与所得に必要経費が存在することは認められるとして
も、給与所得者が支出した費用について、収入を得るための経費であるか、家事上の経費
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とみるべきかの判別は実際問題として極めて困難であり、仮に実額による必要経費控除制
度を導入しても、税務執行上の混乱が避けられないとされてきたことによる。
しかしながら、個別の事情を斟酌することなく、法定された給与所得控除の画一的な適
用に対して、給与所得者に不満や不平が存在してきたことも事実である。こうした問題を
背景として、昭和６２年の税制改正において、実額による経費控除に類似する「特定支出
控除制度」が創設されている。
特定支出控除制度は、①通勤費用、②転任に伴う転居のための引越費用、③研修費、④
一定の資格取得費、⑤単身赴任者の帰宅旅費を対象とし、これらの支出金額の合計額が給
与所得控除額を超える場合に、給与所得控除後の金額からその超える部分の金額を控除し
て給与所得の金額を算定するものである。この制度は、給与所得者に対しても確定申告を
通じて税制に参画できる途を拓くとともに、税負担の公平感の維持と納税意識の形成とい
う意味では重要な制度と位置付けることができる。
ただし、特定支出のうち単身赴任者の帰宅旅費などは、収入を得るための経費というよ
りも、むしろ家事費又は家事関連費としての性格を有していること、その対象費用が上記
の５項目に限定されていること、これらの支出額の合計額が給与所得控除額を上回る場合
にのみ適用されることなどからみると、この制度は、給与所得者に特有の支出が多額に生
じた場合の負担調整とみるべきであり、実額による必要経費控除制度とは本質的に異なる
ものである。また、制度創設以来の実際の適用件数は僅少にとどまっており、事実上形骸
化しているという批判も少なくない。
こうした観点からみると、現行の特定支出控除制度は、廃止を含めて抜本的に見直すこ
とが適当であり、事業所得等との均衡を図りつつ実額に基づく新たな必要経費控除制度を
検討すべきである。」
「給与所得における必要経費を検討してみると、通勤費用、出張旅費及び転任旅費、職務
上着用が義務付けられる制服などの衣服費、職業上必要な図書費や研修費で給与所得者が
自己負担したもの、事務機器等の備品や営業社員が職務に要する自動車の取得費又は償却
費などが考えられる。また、在宅勤務における光熱費や通信費などのほか、大学教授等の
研究資料の収集に要したアルバイト代なども必要経費となり、また、勤務先関係者との交
際費も必要経費としての性格を有しているという見方もできる。
これら必要経費について、給与所得者の職務内容が様々である以上、その範囲も多岐に
わたるところであるが、基本的には事業所得における必要経費と同様に、その職務の遂行
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のために支出した費用のうち、収入を得るために通常必要と認められるものということが
できる。
給与所得の必要経費について、仮に実額による控除制度を導入するとすれば、課税の公
平を確保するため、法令に一般的基準を置く必要があることはいうまでもないが、執行上
の問題を勘案すれば、実額控除の対象となる費用や支出の範囲について、具体的かつ例示
的に示した基準を設定する必要がある。
また、控除の対象とした経費について、事業所得の場合と同様の記帳と証憑書類の保存
を義務付けるなど、適正な申告が担保される制度を構築する必要がある。」
３．平成１７年度税制調査会の論点整理
平成１７年６月に政府税制調査会が発表した「個人所得課税に関する論点整理」に関す
る意見は、次のとおりである。
「給与所得に関しては、近年における雇用形態、就業構造の変化が重要となる。被用者は
就業者の約８割を占めるに至り、かつ、正規雇用者の割合が大幅に低下する一方で、パー
ト・派遣労働者・業務請負等の非正規雇用者の割合が急上昇するなど雇用形態の多様化も
進んでいる。また、日本型雇用慣行の揺らぎとあいまって、「会社」を通じた雇用・生活
保障機能が低下するなど個人にとって生活の不確実性が高まる中、自らの市場価値を高め
るべく様々な自己努力を行っている給与所得者もいる。
そもそも給与所得も事業所得も、勤労を通じた経常的所得であるとの点では差異はない。
こうした雇用形態の多様化等の状況も踏まえれば、雇用関係の有無だけをもって給与所得
者と個人事業者を比較し、その置かれた立場の強弱を一律に論ずることは難しくなりつつ
ある。すなわち、給与所得者であることを理由として、所得の計算にあたって特別の斟酌
を行う必要性は乏しくなってきているといえよう。
そうした意味では、給与所得控除の見直しが課題となる。給与所得控除については、従
来から、給与所得者にかかる「勤務費用の概算控除」のほか、被用者特有の事情に配慮し
た「他の所得との負担調整のための特別控除」という二つの要素を含むものとして整理が
なされてきた。このように被用者特有の事情を画一的にとらえて一律の控除を行うという
現行の仕組みを見直し、事業所得にかかる必要経費の取扱いの見直しとあわせて、給与所
得者の控除や申告のあり方についても、経費が適切に反映されるような柔軟な仕組みを構
築していくべきである。つまり、より勤務の実態に即したものに変えていくとともに、職
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務遂行上の経費として認められる特定支出控除の対象範囲の拡大について検討する必要が
ある。
また、被用者が享受するいわゆるフリンジベネフィットに対しては、税負担の公平を失
することのないよう、引き続き適正な課税を行っていく必要がある。」
「給与に対する納付の手続について見ると、源泉徴収義務者である給与の支払者は、給与
の支払時に一定の税額をあらかじめ源泉徴収して納付し、その年の最後の給与を支払う際
に年末調整を行い過不足を調整する仕組みとなっている。この年末調整により税額が精算
されるので、一般のサラリーマンは通常、確定申告を要しないこととなる。
給与の源泉徴収は、適正な課税を担保し、納付の便宜、平準化などに資するために必要
な制度である。給与所得について確定申告を行うこととすれば、源泉徴収は不要になるの
ではないかとの主張が行われることがある。しかし、年末調整を行うか確定申告を行うか
という論点と源泉徴収を行うこととは別の次元の事柄であり、主要国においても年末調整
の有無に関わらず、適正で確実な課税を担保する観点から源泉徴収が広く行われている。
ただ、給与所得者が自ら確定申告を行うことは、社会共通の費用を分かち合う意識向上
の観点からは重要である。税務執行面にも配慮しつつ、こうした機会を拡大していくこと
が望ましい。給与所得控除の見直しとあわせ、特定支出控除の範囲が拡大されることとな
れば、こうした機会は増大すると見込まれる。同様の観点から、年末調整のあり方につい
ても、諸控除の適用のために必要となる個人情報の取扱いとの関係にも留意しつつ、引き
続き議論を行っていく必要がある。確定申告を求める機会を拡大していくのであれば、申
告を行うメリットとして、適切な源泉徴収と組み合わせて、確定申告にあたって還付を受
けられるといった仕組みとすることも考えられよう。」
４．平成２３年度税制改正大綱
平成２２年１２月１６日に政府税制調査会が発表した「平成２３年度税制改正大綱」に
関する意見は、次のとおりである。
「給与所得控除については、「勤務費用の概算控除」と「他の所得との負担調整のための特
別控除」（以下「他の所得との負担調整」といいます。）の二つの性格を有しているものと
されています。
しかし、就業者に占める給与所得者の割合が約９割となっている現状で、「他の所得と
の負担調整」を認める必要性は薄れてきているのではないかと考えられます。 また、現在
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の給与所得控除については、マクロ的に見ると、給与収入総額の３割程度が控除されてい
る一方、給与所得者の必要経費ではないかと指摘される支出は給与収入の約６％であると
の試算もあり、主要国との比較においても全体的に高い水準となっています。このため、
給与所得控除の二つの性格について、各々２分の１であることを明確化した上で、格差是
正、所得再分配機能の回復の観点から、過大となっている控除を適正化するための見直し
を行います。」
「現在の給与所得控除は、給与収入に応じて逓増的に控除が増加していく仕組みとなって
おり、上限はありません。しかし、給与所得者の必要経費が収入の増加に応じて必ずしも
増加するとは考えられないこと、また、主要国においても定額又は上限があること等から、
給与収入が１５００万円を超える場合の給与所得控除額については、２４５万円の上限を
設けることとします。」
「法人役員については、一般従業員に比べ、勤務態様が必ずしも従属的でないと考えられ
ることや、給与の自己決定度合いが高いこと等を踏まえると、特に、高額な役員給与につ
いては、給与所得控除の性格のうち「他の所得との負担調整」部分が過大となっていると
考えられます。このため、役員給与に係る給与所得控除を見直し、特別に高額な役員給与
については、「勤務費用の概算控除」部分である、給与所得控除額の２分の１の額を上限と
します。」
「今般、給与所得控除に上限を設けることに併せ、特定支出控除を使いやすくする観点か
ら、特定支出の範囲を拡大するとともに、特定支出控除の適用判定の基準を見直すことと
します。具体的には、就労の多様化等を踏まえ、現在、特定支出の範囲から除外されてい
る弁護士、公認会計士、税理士など、法令の規定に基づいてその資格を有する者に限って
特定の業務を営むことができる資格の取得費を特定支出の範囲に追加します。
また、図書費、衣服費、交際費及び職業上の団体の経費（以下「勤務必要経費」といい
ます。）も、特定支出の範囲に追加します。なお、この勤務必要経費については、高額なも
のを購入できる高額所得者を過度に優遇するといった不公平が生じないよう、上限を設け
ることとします。
さらに、特定支出控除の適用判定の基準となる控除額については、「勤務費用の概算控
除」部分、すなわち給与所得控除額の２分の１の額とし、給与所得者の実額控除の機会を
拡大します。」
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５．その他論調
（１）給与所得控除の概算経費
①「給与所得控除を概算経費控除としてみた場合、給与所得控除の給与収入に対する比率
が給与収入額によって違いすぎるし、また構造が複雑過ぎる。いっそうフラット化する方
向で制度の簡素化をはかるべきであろう92。」
②「第一は、きわめて高額な給与収入部分にも必要経費を認めることがはたして妥当かど
うかという問題です。きわめて高額な給与収入部分は、税法上給与所得とされる役員賞与
のウエイトが高いと考えられますが、役員賞与には労働報酬よりも利益処分の性格が強い
とみなされているからです。第二は、給与所得控除の提言控除率構造と所得税の累進税率
構造との相乗作用によって、給与収入の増加につれ税負担率の上昇テンポが加速されると
いう問題です。第三は、必要経費の概算控除としては高すぎるのではないかとしばしば指
摘されることです93。」
（２）特別措置の差異
①「青色専従者や同族会社経営者等の給与についても、まったく同様に給与所得の概算控
除を認めてきたため、経費控除の利用（あるいは濫用）という面において、本来の給与所
得者が持つハンディキャップを是正しようという制度の狙いが達成されていない94。」
②「給与所得には２種類のタイプがあって、その給与所得者の中での不平等問題があり、
それが給与所得控除制度の最大の問題点だ95」と指摘し、「その２種類は何かというと、
私のように、自分の所得を全くコントロールできない純粋なサラリーマンと、そうではな
く、自分の所得を自由にコントロールできるサラリーマンと２種類がいるわけです。公務
員のように完全に雇用関係の下で従属する人と、自分が事業を起こして社長になり、その
会社から給与をもらい、更には奥さんや子どもを役員にして、そこから給与を貰える人が
います。後者の人たちは、経費を徹底して会社の収入から控除して、そして給与を山分け
して、そこからまた給与所得控除を受けるわけです。大島訴訟の影響で、その後のわが国
の高度経済成長の恩恵を受けて、この給与所得控除もかなり手厚くなったのですが、結果
92 藤田晴「所得税の基礎理論」（中央経済社 平成４年）１１０頁
93 宮島洋「租税論の展開と日本の税制」（日本評論社 昭和６１年）１７２頁
94 藤田・前掲注９２、１１０頁
95 品川芳宣「「個人所得課税に関する論点整理」の検証」（第５７回租税研究大会記録 平成
１８年３月）８頁
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的には、この給与所得者の二重構造の格差を更に拡大してしまいました。まず、そのこと
がある意味では最大の問題であります96。」
（３）平成２３年度税制改正大綱の評価
平成２２年１２月１６日に政府税制調査会が発表した「平成２３年度税制改正大綱」（以
下大綱という。）に対する意見は、次のとおりである。
①「給与所得控除については、従来制度では給与収入１０００万円以上の場合、収入の増
加分の５％に相当する金額の控除が認められ、収入の増加に応じて控除額が増える仕組み
となっていたが、今回の税制改正では、給与収入１５００万円以上に関しては２４５万円
の上限が設定された。さらに役員給与については、２０００万円以上から上限額を徐々に
引き下げて、４０００万円以上では１２５万円となる。給与所得控除には、①勤務費用の
控除、②他の所得との負担調整という２つの性格があるが、高額な役員給与に関しては、
そもそも自己決定の度合いが高いので、他の所得との負担調整の必要性が低いと判断され
たのである。長年にわたり懸念となっていた給与所得控除が、一部ながらも縮減されたこ
との意義は大きい。
所得税における累進性の強化には、最高税率の引き上げと課税ベースの拡大という２つ
の方法があるが、税制改正大綱では後者にあたる給与所得控除の縮小という方法を選択し
た訳である。最高税率の引き上げはメッセージ性が高く、国外への租税回避を招き、さら
に海外の有能人材の国内への誘因の阻害要因となりかねない。また、高所得者に限定した
給与所得控除の縮小であると、低所得者の負担を変えることなく高所得者への課税を増や
すことができる。なお、給与所得控除は高所得者に留まらず、低所得者においても寛大で
あると思われ、今年度の見直し議論を契機とした将来の議論が期待される97。」
②「大綱は、給与所得控除の性格が、「勤務費用の概算控除」及び「他の所得との負担調
整のための特別控除」の二つの性格を持つものとしている。この点は、近時の政府の説明
が、勤務費用の概算控除であるとするのと比べて、違いを見せている。給与所得控除には
この２つの性格があるとする理解は、以下に述べるとおり、大きな流れとしては、他の所
得との負担調整のための特別控除（大綱のこの表現は不正確であり、正しくは、担税力の
格差の是正というべきであるが）は認めるが、概算経費部分は過大になっているので、こ
96 品川・前掲注９５、８頁
97 白石浩介「税制改正大綱の概要」（税研１５６号 平成２３年３月）１７頁
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れをできるだけ抑制していこうとする方向性を導き、正当化するための論理的な出発点と
なっている。
他の所得との負担調整という説明は明確ではない。大綱は、「他の所得との負担調整」
にいう「他の所得」とは何かを明らかにしていない。負担調整は、担税力の格差の是正を
意味する（捕捉率の問題ではない）ものと思われ、そうだとすれば、ここでいう「他の所
得」は、基本的に事業所得ではない。給与所得控除における担税力の格差の是正とは、も
ともと、勤労性所得は資産性所得と比べて担税力が小さいことに配慮して、その是正を図
ることを意味する、と考えるべきであろう。この問題は、就業者のうち給与所得者が９割
を占めればもはや問う必要がなくなるのではない。それは所得源泉の質の強弱に関わる問
題である。
歴史的に見ると、給与所得控除は、長期に及んで、概算経費控除、担税力の格差の是正、
捕捉率の格差の是正、金利差の補正、という４つの要素から成ると説明されてきた。その
要素の理解やその比重がその時々の政策的考慮によって理由なく変わることは、制度に対
する信頼を失いせかねない。
給与収入が１５００万円を超える場合には、給与所得控除額は頭打ちになる。その理由
として、必要経費が収入の増加に応じて必ずしも増加しないとするが、これについては、
より具体的な説明力ある説明が必要と思われる。
また、役員給与等について給与所得控除額の２分の１の額を上限とする理由が、「他の
所得との負担調整」部分が過大となっているためとする（ここでは、経費部分が過大にな
っているという理由を用いていないことに注意せよ）が、これについても、「他の所得」が
何かを明示していないままで、このような説明で終えてよいかは相当の疑問がある。上に
述べたように、「他の所得」が資産性所得であるとすると、役員給与が給与所得性を持つ限
りにおいて、担税力を調整することは当然だということになるからである。
大綱は、特定支出の見直しとして、「図書費、衣服費、交際費及び職業上の団体の経費」
（以下「勤務必要経費」という）を特定支出の範囲に加えている。具体的に許容される勤
務必要経費の範囲如何であるが、この措置は、給与所得につき実額経費控除の方向性を更
に進めるものとして、基本的に評価されてよいであろう。とはいえ、職務執行の必要とい
う要件をどれだけ満たすのか、給与等の支払者による証明がどれだけなされるかは定かで
ない（例えば、弁護士等の資格の所得が職務の遂行に直接必要な場合とは何か、証明はさ
れるが従業員の負担となる「交際費」とは何か）。将来的には、概算経費控除との選択を
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認めつつ、給与所得者にも申告納税を求めることが適切と考える98。」
第２節 問題点の整理
１．給与所得控除制度（概算控除）の是非
昭和３１年１２月の臨時税制調査会「臨時税制調査会答申」は、給与所得控除制度につ
いて、①勤務費用の概算控除、②担税力の調整、③他の所得との捕捉率の調整、④源泉徴
収による利息調整の４つの性格を併せ持つと答申している。これらの考え方は、いずれも
１つだけでは現行の給与所得控除制度を完全に説明するには問題があり、また、現行の控
除額中に、これらの理由による控除の部分がどのように含まれているかについて、量的に
評量するのはむずかしい。そのため、現行の控除の考え方は、それぞれに根拠があり、こ
れらを総合勘案して定められたものと考えられる。
最高裁昭和６０年３月２７日大法廷判決（民集３９巻２号０２４７頁）は、給与所得控
除制度の趣旨について、次のとおり判示している99。
「給与所得者は、事業所得者と異なり、自己の計算と危険とにおいて業務を遂行するもの
ではなく、使用者の定めるところに従って役務を提供し、提供した役務の対価として使用
者から受ける給付をその収入とするものであるところ、右の給付の額はあらかじめ定める
ところによりおおむね一定額に確定しており、職場における勤務上必要な施設、器具、備
品等に係る費用のたぐいは使用者において負担するのが通例であり、給与所得者が勤務に
関連して費用の支出をする場合であっても、各自の性格その他の主観的事情を反映して支
出形態、金額を異にし、収入金額との関連性が間接的かつ不明確とならざるを得ず、必要
経費と家事上の経費又はこれに関連する経費との明瞭な区分が困難であるのが一般である。
その上、給与所得者はその数が膨大であるため、各自の申告に基づき必要経費の額を個別
的に認定して実額控除を行うこと、あるいは概算控除と選択的に右の実額控除を行うこと
は、技術的及び量的に相当の困難を招来し、ひいて租税徴収費用の増加を免れず、税務執
行上少なからざる混乱を生ずることが懸念される。また、各自の主観的事情や立証技術の
巧拙によってかえって租税負担の不公平をもたらすおそれもなしとしない。旧所得税法が
98 田中治「税制改正大綱を評価する―税法学の観点から」（税研１５６号 平成２３年３月）
５９～６０頁
99 なお、給与所得控除が認められている理由のうち、最も重要なものとして、必要経費の概
算控除を掲げる論者もいる。金子・前掲注１１、２０４頁
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給与所得に係る必要経費につき実額控除を排し、代りに概算控除の制度を設けた目的は、
給与所得者と事業所得者等との租税負担の均衡に配意しつつ、右のような弊害を防止する
ことにあることが明らかであるところ、租税負担を国民の間に公平に配分するとともに、
租税の徴収を確実・的確かつ効率的に実現することは、租税法の基本原則であるから、右
の正当性を有するものというべきである。」
「給与所得控除は、給与所得に係る必要経費を概算的に控除しようとするものではあるが、
なおその外に、①給与所得は本人の死亡等によってその発生が途絶えるため資産所得や事
業所得に比べて担税力に乏しいことを調整する、②給与所得は源泉徴収の方法で所得税が
徴収されるため他の所得に比べて相対的により正確に捕捉されやすいことを調整する、③
給与所得においては申告納税の場合に比べ早期に所得税を納付することになることからそ
の間の金利の調整をする、との趣旨を含むものであるというのである。しかし、このよう
な調整は、税制調査会の答申及び立法の経過によっても、それがどの程度のものであるか
明らかでないばかりでなく、所詮、立法政策の問題であって、所得税の性格又は憲法１４
条１項の規定から何らかの調整を行うことが当然に要求されるものではない。したがって、
憲法１４条１項の規定の適用上、事業所得等に係る必要経費につき実額控除が認められて
いることの対比において、給与所得に係る必要経費の控除のあり方が均衡のとれたもので
あるか否かを判断するについては、給与所得控除を専ら給与所得に係る必要経費の控除と
とらえて事を論ずるのが相当である。」
また、税制調査会は、その後の議論でかかる立場に修正を加えており、昭和６１年１０
月の税制調査会「税制の抜本的見直しについての答申」においては、①勤務費用の概算控
除、②担税力の調整にこそ給与所得控除の主眼があるとし、具体的なわけ方についての客
観的基準が存しないとしつつも、それぞれの給与所得控除額の各々２分の１相当部分とす
ることが適当であると論じている。
更に、平成１２年７月の税制調査会「わが国税制の現状と課題―２１世紀に向けた国民
の参加と選択―」では、給与所得と他の所得との負担調整としての位置付けが薄れてきて
いると指摘している。この傾向はその後も維持され、平成１５年６月の税制調査会「少子・
高齢化における税制のあり方」では、「給与所得控除は、勤務に伴う経費の概算控除として
明確化すべき」と論じており、いよいよ給与所得控除は概算経費として認識される方向が
確認されてきたところである。
しかし、平成２２年１２月１６日に政府税制調査会が発表した「平成２３年度税制改正
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大綱」では、「大綱は、給与所得控除の性格が、「勤務費用の概算控除」及び「他の所得
との負担調整のための特別控除」の２つの性格を持つものとしており、近時の政府の説明
が、勤務費用の概算控除であるとするのと比べて、違いを見せている。
一方で、平成１３年度日本税理士会連合会税制審議会では、次のような答申を行った。
「給与所得の必要経費控除の方法について、所得計算の基本を踏まえ、事業所得等との課
税の均衡を図るためには、現行の給与所得控除制度を廃止して、実額による経費控除制度
とすべきである。
しかしながら、我が国においては、給与所得者が職務上必要とする旅費等の支出や備品
等の購入費は使用者が負担するのが通例であり、給与所得者自身が負担する費用はほとん
どないこと、仮に実額による控除制度を導入した場合には、その範囲を具体的に定めた基
準を設けたとしても、実際問題として執行上の混乱は避けられないと予測されることなど
を考慮すると、現行の給与所得控除制度を廃止して、直ちに実額控除制度に移行すること
は現実的ではないという見方もできる。
こうした問題点を踏まえると、さしあたり実額控除と法定の概算控除との選択制とする
か、あるいは最低保証控除額としての概算控除額に実額控除額を加算する制度のいずれか
によることも考えられる。
いずれの方法によるとしても、これらにおける法定の概算控除額は、現行の給与所得控
除額を相当程度下回る水準とすることが適当である。したがって、給与所得者が実際に支
出した必要経費の額にもよるが、実額控除制度を導入した場合の給与所得の課税標準額は、
多くの場合、現行よりも引き上げられると予測される。この場合の給与所得者の税負担の
増加については、課税最低限や租税負担率のあり方を検討した上で、所得税率の見直し等
によって対処することが適当である。」
また、給与所得控除の改革案として、他の意見は、以下の通りである。
「まず限定された実額控除制度を定着させ、給与所得者も税務当局も申告方式に慣れるよ
うにするために、以下の３点を提案している。①１９８６年税制改革答申の線にそって、
給与所得控除を、勤務費用の概算控除部分と他の所得との負担調整部分とに区分する。②
給与所得控除の構造は、定額控除と定率控除を組み合わせた準フラット方式にする（例：
控除額＝５０万円プラス５０万円超過収入の１５％）。③概算経費控除部分と特定支出と
の選択制に代えて、一定額以上の特定支出について、申告を条件として追加的控除を認め
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る制度を導入する100。」という意見がある。他にも、「勤務費用の概算控除」と「他の所
得との負担調整」の２つに区分し、「勤務費用の概算控除」の部分を実額控除との選択制
とすることが適当であるという意見もある101。
このように、給与所得控除の縮小により特定支出控除を拡大し、そして、サラリーマン
にも確定申告をさせる機会を広げることで、税制に対するサラリーマンの意識は大きく変
化するに違いないとし、実額控除を行う意義があるとする論者がいる102。しかし、「大島
訴訟の影響により、特定支出の控除という実額経費控除の道が開けたが、実質的には利用
者はほとんど存在せず、この制度は、形骸化していることを真摯に受け止めるべきであろ
う103。」という論者もいる。
以上のように、給与所得控除制度の是非については、同制度を積極的に廃止すべきとす
る意見はほとんど見受けられないが、同制度の性格を明確にすべきとし、「勤務費用の概算
控除」等に特化すべきとする見解は多い。この場合、「勤務費用の概算控除」を強調するこ
とは、現行の給与所得控除の額が高過ぎるということを意味し、その減額を求める見解が
強いと言えるが、その場合には、次の論点にも留意する必要がある。
２．給与所得控除を存続させる場合の論点
（１）必要経費性
所得税法においては、事業所得等の必要経費について「売上原価その他当該総収入金額
を得るため直接に要した費用」及び「販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき
業務について生じた費用」と定め（所法３７①）、また「家事上の経費及びこれに関連する
100 藤田・前掲注９２、１１２頁
101 なお、勤務費用の実額控除の選択性を導入する場合には、公平を確保し、適正な執行を図
る見地から諸外国の例も参考にしつつ、分かりやすさ、執行の容易さ等をも考慮し、実額控除
しうる勤務費用の範囲について、できるだけ具体的かつ明確な基準を設定する必要がある。臨
時税制調査会・前掲注２８、３２頁
102 「まず、特殊な職業に従事している人のなかには、経費が概算をこえる人もありうるだろ
う（例えば、オーケストラ団員やテレビアナウンサーの衣装費などが考えられる）。さらに、
選択の自由そのものが重要ともいいうるであろう。日本の給与所得控除制度は、国際比較でみ
てもサラリーマンにとつて寛大な制度とみなしうる。このように寛大な控除が設定されている
にもかかわらず、サラリーマンの税制に対する不満が強いということが問題である。税制に対
する不満は、単に税負担の大小のみでは捉えられないことの反映である。サラリーマンの大き
な不満は、納税額が自動的に決定されてしまい、対応の余地が全くないことにあるといえよう。」
野口悠紀雄「給与所得控除と実額控除」（税経通信第４１巻第９号 昭和６１年７月）５９頁
～６０頁
103 小池和彰「給与所得控除の性格（２）－税法最大のブラック・ボックスの隠れた意味－」
（税経通信第６３巻 平成２０年１２月）４８頁
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経費」は必要経費に算入しないとされている（所法４５①一）。事業所得等の必要経費の概
念の拡大に伴い、給与所得についても、上記の税法の必要経費の定義に合わせて、勤務に
伴う必要な費用を意味するものと考えるのが相当である104。
最高裁平成元年２月７日第三小法廷判決（訟月３５巻６号１０２９頁）は、「必要経費
の意義を確定するには当該所得発生の環境及び態様等も考慮すべきところ、これを給与所
得についてみると、給与所得者は自己の危険と計算とによらないで使用者の指揮命令に服
して労務を提供（いわゆる従属的労働）し、これに対する収入金額は使用者が決定するの
が通例であるため給与所得者の収入と経費との関連性は間接的となり、その結びつきは事
業所得等に比して不明瞭とならざるを得ず、加えて、右の従属的労働においては給与所得
者は専ら労務を提供するのみで、業務に関する費用は使用者が提供するのが通例であるた
め給与所得者の負担する経費は家事関連的性格を併有することが多く区別困難であるなど
の特質を有する。
右諸点を考慮すると給与所得の必要経費を一義的に定義することは極めて困難な事柄
であるが、少なくとも他の事業所得等の場合と同じく、給与等を得るため直接に要した費
用及びこれらの所得を生ずべき職務について生じた費用と解するのが相当であり、かつ当
該支出の職務との関連性が客観的に是認され得ることを必要とするものと解するのが相当
である。なお、家事関連費については事業所得の場合と同じく、そのうち、支出の主たる
部分が職務の遂行上必要であり、かつ、必要である部分を明確に区分できる場合に限り必
要経費に算入することが許されると解すべきである。」と判示している。
給与所得の必要経費と考えられるものは、まず典型的なものとして、職務上の出張に伴
う旅費や転任費用、職務上必要とされる制服その他の職業用具の取得費（又は償却費）な
どが考えられる。さらに一般的にいうと、給与所得者がその職務の遂行に関連して勤務先
から受ける金品で、給与収入に含まれないもの（課外除外）として挙げた各種「費用弁償」
及び現物給与等のうち「給与所得者の職務の性質上ないし使用者の業務の遂行上必要とさ
れるもの」に係る諸費用が挙げられる。これらの諸費用に充てられる金品の支給が、給与
所得者の勤務条件上使用者が負担すべきものとされている場合が多く、給与所得者の必要
経費と目される代表的な費目は給与所得者が受ける給与等とは別箇に使用者によって支給
される場合が常態であること、そしてこれらの金品が非課税とされる結果、給与所得控除
によってカバーされるべき給与所得者の必要経費はこれら以外の費用であり、その内容、
104 武田・前掲注３２、２０７８頁
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金額は通常は比較的限られたものであると考えられる105。
また、「問題は、給与所得者の場合、その勤務の性質上背広、靴等の被服費が事業所得
者等の場合より余計かかり、食費についても力士等職業運動家の場合には一般よりはるか
に高カロリーのものを必要とするところから、これらの超過支出額は必要経費とはみられ
ないかという点である。この点は確かに一つの議論であるが、特殊の場合を除けばその「超
過支出額」の認定ははなはだむずかしく、通常は税法のいう「家事関連費」に該当するも
のと考えられる。
以上みたとおり、給与所得控除でカバーされるべき給与所得の必要経費は、一般の給与
所得にとってそれほど大きな金額になるとは思えない。給与所得控除はいろいろの性格の
控除が組み合わされたもので、そのうち「必要経費の概算控除」の部分がどの程度見込ま
れているかというようなことは評量すべくもないが、現在、同控除はかつてない大幅のも
のとなっており、かりにその控除額全体をとって比較すると、給与所得者の必要経費がこ
れをこえるような場合はちょっと考えにくい106。」という意見がある。
更に、「給与所得者の必要経費をどのようなものにするかは、立法政策の問題であり、
政策により、いかようにも変わるとの見解があるが、しかしある程度の合意はある。すな
わち、給与所得者の必要経費を論ずる場合、収入と直接関連のある支出のみではなく、収
入と何らかの関連のある支出を必要経費とするのが一般的である。そして収入との何らか
の関連というのは、仕事あるいは事業と関連があるかどうかである。すなわち、仕事ある
いは事業と関連がある支出は必要経費であるが、しかし仕事あるいは事業と関係のない支
出は必要経費としないと考えるのである107。」という意見がある。
（２）捕捉率
源泉徴収にかかる給与所得と、申告納税にかかる事業所得や農業所得等との実際の捕捉
率には、一般的に、著しい格差が存在していると言われる。具体的には、給与所得の捕捉
率が最も高く、税務関係者の間では９・６・４（クロヨン）、つまり、給与所得は９割、
事業所得（非農業）は６割、農業所得は４割と呼ばれる捕捉率の格差があると言われてい
る。もっとも、クロヨン問題の実態ははっきりしたものではなかった。「統計データの裏
105 武田・前掲注３２、２０７８頁
106 武田・前掲注３２、２０７９頁
107 小池和彰「給与所得者の必要経費の判断基準」（税経通信第６５巻 平成２２年１２月）
３６頁
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づけもなく、したがって経験的にも立証されず、ただムード的に語呂合わせとして唱えら
れているだけの感じもする108。」という意見もある。クロヨン問題について最初に行われ
た実証的検証の推計の結果は、昭和４５年から昭和５３年について、それぞれ捕捉率は、
給与所得者は９割～１０割、事業所得者（非農業）は６割～７割、農業所得者は２割～３
割となっている109。
このように、給与所得の捕捉率は、申告納税にかかる事業所得や農業所得等の捕捉率に
比べて極めて高く、これらの所得間の捕捉率には著しい格差が存在する。これを考慮され
ずに課税がなされているため、給与所得者は、著しい不利益な取り扱いを受けているとし
ている。
最高裁昭和６０年３月２７日大法廷判決（民集３９巻２号０２４７頁）は、「所得の捕
捉の不均衡の問題は、原則的には、税務行政の適正な執行により是正されるべき性質のも
のであって、捕捉率の較差が正義衡平の観念に反する程に著しく、かつ、それが長年にわ
たり恒常的に存在して租税法制自体に基因していると認められるような場合であれば格別
（本件記録上の資料からかかる事情の存在を認めることはできない。）、そうでない限り、
租税法制そのものを違憲ならしめるものとはいえないから、捕捉率の較差の存在をもって
本件課税規定が憲法１４条１項の規定に違反するということはできない。」と判示している。
この捕捉率の較差の問題は、実際の較差がどの程度であるかということが実証され得る
か否かという問題にもかかわって、なお将来検討されなければならないであろうが、かか
る較差の発生は、起源的には、事業所得者等に対しては申告段階で自己の所得金額を確定
し得るという裁量行為が認められているのに対し、給与所得者にはそれが認められていな
いということに基因しているとも言い得る110。
また、「実際の所得の捕捉について、最近は非常によくなったと言われますが、サラリ
ーマンと同程度の所得捕捉がされているとは、決して思えません。それは、１つの程度問
108 石弘光「課税所得捕捉率の業種間格差 クロヨン一つの推計」（季刊現代経済 昭和５６
年４月）７２頁
109「クロヨン問題について最初に行われた実験的検証は、石弘光教授（当時一橋大学教授）の
研究である。その方法は、簡潔にいえば、税務上の所得と別の機関が作成した国民所得統計の
所得とを比較して、税法上の本来あるべき所得と実際税務統計上捕捉された所得が、どれだけ
乖離しているのかを確かめる手法である。石教授は、推計を行う上で、別の統計資料を使うた
め、所得概念を一致させる様々調整をおこなって推計をおこなっている。」小林豊「給与所得
控除の理論的根拠についての考察」（研究年報社会科学研究第２９号 平成２１年２月）１２
１頁
110 品川芳宣「大島訴訟（サラリーマン税金訴訟）の最高裁判決（昭和６０年３月２７日大法
廷判決）について―その意義と今後の問題―」（租税研究４２８号 昭和６０年６月）８４頁
84
題でありますから、昔よりはよくなったかもわかりません。しかし、今は、また別な租税
回避問題が深刻化しておりますので、そう簡単にはこの格差の問題は縮まりません111。」と
いう意見がある。
他の意見として、「昭和５２年には給与所得者、自営業者、農業所得者の間に９対７対
４に近い所得捕捉率の格差があったのに対し、その後２０年間でその差は飛躍的に縮小し、
平成９年の時点では１０：９：８に近い比率になっており、大幅に改善していることがみ
てとれる。国民所得統計においても把握されない地下経済(underground economy)の存在可
能性や、今回の推計においても一定の仮定の元に行われていることを考慮すれば、直近の
数値をもって所得捕捉率の格差を断定することは難しいが、所得捕捉率の格差が近年にお
いて改善しているということは疑いのない事であると考えられる112。」という意見もある。
なお、推計の方法は、「ここでは、税務署によって把握されている所得を示す税務統計に
対し、「真の所得」をより正確に表していると考えられるデータとして、国民所得統計を
用いて比較することによって、推計を行うこと113」としている。
（３）租税特別措置の差異
事業所得者については、租税特別措置において租税の軽減がなされているけれども、サ
ラリーマンにはそういう軽減措置がないと指摘されてきた。最高裁昭和６０年３月２７日
大法廷判決（民集３９巻２号０２４７頁）は、「所論は合理的のない租税優遇措置の存在を
いうが、仮に所論の租税優遇措置が合理性を欠くものであるとしても、そのことは、当該
措置自体の有効性に影響を与えるものにすぎず、本件課税規定を違憲無効ならしめるもの
ということはできない。」と判示している。
最近、この租税特別措置はできるだけ廃止するべきだと言われてきつつあるが、決して
廃止はされていない。租税特別措置に関しては、業種によっていろいろと開きがあり、場
合によっては、サラリーマンも恩恵を受ける住宅ローンについての特例措置もある。しか
し、そのような特別措置とは直接関係がなくても、事業所得者の方が遥かに有利であるこ
とがあるという次のような意見がある。「事業所得者は、配偶者等について金額制限のない
専従者控除ができますし、更に、法人成りができることです。給与所得や配偶者控除につ
111 品川・前掲注９５、９頁
112 大田弘子・坪内浩・辻健彦「所得税における水平的公平性」（景気判断・政策分析ディス
カッション・ペーパー 平成１５年３月）２３頁
113 大田・坪内・辻・前掲注１１２、２３頁
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いて、非常に批判的な税理士の専門家の方のほとんどが、自分で会社をつくって、自分が
社長になって、そして給与所得控除を利用して、更に、奥さんを副社長かなにかにして、
育児をさせながら給与を支払い、その奥さんにも給与所得控除が受けられます。事業所得
者には、所得税法５７条の規定があって、青色申告なら、専従者控除を適正な金額であれ
ばいくらでも控除できるわけです。白色申告であっても、８６万円まで控除が認められる
わけであって、サラリーマンの配偶者控除の倍以上控除できます。更に、青色申告するだ
けで６５万円の青色の特典控除があるわけです114。」
なお、専従者控除を規定している、所得税法５７条１項は、次のように規定している。
「第５７条 青色申告書を提出することにつき税務署長の承認を受けている居住者と生計
を一にする配偶者その他の親族（年齢１５歳未満である者を除く。）で専らその居住者の営
む前条に規定する事業に従事するもの（以下この条において「青色事業専従者」という。）
が当該事業から次項の書類に記載されている方法に従いその記載されている金額の範囲内
において給与の支払を受けた場合には、前条の規定にかかわらず、その給与の金額でその
労務に従事した期間、労務の性質及びその提供の程度、その事業の種類及び規模、その事
業と同種の事業でその規模が類似するものが支給する給与の状況その他の政令で定める状
況に照らしその労務の対価として相当であると認められるものは、その居住者のその給与
の支給に係る年分の当該事業に係る不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金
額の計算上必要経費に算入し、かつ、当該青色事業専従者の当該年分の給与所得に係る収
入金額とする。」
また、個人事業者等に対する租税特別措置法の具体的な例は、次のようなものがある。
① 試験研究を行った場合の所得税額の特別控除（措法１０）
② 試験研究を行った場合の所得税額の特別控除の特例（措法１０の２）
③ エネルギー需給構造改革推進設備を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除
（措法１０の２の２）
④ 中小企業者が機械等を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除（措法１０の
３）
⑤ 特定設備等の特別償却（措法１１）
⑥ 事業革新設備等の特別償却（措法１１の２）
⑦ 特定地域における工業用機械等の特別償却（措法１２）
114 品川・前掲注９５、１０頁
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⑧ 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却（措法１３）
⑨ 特定再開発建築物等の割増償却（措法１４の２）
⑩ 倉庫用建物等の割増償却（措法１５）
（４）毎月の源泉徴収（金利）
昭和３１年１２月の臨時税制調査会「臨時税制調査会答申」は、給与所得控除制度の根
拠に関して、「給与所得については、所得税の源泉徴収が行われるが、その結果、申告納税
の場合に比べ平均して約５カ月程度早期に納税することとなるから、その間の金利を調整
する必要があるとする考え方（早期納税の金利調整）。」と説明している。これは、サラリ
ーマンは、毎月税金が源泉徴収されるけれども、事業所得者は年に１回、或いは予定納税
を入れても、年に３回で済むから、その間の金利差が問題とされている。この問題は、最
近のように市中金利が低ければ然程問題にはならないが、かつてのように市中金利が数％
になると問題がそれだけ大きくなる。
（５）給与所得控除の額
平成１２年７月に政府税制調査会が発表した「わが国税制の現状と課題―２１世紀に向
けた国民の参加と選択―」に関する意見は、次のとおりである。
「わが国の給与所得者が収入を得るために必要とする勤務費用が実際にどの程度になるの
か把握するために、家計調査により、主要国で給与所得者に認められている勤務費用に相
当する支出を含め、給与所得者の必要経費ではないかと言われるものを広めに拾い出して
みると、その金額は平均で年間５０万円程度になり、年間収入（６７４万円）の１割弱程
度という試算が得られます。
これに対して、給与収入に応じた給与所得控除額は給与収入５００万円の場合１５４万
円、７００万円の場合１９０万円などとなっています。また、マクロ的に給与所得控除の
水準を見ると、給与収入総額の３割程度が控除されています（平成１２年度予算ベースで
給与総額２２８.４兆円に対して、給与所得控除総額は６４.２兆円。）。このように、現
行の給与所得控除の水準は、給与所得者の必要経費に関する概算的な控除としては相当手
厚いものとなっていることが分かります。」
平成１４年６月に政府税制調査会が発表した「あるべき税制の構築に向けた基本方針」
に関する意見は、次のとおりである。
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「給与所得控除は、マクロ的に見るとその総額（平成１４年度予算ベースで６２.８兆円）
は、給与総額（２２２.８兆円）の約３割の水準になっている。これは、給与所得者の必要
経費に関する概算的な控除としては説明しきれない高い水準と言える。主要国における勤
務費用の概算控除は定額であったり控除限度額が設定されており、これと比較してわが国
では控除額の上限がない点も問題である。」
平成２２年１２月１６日に政府税制調査会が発表した「平成２３年度税制改正大綱」に
関する意見は、次のとおりである。
「現在の給与所得控除については、マクロ的に見ると、給与収入総額の３割程度が控除さ
れている一方、給与所得者の必要経費ではないかと指摘される支出は給与収入の約６％で
あるとの試算もあり、主要国との比較においても全体的に高い水準となっています。」
以上のように、給与所得控除の額については、見本的な提案も見受けられる。しかし、
その額の設定に当たっては、前記（１）から（４）までの各論点を総合的に検討した上で、
判断を要することになる。
３．特定支出控除
特定支出控除の制度は、前述してきたように、特定支出控除という実額経費控除の道が
開けたが、実質的には利用者はほとんど存在せず、形骸化しているといった議論もある。
しかし、給与所得控除は、あくまでも概算控除であり、個々の経費を把握できる特定支出
控除は必要性があると考える。
また、特定支出控除の範囲は、従来は、①通勤費、②転任に伴う転居のための引越費用、
③研修費、④資格取得費、⑤単身赴任者の往復旅費の５種類のみだけであった。特定支出
控除を使いやすくする観点から、平成２３年度税制改正大綱では、新しく、職務の遂行に
直接必要な弁護士、公認会計士、税理士、弁理士などの資格取得費用や職務と関係のある
図書の購入費、職場で着用する衣服費、職務に通常必要な交際費及び職業上の団体の経費
（勤務必要経費）等が加わり、特定支出の範囲が拡大した。
更に、特定支出控除の控除方法は、給与所得者が特定の支出をした場合は、その合計額
が給与所得控除の金額を超える金額を控除することができる（所法５７の２①）が、概算
控除を使用するほうが断然控除額が大きくなるため、特定支出額控除による実額控除制度
はほとんど利用されてこなかった。そこで、平成２３年度税制改正大綱では、給与収入が
１５００万円以下の場合は、その給与所得控除額の２分の１に相当する金額で、給与収入
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が１５００万円を超える場合は、１２５万円が控除される方法に改正することが提案され
た。
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第５章 給与所得控除制度のあり方
第１節 給与所得控除制度の存続の是非
前章でも述べたように、給与所得に必要経費が存在することは認められるとしても、給
与所得者が支出した費用について、収入を得るための経費であるか、家事上の経費とみる
べきかの判別は実際問題として極めて困難である。
また、最高裁昭和６０年３月２７日大法廷判決（民集３９巻２号０２４７頁）は、「給
与所得者が勤務に関連して費用の支出をする場合であっても、各自の性格その他の主観的
事情を反映して支出形態、金額を異にし、収入金額との関連性が間接的かつ不明確となら
ざるを得ず、必要経費と家事上の経費又はこれに関連する経費との明瞭な区分が困難であ
るのが一般である。その上、給与所得者はその数が膨大であるため、各自の申告に基づき
必要経費の額を個別的に認定して実額控除を行うこと、あるいは概算控除と選択的に右の
実額控除を行うことは、技術的及び量的に相当の困難を招来し、ひいて租税徴収費用の増
加を免れず、税務執行上少なからざる混乱を生ずることが懸念される。また、各自の主観
的事情や立証技術の巧拙によってかえって租税負担の不公平をもたらすおそれもなしとし
ない。」と判示している。
以上を要約すれば、①必要経費と家事費とを明瞭に区分することが困難であること、②
給与所得者はその数が膨大であるため、実額控除を行うと技術的及び量的に相当の困難を
招来し、租税徴収費用の増加を免れず、税務執行上少なからず混乱を生ずることが懸念さ
れること、③主観的事情や立証技術の巧拙によって、かえって租税負担の不公平をもたら
すおそれがあるなどの理由を挙げ、実額控除制度を実施した場合にはその弊害が多いこと
を主な理由として、給与所得控除額制度の合理性を認定している115。
また、給与所得控除の性格や具体的なわけ方についての客観的基準については、大島訴
訟判決から現在に至るまで未だに明確になってはいないが、給与所得控除のうち、概算経
115 ただし、「この弊害論に対しては、理由①③については事業所得者においても該当するこ
とであり、まさしくそのような不公平が生じないようにするために税理士制度があること、理
由②の執行面についても、当時とは異なり、今日では電子申告制度などが導入され、普及も着
実に進んでいることなどから、その弊害の程度も小さくなりつつあると考えられる。従って現
在では、弊害論を中心とした合憲性の論拠は薄くなっていると思われる。」という意見もある。
望月茂「給与所得における実額経費」（第３７回日税連公開研究討論会 平成２１年１０月）
５８頁
90
費控除、担税力の相対的低さの調整、把握率の高さの調整、源泉徴収税額に対する利息相
当分の調整のそれぞれの根拠に基づく部分ないし割合を決めることは、ほとんど不可能で
あると考える。
よって、給与所得控除制度の是非については、同制度を積極的に廃止すべきとする意見
はほとんど見受けられないことも考慮すると、給与所得控除制度を廃止し、実額控除制度
に変更することは適切ではないと考えられる。
第２節 給与所得控除の額
１．各問題点の検討
（１）必要経費性
給与所得者（給与所得）の必要経費の概念については、法律上定義されているわけでは
ないので、社会通念的に判断せざるを得ない。
この点について、最高裁昭和６０年３月２７日大法廷判決（民集３９巻２号０２４７頁）
は、「給与所得者は、事業所得者と異なり、自己の計算と危険とにおいて業務を遂行するも
のではなく、使用者の定めるところに従って役務を提供し、提供した役務の対価として使
用者から受ける給付をその収入とするものであるところ、右の給付の額はあらかじめ定め
るところによりおおむね一定額に確定しており、職場における勤務上必要な施設、器具、
備品等に係る費用のたぐいは使用者において負担するのが通例であり、給与所得者が勤務
に関連して費用の支出をする場合であっても、各自の性格その他の主観的事情を反映して
支出形態、金額を異にし、収入金額との関連性が間接的かつ不明確とならざるを得ず、必
要経費と家事上の経費又はこれに関連する経費との明瞭な区分が困難であるのが一般であ
る。」と判示している。
また、最高裁平成元年２月７日第三小法廷判決（訟月３５巻６号１０２９頁）は、「給
与所得の必要経費を一義的に定義することは極めて困難な事柄であるが、少なくとも他の
事業所得等の場合と同じく、給与等を得るため直接に要した費用及びこれらの所得を生ず
べき職務について生じた費用と解するのが相当であり、かつ当該支出の職務との関連性が
客観的に是認され得ることを必要とするものと解するのが相当である。なお、家事関連費
については事業所得の場合と同じく、そのうち、支出の主たる部分が職務の遂行上必要で
あり、かつ、必要である部分を明確に区分できる場合に限り必要経費に算入することが許
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されると解すべきである。」と判示している。
以上のような各判決が判示するように、本来の必要経費と家事費との区分が困難である
としても、給与所得者でも収入獲得のための支出は当然考えられ、給与支払者が吸収しき
れない部分もありうるだろうから、収入獲得のための投下資本部分（必要経費）に関する
通則的規定である所得税法３７条の趣旨を類推して考えるのが妥当であると考える。した
がって、給与所得者の必要経費の意義は、①給与等を得るため直接に要した費用及びこれ
らの所得を生ずべき職務について生じた費用（必要性）で、かつ、②当該支出の職務との
関連性が客観的に是認され得ることを必要とするもの（業務関連性）と、するのが相当で
ある。
また、給与所得者の必要経費と認められるためには、前章でも述べたように、収入と直
接関連のある支出のみではなく、収入と何らかの関連のある支出を必要経費とするのが一
般的であり、そして、収入との何らかの関連というのは、仕事あるいは事業と関連がある
かどうかである。すなわち、仕事あるいは事業と関連がある支出は必要経費であるが、仕
事あるいは事業と関係のない支出は家事費となり、必要経費としないと考えるのである。
そして、この考え方は、費用収益対応の原則と合致するものであり、よって、費用収益対
応の原則が給与所得の必要経費にも妥当すると言える116。
更に、給与所得控除によってカバーされるべき給与所得者の必要経費は、具体的にいう
と、その目ぼしい例として出張旅費、転任旅費で、給与所得者の自己負担となったもの、
通勤手当の支給がない場合の通常必要とされる通勤費、その他職業上必要な図書費、研究
費、研修費、職業用具（たとえばセールスマンの自動車）の取得費（又は償却費）（もちろ
ん、勤務先からの現物支給や費用弁償のないもの）などを挙げることができよう。趣味、
教養のための書籍代、一般教養費などは、必要経費ではなく、「家事費」に該当すると考え
られる。また、一般の衣服、靴等見回り品の費用、交際費（部下の慰労費）などは、「家事
費」又は「家事関連費」であって、通常、必要経費とは考えられていない。さらに税法は、
最低生活費等の控除は、基礎控除、配偶者控除などの所得控除によって行うのが建前であ
116 なお、費用収益対応の原則の考え方を、「収入金額の増減に直接関連する費用のみを必要
経費に認めるとするならば（狭義の費用収益対応の原則）、給与所得者の必要経費は、かなり
狭い範囲になる。基本的には、給与所得者の事業（business）あるいは仕事（job）と関係の
ある支出を給与所得者の必要経費としてみるという、費用収益対応のでも広義の考え方を採用
して（広義の費用収益対応の原則）、給与所得者の必要経費の範囲を模索している。」としてい
る。小池和彰「給与所得者の必要経費―費用収益対応の観点から―」（會計第１６９巻 平成
１８年４月）５５６頁
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り、給与所得の稼働に労働力を要するからといって、税法上その生活費一般が必要経費に
該当しないことはいうまでもない。
以上みたとおり、給与所得控除でカバーされるべき給与所得の必要経費は、一般の給与
所得にとってそれほど大きな金額になるとは思えない。一般に給与所得者の必要経費と主
張されるものの中には「家事費」との間の区別がつけにくく、少なくとも「家事関連費」
と考えられるものが少なくないことにも注意する必要がある。なお、具体的な金額の水準
については、後記２で詳述する。
（２）捕捉率
源泉徴収にかかる給与所得と、申告納税にかかる事業所得や農業所得等との実際の捕捉
率には、一般的に、著しい格差が存在していると言われる。具体的には、給与所得の捕捉
率が最も高く、税務関係者の間では９・６・４（クロヨン）、つまり、給与所得は９割、
事業所得は６割、農業所得は４割と呼ばれる捕捉率の格差があると言われている。しかし、
前章でも述べたように、「昭和５２年には給与所得者、自営業者、農業所得者の間に９対
７対４に近い所得捕捉率の格差があったのに対し、その後２０年間でその差は飛躍的に縮
小し、平成９年の時点では１０：９：８に近い比率になっており、大幅に改善しているこ
とがみてとれる117。」という意見もある。とはいえ、所得捕捉率の格差は、当然その解消
へ向けて最大限の労力をすべきものであるが、給与所得が給与の支給（源泉）段階で捕捉
されているのに対し、事業所得等が納税者の裁量によって申告されるという各制度の仕組
みを考えると、両者の間に何らかの捕捉上の格差が生じることは否定できないであろう。
そこで、所得捕捉率の格差の解決策として、「この問題の究極的な解決は、納税者の自
発的納税協力、すなわち納税者意識の改善にまつほかはないが、その本格的な改善のため
には長年月が必要である。したがって、税務のコンピュータ化を始めとして、いろいろな
方法を開発する必要があるが、おそらく最も有効な方法は納税者番号制度の採用であろう
118。」と指摘されている。
また、「事業所得その他の所得で申告されなかった所得、すなわち広義の脱税所得は、
結局は、不動産・金融資産・株式等に流れ込むと考えられるので、納税者番号制度を採用
すれば、脱税所得の発見は、現在よりもはるかに容易になり、その結果、いわゆる９・６・
117 大田・坪内・辻・前掲注１１２、２３頁
118 金子宏「所得課税の法と政策」（有斐閣 平成８年）１１１頁
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４現象はかなり改善されるであろう119。」という意見がある。ただし、税制調査会では、
「納税者番号制度等検討小委員会」が設けられ、昭和６３年の１２月の小委員会の報告書
では、「納税者番号制度には大きな効用が認められるが、番号をめぐる技術的な問題やプ
ライバシーとの関係等、なお検討すべき問題点が残されていること、また国民の番号制度
に対する認識と理解が深まるのを待つ必要があること、等を理由に、今後なお検討を続け
るべきことを提案している。」と述べられており、現在の税制制度においても、なお、検討
が続けられている。いずれにしても、番号制度が捕捉率の向上に寄与することについては、
具体的に検証が行われているわけではない。
以上のように、源泉徴収にかかる給与所得と、申告納税にかかる事業所得や農業所得等
との実際の捕捉率に関する問題は、未だに解決されていない論点であり、給与所得控除の
額を考える際には考慮に入れる必要があると言える120。
（３）租税特別措置の差異
事業所得者については、租税特別措置において租税の軽減がなされているけれども、サ
ラリーマンにはそういう軽減措置がないと指摘されてきた。最近、この租税特別措置はで
きるだけ廃止するべきだと言われてきつつあるが、決して廃止はされていない。特に、自
分の所得を全くコントロールできない純粋なサラリーマンと、そうではなく、自分の所得
を自由にコントロールできるサラリーマンと２種類の給与所得控除の格差が更に拡大して
いるという問題がある。
また、租税特別措置に関しては、業種によっていろいろと開きがあり、場合によっては
サラリーマンも恩恵を受ける住宅の特例措置もあるが、特別措置とは直接関係がなくても、
事業所得者の方が遥かに有利であるという問題もある。その例については、前章第２節２
（３）で述べたところである。
更に、事業所得者の方が遥かに有利であるという理由としては、生計を一にする配偶者
その他親族(１５歳以上)でもっぱらその事業に従事する者(青色事業専従者)に対する給与
119 金子・前掲注１１８、１１９～１２０頁
120 なお、「給与所得の特殊性の一つである、所得捕捉率の問題については給与所得控除と関
連付けるべきでないと考える。つまり、給与所得控除の内容に、捕捉率の格差調整の項目は不
要と考える。それは、①そもそも捕捉率の格差問題は徴税行政の問題であり、理論的に給与所
得控除と関連付けるのは無理があるためであること、②それと、現実的な理由として、②近年
のクロヨン問題が改善されてきていることをその理由とする。」という意見もある。小林・前
掲注１０９、１２４～１２５頁
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の内、従事期間・性質及び提供の程度、他の使用人及び同種同規模の事業における給与額、
その事業の種類・規模並びに収益の状況から見て相当であると認められるものを、必要経
費とすることができるといった青色事業専従者給与の必要経費への算入の規定や、事業所
得又は不動産所得を生ずる事業を営む青色申告者(現金主義適用者を除く)の内、正規の簿
記の原則に従って取引の記録をしている者については、これらの所得から最大６５万円を
控除できるといった青色申告特別控除の規定があるが挙げられる。その他にも、貸倒引当
金、退職給与引当金、返品調整引当金の必要経費算入の算入や、事業化設備・中小企業者
の機械等の特別償却が認められること等が挙げられる。
かかる問題を是正するための対策としては、「法人成りの制限、個人類似法人における
事業主とその家族に対する給与所得控除の適用制限が考えられるが、極言すれば、純粋な
サラリーマン世帯との課税均衡のみを図るのであればサラリーマン家族の法人組織化とい
うことも考えられないわけではない121。」ことも挙げられるし、課税単位について２分２
乗方式を導入することも考えられる。
また、「１９８６年税制改革答申の線にそって、給与所得控除を、勤務費用の概算控除
部分と他の所得との負担調整部分とに区分する。そして青色専従者等については、概算控
除部分を否認し、専従者の必要経費は事業主分と合算して実額の控除を認める122。」とい
う意見がある。
よって、この特別措置等の差異の問題は、現実に存在している論点であるから、給与所
得控除の額を考える際には考慮に入れる必要があると言える。
（４）毎月の源泉徴収（金利）
サラリーマンは、毎月税金が源泉徴収されるけれども、事業所得者は年に１回、或いは
予定納税を入れても、年に３回で済むから、その間の金利差が問題とされている。この問
題に対する意見は、以下のとおりである。
「給与所得控除の性格とそのあり方を検討してみると、申告納税者との間の利子相当額の
調整は、現行の金利水準等からみて、ほとんど必要ないと考えられる123。」
また、「大島訴訟に関しては給与所得控除制度の趣旨の１つとして、源泉徴収制度にお
121 品川・前掲注１１０、８５頁
122 藤田・前掲注９２、１１２頁
123 日本税理士会連合会税制審議会・前掲注９１、４頁
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ける金利格差の是正であると言われてきた。サラリーマンは、毎月税金が源泉徴収される
けれども、事業所得者は年に１回、或いは予定納税を入れても、年に３回で済むから、そ
の間の金利差が問題であると言われてきたのですが、今の低金利状態からいくと、このイ
ンパクトは非常に少ないと考えられます124。」という見解もある。
他にも、「給与の支払いごとに源泉所得税が徴収されていることに着目した、年末調整
（又は確定申告）までの金利相当であるという説明である。この説明については、金額が
僅少であること、例えば銀行普通預金利率は０．０２％（平成２３年９月２０日現在）で
あり、給与から徴収される源泉所得税の金額を考え併せれば数十円程度となり、調整を積
極的にすべき金額でもない。また、事業所得者についても予定納税制度があり、給与所得
のみに考慮すべき項目とはいえない125。」という意見がある。
前章でも述べたように、この問題は、最近のように市中金利が低ければ然程問題にはな
らないが、かつてのように市中金利が数％になると問題がそれだけ大きくなる。
よって、毎月の源泉徴収の金利は、市中金利が上昇するまでは、給与所得控除の額を考
える際に考慮に入れる必要はほとんどないと言える。
２．まとめ（給与所得控除の額）
給与所得控除の発端は、大正２年、給与所得が資産所得、事業所得と比べて担税力が弱
いこと等を理由として勤労控除として設けられ、逐次当該控除が引き上げられてきた。大
島訴訟の最高裁判決では、給与所得控除制度が合憲であると判断されたが、「総評サラリー
マン訴訟」をはじめ同制度の改善を求める声が強まったこと等もあって、その後の給与所
得控除の額は、逐次引き上げられることとなった。大島訴訟の対象となった昭和３９年頃
に、大島教授の１７０万７０９０円の給与収入に対して、給与所得控除は１３万５千円で
あるから、その控除率はわずか７．９％であった。現在では、１０００万の給与収入に対
して、給与所得控除は２２０万円（２２％）であるから、そういう意味では、当時の給与
所得控除に比べて現在の給与所得控除は高くなっていることは確かである。
また、第３章の第５節で指摘したように、諸外国との比較においても、アメリカ・ドイ
ツ・フランスが、認められている必要経費の概算控除の水準は低いものとなっているが、
わが国の給与所得控除は、概算控除としては非常に寛大な控除となっている。
124 品川・前掲注９５、１１頁
125 望月・前掲注１１５、５６～５７頁
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他にも、第４章の第２節で指摘したように、政府税制調査会においても現行の給与所得
控除の水準は、給与所得者の必要経費に関する概算的な控除としては相当手厚いものとな
っており、給与所得者の必要経費ではないかと指摘される支出は、給与収入の約６％であ
るとの試算もある126。
いずれにせよ、給与所得者の必要経費の要件を満たす経費は、前述したように、限定さ
れたものであるとしても、計量的にその数値が算定できなければ、現行の給与所得控除の
額との比較が出来ない。そこで、統計の数値を用いて給与所得者の必要経費について、総
務省統計局の調査を基に、計量的数字を求めることとする。
勤労者世帯の年間収入５分位階級別１世帯当たり品目別年間支出金額調（平成１５年）
｛この表は、従来から、給与所得者の勤務に関連する経費ではないかと指摘される支出品
目を幅広く抜き出し、その年間支出額を調べたものである（支出品目は従来から同一のも
のを使用している。）。したがって、実際には、給与所得者の勤務とは関係がない支出も含
まれていることがあろうし、また、むしろ家事上の支出とみるべきものもあることに留意
する必要がある。｝
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（備考）１ この表は「家計調査（二人以上の世帯）」（総務省統計局）の「年間収入五分位
階級別１世帯当たり支出金額、購入数量及び平均価格」により作成した。
２ 支出額には世帯主以外の家族の分も含まれている。
３ 年間収入額は「月平均実収入×１２」としている。
（出所）http://www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/kiso_b21a.pdf 税制調査会基礎問題小委員
会 平成１６年１０月８日提出資料、９頁
このような調査から、およそ給与所得者の必要経費は収入の６～７％ということになる。
もちろん、多い、少ないとの議論はあるだろうが、こづかいの使途が不明になっているこ
となどは、いささか不明瞭な感は否めない。しかし、給与所得者の平均的必要経費の支出
としては妥当ではないかと考える。
この推計とほぼ同じ方法で給与所得者の必要経費を推計した、平成１２年７月に政府税
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制調査会が発表した「わが国税制の現状と課題―２１世紀に向けた国民の参加と選択―」
では、給与所得者の必要経費に関し、「わが国の給与所得者が収入を得るために必要とする
勤務費用が実際にどの程度になるのか把握するために、家計調査により、主要国で給与所
得者に認められている勤務費用に相当する支出を含め、給与所得者の必要経費ではないか
と言われるものを広めに拾い出してみると、その金額は平均で年間５０万円程度になり、
年間収入（６７４万円）の１割弱程度という試算が得られます。これに対して、給与収入
に応じた給与所得控除額は給与収入５００万円の場合１５４万円、７００万円の場合１９
０万円などとなっています。また、マクロ的に給与所得控除の水準を見ると、給与収入総
額の３割程度が控除されています（平成１２年度予算ベースで給与総額２２８.４兆円に対
して、給与所得控除総額は６４.２兆円。）。このように、現行の給与所得控除の水準は、
給与所得者の必要経費に関する概算的な控除としては相当手厚いものとなっている」とし
ている。
以上の推計から、給与所得控除の金額は実際にかかる給与所得者の必要経費のみと比べ
たら過大であることは間違いないであろう127。
しかしながら、給与所得控除の額の設定に当たっては、前記（１）から（４）までの各
論点を総合的に検討した上で、判断を要することになると、前章で述べた。
まず、概算経費控除は、税制調査会などでも議論されているなかで、現在においても給
与所得控除の性格を最も表す性格であることが述べられており、欠かすことの出来ない性
格である。したがって、前述したように、給与所得者の必要経費は、収入の６～７％であ
ると推測できる。
次に、源泉徴収にかかる給与所得と申告納税にかかる事業所得や農業所得等との実際の
捕捉率に関する問題は、前述したように、以前よりは捕捉率の格差は是正されてきている
と述べたが、未だに解決されていない論点である。また、事業所得者は、専従者給与の恩
恵を受けていることや、課税単位に関しては実質的に２分２乗方式によって課税されるこ
と等から、遥かに優遇されている立場である。よって、捕捉率等の調整については、給与
所得控除の額について給与収入の１０％加算するのが相当である。
租税特別措置の差異の問題と毎月の源泉徴収の金利は、給与所得控除の額を考える際に
127 なお、「特殊な職種以外の給与所得者は、現実には給与支払者である法人が必要経費を吸
収しているのが現状であろう。よって、いくら甘く見積もったとしても、給与所得者の必要経
費は税制調査会に多少水増しした、平均１０％がせいぜいであろう。」という意見がある。小
林・前掲注１０９、１４０頁
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は考慮に入れる必要はほとんどないとはいえ、毎月の源泉徴収の金利や事業者への恩恵等
も踏まえて、給与所得控除の額として多少の考慮は必要であると考える。よって、これら
の調整については、給与所得控除の額について給与収入の３～４％加算することを考慮し
てもよいと考えられる。
したがって、各論点を総合的に検討した結果、給与所得控除の額を給与収入の約２０％
とするのが相当である。そして、給与所得控除の制度設計として、まず、最低控除額の金
額は、現行の制度では６５万円については、これを否定する論拠も少ないので、これを維
持するのが相当である。更に、給与収入が１０００万円を越える部分については、現行の
制度が相当であるとして５％とし、平成２４年度税制改正大綱にあるように、１５００万
円を超える部分については控除に上限を設けることとする。
以上の結果、給与所得控除の額は、現行と対比すると、次のとおりとなる。
給与所得控除の改正案（提案）
給与収入 現行制度の額 改正案の額 差額
１６２．５万円以
下
６５万円 ６５万円 ０万円
２００万円 ７８万円 ６５万円 △１３万円
３００万円 １０８万円 ６５万円 △４３万円
４００万円 １３４万円 ８０万円 △５４万円
５００万円 １５４万円 １００万円 △５４万円
６００万円 １７４万円 １２０万円 △５４万円
７００万円 １９０万円 １４０万円 △５０万円
８００万円 ２００万円 １６０万円 △４０万円
９００万円 ２００万円 １８０万円 △３０万円
１０００万円 ２２０万円 ２００万円 △２０万円
１５００万円 ２４５万円 ２２５万円 △２０万円
１５００万円超 ２４５万円＋（給与収
入－１５００万円）×
５％
２２５万円 △２０万円△（給与収入
－１５００万円）×５％
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第３節 特定支出控除
特定支出控除の制度は、前章でも述べたように、実質的には利用者はほとんど存在せず、
形骸化しているといった議論もある。しかし、給与所得控除は、あくまでも概算控除であ
り、個々の経費を把握できる特定支出控除は給与所得控除の補完的な機能として必要性が
あると考える。また、この制度は、給与所得者に対しても確定申告を通じて税制に参画で
きる途を拓くとともに、税負担の公平感の維持と納税意識の形成という意味では重要な制
度であるため、必要性があると考える。
また、特定支出控除の範囲は、平成２３年度税制改正大綱では、特定支出控除を使いや
すくする観点から、新しく、職務の遂行に直接必要な弁護士、公認会計士、税理士、弁理
士などの資格取得費用や職務と関係のある図書の購入費、職場で着用する衣服費、職務に
通常必要な交際費及び職業上の団体の経費（勤務必要経費）等が加わり、特定支出の範囲
が拡大した。具体的に許容される勤務必要経費の範囲次第ではあるが、給与所得につき実
額経費控除の方向性を更に進めるものとして、基本的に評価されてよいと考える。
更に、特定支出控除の控除方法は、平成２３年度税制改正大綱では、給与収入が１５０
０万円以下の場合は、その給与所得控除額の２分の１に相当する金額で、給与収入が１５
００万円を超える場合は、１２５万円が控除される方法に改正することが提案された。な
お、職務と関係のある図書の購入費、職場で着用する衣服費、職務に通常必要な交際費及
び職業上の団体の経費（勤務必要経費）の控除の限度額は６５万円である。平成２３年度
税制改正大綱では、給与所得控除額の最高額を２４５万円とする等、今後の税制改正の方
向性として概算控除額を減らす方向に向かうことが考えられ、利用者が増えていくと思わ
れる。したがって、今回の特定支出控除の控除方法の改正案の提案は、適正であると考え
る。
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むすびに
以上、給与所得控除制度の論点とそのあり方に関して、給与所得に関連する、必要経費
性、捕捉率、租税特別措置の差異、毎月の源泉徴収、給与所得控除の額、特定支出控除な
ど、様々な観点から考察し、論じてきた。給与所得控除制度のあり方を論じる際に、給与
所得控除の額は妥当であるのか、あまりに寛大に設定され過ぎているのではないかという
問題点がしばしば指摘される。しかし、問題点を指摘する際に議論に挙がる内容は、給与
所得控除の性格や根拠が明確になっていないことの指摘から、給与所得控除のサラリーマ
ン経費の概算控除だけという性格論を根拠に給与所得控除の額を縮小するべきといった内
容が多いように感じた。そこで、従来の税制調査会等の議論をも整理した上で、以上の論
点のほか、大島訴訟で各判決で指摘された、９・６・４（クロヨン）といった捕捉率の格
差や租税優遇措置の問題点などを踏まえながら、給与所得控除の額のあり方を多角的な角
度から検討した。
そして、給与所得控除額の妥当な額を検証する際に、必要経費性、捕捉率、租税特別措
置の差異、毎月の源泉徴収などを考察し、それなりに一つの結論を得た。しかし、各々の
論点については、未だ多くの課題が残っている。
必要経費性については、給与所得者の必要経費の概念については、法律上定義されてい
るわけではないので、社会通念的に判断せざるを得ないという特性がある。そのため、給
与所得控除でカバーされるべき給与所得の必要経費は、論者によって異なる部分が出てく
るため、それに伴って、給与所得控除の額も変わってくるので、なお検討を要する。
捕捉率の格差、専従者控除、租税特別措置の差異等については、事業所得者には専従者
給与制度もあり、実質的には課税単位の差異の問題も現実に存在しているので、それらを
調整していくことが望ましいと考えられた。また、仮に、これらの論点が是正されていけ
ば、給与所得控除の額の根拠となる数字も変わってくるので、それに合わせた制度設計が
必要であると考えられる。
なお、特定支出控除についても、利用者を増やしていけるような制度設計が、今後も必
要であると思われる。
以上、本稿では、給与所得控除制度のあり方については、それに関連する必要経費性、
捕捉率、租税特別措置の差異、毎月の源泉徴収など、様々な観点から考察し、給与所得控
除の概算控除の是非、給与所得控除の額、特定支出控除といった諸問題について検討し、
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一つの結論を得た。しかし、今回提案した給与所得控除の額についても、あくまでも一つ
の提案に過ぎないので、今後更に、検討・見直しされるべき論点はある。そのため、今後
の動向を注視し、さらに研究していきたい。
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